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Abstract 

Objectives — This dissertation explores how successors in long-lived family firms transfer and renew the 

transgenerational knowledge that is their firms' unique resources. Knowledge has two aspects: 

information with interpretation and organizational assets. The research model, distinct from previous 

studies, incorporates familiness, house precepts, dynamic familiness, and the knowledge construction of 

successors. Familiness refers to the unique bundle of resources derived from the interaction between the 

family and the family firm. House precepts, which are the explicit transfer of values for a family business 

across generations in previous research, are expanded here to both explicit and tacit values. The 

knowledge construction of successors in the succession process is affected by many factors like 

understanding house precepts, learning from family members, learning from stakeholders, and work 

experience and education received outside the family firm. It stimulates “dynamic familiness,” which 

refers to dynamic capabilities (DC) affected by a family. Dynamic familiness of successors manages 

familiness relying on their knowledge. 

Methodology — This qualitative research, a comprehensive case study, involved semi-structured 

interviews with managers of family firms over 100 years since their establishment in Japan. Theoretical 

sampling had 15 family firms containing nine firms of several sectors in Hokuriku district and six 

traditional food sector firms without regional specification. M-GTA (Modified Grounded Theory Approach) 

performed in-case analysis. Cross-case analysis after in-case analysis identified similarities and 

differences in house precepts, the knowledge construction of successors, familiness, and dynamic 

familiness. 

Findings — Successors’ understanding of house precepts has two categories. One is soundness values 

related to cooperation and trust in stakeholder relationships. Another is tradition/renewal values to the 

unique resources of family firms. Successors’ entrepreneurial mindset is shaped by two modes: one 

through inheriting renewal values of house precepts and the other formed through recognizing a decline 

of familiness. The combination of three dynamic familiness intensities—pioneering DC, enriching DC, 

and stable resource management—along with the two modes shaping the successor's entrepreneurial 

mindset and tradition values of house precepts illustrates five types for preservation or renewal of 

familiness by successors. Successors’ entrepreneurial mindset, developed through recognizing a decline 

of familiness, fosters resilience that supports the longevity of family firms. The resistance of predecessors 

to DC of successors depends on the difference in the cognitive dimension of social capital more than the 

intensity of DC. 

Implications and limitations —The concept of house precepts extended to tacit values provides a way to 

find the interaction between familiness and the knowledge construction of a successor. The 

transgenerational knowledge model of family firms, which shows the interactions between familiness and 

the knowledge construction of a successor, contributes to the research on the longevity of family firms and 

the practical succession of family firms. This model provides a comprehensive understanding of how 

knowledge is transferred and renewed across generations in family firms, and how the knowledge 

construction of successors influences the longevity of these firms. However, the knowledge-based 

approach adopted in this research has limitations, as it excludes financial assets and investments from 

its scope. 

Keywords: Family firms, successor, familiness, dynamic capabilities, house precepts 
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第1章 序論 

1.1 研究の背景  

 日本の全企業数におけるファミリー企業の割合は約 97%と推定され、国際的に見ても高

い比率である (後藤, 2006, 2012b)。また中小企業の割合は 99.7%であり、従業員数では約

70%を占める (中小企業庁, 2022b)。このことから、中小企業の多くはファミリー企業であ

る。日本経済の現状は、潜在成長率が低く、国際競争力が低下していることから、多くの中

小企業がその規模を拡大し成長することが日本経済にとって必要である (中小企業庁, 

2022b)。しかしながら、経営者年齢が 70 歳以上である企業の割合は、2023 年まで増加を

続けており (中小企業庁, 2024)、「……中小企業の事業承継は社会的な課題として認識され

ている。我が国経済が持続的に成長するためには、中小企業がこれまで培ってきた価値ある

経営資源を次世代に承継していくことが重要である」 (中小企業庁, 2022a, pp. I-85)。 

 

 他方で長寿企業が多いことは日本の特徴であり、2023 年 8 月時点で業歴 100 年を超え

る企業は、43,000 社を超えた (帝国データバンク, 2023)
1
。そして、そのほとんどはファミ

リー企業である。また、ファミリー企業における事業承継は非同族化が進むが (帝国データ

バンク, 2022b)、長寿ファミリー企業では同族承継の割合が高く、後継者不在率が低い (帝

国データバンク, 2022a)
2
。このデータは、長寿ファミリー企業においては将来に向けてのフ

ァミリーによる承継がより安定的なものであり、ファミリー企業が長寿であることは単な

る結果ではないことを物語っている。日本のファミリービジネス研究に対し、奥村 (2015)

は、「日本は世界のなかでもその数、歴史においても最大・最古の『ファミリービジネス大

国』でありながら、残念ながらファミリービジネス研究は甚だ遅れているといわざるをえな

い」 (p. 7)と述べており、さらなる研究が求められている。 

 

1    帝国データバンク史料館（東京都新宿区四谷本塩町）において催された企画展 ”老舗

の姿 2022” （2022 年 11 月 1 日〜2023 年 3 月 3 日） において帝国データバンクから開

示された情報によれば、老舗数 1 位の日本は 40,409 社であり、米国が 21,822 社で続く。 

2    同族承継は、全体が 40.4％に対し、長寿企業が 77.3％、また後継者不在率は全体が

61.5％に対し、長寿企業が 49.0％となっている(帝国データバンク, 2022a)。 
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1.2 研究の目的  

 前節で述べたように、ファミリー企業がさまざまな課題を抱える中で、長寿ファミリー企

業では代々ファミリーメンバーによる承継が行われて、企業が永続する固有の要素がある

と考えられる。本研究は、長寿ファミリー企業の特徴の解明に向けて、承継者を通じて知の

観点からアプローチする。企業経営における知は、経験と情報の解釈から生み出される実体

としての捉え方と、組織における知の資産としての捉え方の両方を含む (Marr et al., 2004)。

本研究の目的は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築を通して、ファミリー企業

が固有に持つ知のリソースをどのように伝承し、または更新するのかを探究することであ

る。以下において本研究の目的を 2 つに分けて詳細を述べる。 

 

ファミリー企業の承継に関する研究において、Cabrera-Suárez et al. (2001)は、承継プ

ロセスにおいて承継者が形式知と暗黙知の両方を取得する必要性を述べた。暗黙知は個人

的なものであって主観的な洞察、直観、直感が含まれ、個人の行動や経験、また個人が持つ

理想、価値観、感情にも根付くものである (野中, 竹内, 1995/1996)。暗黙知の伝承は、形式

知の伝承ほど容易ではない。ファミリー企業における承継に関して Le Breton-Miller et al. 

(2004)は、被承継者から承継者への知の伝達は家庭の中で巧妙かつ気づかないように始まる

ものだとする。また Lambrecht (2005)は、欧州における長寿ファミリー企業の事例研究か

ら次世代への承継は、生涯続く継続的なプロセスであるとする。このようにファミリー企業

の承継者への知の移転は非ファミリー企業と異なる特徴がある。 

一方、ファミリーにおける知の伝承として、日本では古くから家訓の存在が知られている。

主に商家における伝統的な家訓は、その永続と繁栄を願い、自らの経験に基づく信念を書き

残したものであり (足立, 1970)、家系とビジネスの統合体としての「家」の次世代への継承

を目的とした (米村, 1999)
3
。「家」は先祖から子孫につながる実体であり (堀江, 1984)、そ

の慣習は、明治に入って民法における家制度につながり、この家制度は戦後の民法の改訂ま

で残った。家訓は、書き物のほかに口伝も存在した (有賀, 1969)。歴史的に成文化された家

訓は限定的であり、慣習（文化）としての存在 (北原, 1920)、組織における暗黙知としての

存在 (垰本, 2012)が認められている。曽根 (2019)は、職人系企業の研究から、約 30 の宮大

 

3   「家」は日本の歴史的慣習と旧民法における制度を指し、一般的な意味での家と区別

する。 
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工企業群のほぼすべてに記された家訓の保持が確認されない事実を発見したことに照らし、

家訓や組織文化の堅持は必ずしもファミリービジネスの存続に直結しないことを明らかに

している。しかしながら家訓は、ファミリー企業で伝承された知であり、少なくとも歴史的

には重要な要素の 1 つであり、現在でも家訓は存在する。ファミリービジネス研究におい

て、承継における暗黙知の移転の重要性が認識されていることを踏まえれば、口伝および暗

黙知の家訓に拡張することは、家訓が示そうとする価値観が承継者にどのように作用する

のかを探るうえで有効であり、現在のファミリー企業に幅広く適用が可能となる。承継にお

ける家訓を暗黙知まで拡張した研究は管見の限り見られない。承継者の承継のための学習

は、ファミリーからだけでなく、幅広い学習からの知の構築である (Cabrera-Suárez et al., 

2018)。家訓を承継者における「家訓の理解」の観点で捉え、承継者の知の構築にどのよう

に関わるのかを解明することが第 1 の目的である。 

 

第 2 の目的は、ファミリー企業が固有に持つ知の資産に関係する。ファミリー企業が持

つ持続的な優位性に対する研究として  Habbershon and Williams (1999) は、Barney 

(1991) のリソース･ベースド･ビュー ( Resource Based View: RBV) の概念から、歴史のあ

るファミリー企業が固有に持つ、価値があり、希少で模倣・代替えできない VRIN (Valuable, 

Rare, Inimitable, Non-substitutable) リソースに着目し、ファミリネス (familiness) の概

念を示した。この概念から Pearson et al. (2008)は、ファミリー企業におけるファミリーメ

ンバーのソーシャル･キャピタルにファミリネスを見いだし、また Zellweger et al. (2010)

はファミリー企業における組織アイデンティティに特異性を見いだした。Barros et al. 

(2016) は、ファミリネスにリソースを統合する能力であるダイナミック･ケイパビリティ 

(Teece, 2007) の概念を結合し、ファミリー企業の特徴をダイナミックな概念に拡張した。

Cabrera-Suárez et al. (2018) は、ファミリー企業の承継者が得るさまざまな知識と経験に

おいて、ファミリーの影響を受けたダイナミック･ケイパビリティを形成するモデルを理論

的に示した。このようにファミリネス研究は発展を見せるが、ファミリー企業における承継

とファミリネスの観点から行った研究は十分ではない。承継者の知の構築が、ファミリー企

業の固有のリソースであるファミリネスにどのように作用するのかを探究することが本研

究の第 2 の目的である。 
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1.3 研究の学術的意義  

 本研究の主要な意義は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築と、ファミリー企

業における固有の知のリソースとの相互作用を明らかにし、世代を超える知のダイナミッ

ク･モデルを示したことにある。ここに独創性と新規性がある。この中で、知のリソースと

しての家訓を形式知だけでなく暗黙知も含んで承継者の立場から家訓の理解として捉えた

点に独創性がある。また、ファミリーの影響を受けた承継者の企業家マインドセット形成に

おいて、家訓からだけでなく、ファミリネスの価値低下の認識からを加えた２つのモードが

ファミリー企業の永続性を強固にすることを見いだしたことに新規性がある。さらに、承継

者の承継プロセスにおける多様な知の獲得とダイナミック・ケイパビリティとの関係の研

究は途上にあることから、本研究においてそれを深耕することには学術的有用性がある。加

えて、ファミリー企業における承継は、高齢化が進む現在において喫緊の社会的課題である

ことから、本研究のテーマが時宜を得たものであり、長寿ファミリー企業承継者の価値観形

成を捉えたことに実務上の有用性がある。 

 以上のように、本研究は長寿ファミリー企業における承継者を通して、承継者の知と、フ

ァミリー企業における知のリソースを統合的に探究したものであり、知識科学研究の一端

に寄与するものである。 

 

1.4 論文の構成  

第 1 章において、本研究の背景、目的、学術的意義、および論文の仕様について述べる。

第 2 章では先行研究のレビューを行う。この中で、本研究で用いる概念形成を行い、そこか

らリサーチ･モデルを構築し、リサーチ･クエスチョンを導く。第 3 章では方法論を述べる。

本研究は定性研究であり、第 4 章でケース内分析の結果、第 5 章でクロスケース分析の結

果を示す。第 6 章で考察、第 7 章で議論を行い、第８章の結論で締めくくる。 

 

1.5 略語表記 

 本論文中において、表 1-1 に示す略語は初出以降、説明なしで使用する。 
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表 1-1 略語表記
4
 

略語 英語の正称／定義

DC

Dynamic Capacities   ダイナミック･ケイパビリティ

変化するビジネス環境における持続的競争優位に必要な、リソース

の統合、結合の能力 (Teece, 2007)

VRIN
Valuable, Rare, Inimitable, Non-substitutable

価値があり、希少で、模倣･代替えができない (Barney, 1991)
 

 

1.6 英語用語の日本語表記 

 特定の概念を持つ英語の日本語訳について、意味として適する日本語がある場合は、日本

語で表記する。それ以外の場合は、カタカナで表記する。本研究は日本の歴史的な文化や慣

習を含むものであり、「ファミリー」と「家族」をどちらかに統一すると不自然な表現とな

る恐れがあるため、この 2 つを同じ意味で併用する。 

 

1.7 旧字体の扱い 

 本研究を進める上で、古い参考文献から旧字体、旧仮名遣いを含むフレーズを引用する場

合がある。この場合に可能な範囲で、旧字体は新字体に、また旧仮名遣いは現代仮名遣いに

置き換えて表記する。 

 

1.8 文献引用のスタイル 

 文献の引用は、アメリカ心理学会 (American Psychological Association : APA) の論文

作成マニュアル 7 版 (American Psychological Association, 2020) に準拠する
5
。日本語文

献の引用は、APA の論文作成マニュアル 7 版を基に書かれた論文執筆ルールである前田, 

江藤 (2023)に準拠する。 

  

 

4    Teece (2007)と Barney (1991) を用いて、筆者が作成した。 

5    日本語訳本も参照した (American Psychological Association, 2019/2023)。 
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第2章 先行研究 

2.1 ビジネス経営における知の研究 

 Marr et al. (2004) は、ビジネス経営における知の研究には 2 つの流れがあるとする。1

つは知を実体と見なす。Albino et al. (2001) は、知を「経験とその経験の考察を通じて獲

得した情報セットの解釈を通じて個人によって意識的または無意識的に作成され、その結

果その所有者に精神的、および／または身体的スキルをもたらす抽象的な実体」 (p. 414)と

し、知識の構造的側面は情報であるが、解釈プロセスに関係する所有者に依存するものとし

た。この流れにおける重要な概念は、野中, 竹内 (1995/1996) による形式知と暗黙知の区

分にある (Marr et al., 2004)。野中, 竹内 (1995/1996) は、暗黙知と形式知を表 2-1 のよ

うに対比し、暗黙知から暗黙知への共同化、暗黙知から形式知への表出化、形式知から形式

知への連結化、形式知から暗黙知への内面化の 4 つの変換モードを示した（図 2-1 参照）。 

 

表 2-1 暗黙知と形式知の対比
6
 

暗黙知 形式知

主観的な知（個人知） 客観的な知（組織知）

経験知（身体） 理性知（精神）

同時的な知（今ここにある知） 順序的な知（過去の知）

アナログ的な知（実務） デジタル的な知（理論）  

 

図 2-1 4 つの知識変換モード
7
 

 

 

 

 

 

 

 

6    野中, 竹内 (1995/1996) から転記した。 

7    野中, 竹内 (1995/1996) から転記した。 

共同化 表出化 

内面化 連結化 

暗黙知 

暗黙知 

暗黙知 

暗黙知 

形式知 

形式知 

形式知 形式知 
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 もう 1 つは、知を企業の組織パフォーマンスを向上させるために管理する必要のある知

識資産 （knowledge assets）としての観点からのアプローチである (Marr et al., 2004)。

この観点からは、組織の知の要素を分類する知的資本 (intellectual capital) の概念がある。

知的資本については後に 2.7 節で論じる。 

 

2.2 ファミリービジネス研究 

2.2.1 ファミリービジネスの定義 

 用語としてのファミリービジネス (family business)とファミリー企業 (family firms)の

使い分けは必ずしも明確ではない (後藤, 2012b)。ファミリービジネスにファミリー企業を

含める場合もあるが、本研究では、「ファミリー企業」はファミリーが所有と経営に関与す

る企業とし、「ファミリービジネス」はファミリー企業が行う事業とする
8
。また、特定のフ

ァミリーが関与するファミリー企業に対しては、その関係を明確にするために「家業」を用

いる
9
。なお、研究領域としてはファミリー企業を含めてファミリービジネスとする。 

 

 ファミリー企業と非ファミリー企業の区分もまた明確でない。「2022 年版 ファミリー

ビジネス白書」 (ファミリービジネス白書企画編集委員会, 2021) では、ファミリー企業を

「ファミリーが同一時期あるいは異なった時点において役員または株主のうち 2 名以上を

含む企業」 (p. 13) とし、上場ファミリー企業の調査に当たり、所有と経営への関与の度合

いから 6 分類している。本研究は、ファミリー企業のファミリー内承継を対象とするもの

であり、実証研究におけるファミリー企業は、ファミリーメンバーにより経営がなされ、少

なくとも部分的に所有され、ファミリーメンバーにより承継される株式会社を対象とする。

また、ファミリーは世帯に限らず親族を含むものとする。 

 

8    2.6 節でファミリネスのシステマティック･レビューを行うが、この中の Habbershon 

and Williams (1999)、Habbershon et al. (2003)、Pearson et al. (2008)、Zellweger et 

al. (2010) などの主要論文において family business と family firms が区別されており、

本研究はこれに従う。 

9    広辞苑によれば、家業に「家代々の職業」 (新村, 2022)の意味があり、長寿ファミ

リー企業の承継者の文脈において当該のファミリー企業を指す言葉として整合する。 
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2.2.2 ファミリービジネス研究が依拠する主要研究 

 淺羽, 山野井 (2022)は、ファミリービジネス研究が依拠する主要研究として、エージェ

ンシー理論、スチュワードシップ理論、社会情緒的資産、リソース･ベースド･ビュー

(Resource Based View)の 4 つを挙げる。エージェンシー理論とスチュワードシップ理論は、

企業のガバナンスとパフォーマンスに関連する取引コストに着目するのに対し、リソース･

ベースド･ビューは企業が達成する収益の泉源をそのリソースに求める (Siebels & Zu 

Knyphausen-Aufseß, 2012)。社会情緒的資産 (socioemotional wealth) は、「アイデンティ

ティ、ファミリーの影響力を行使する能力、ファミリーによる支配の永続化など、ファミリ

ーの感情的なニーズを満たす企業の非財務的側面」 (Gomez-Mejia et al., 2007, p. 106) で

あり、Berrone et al. (2012)は、社会情緒的資産を次の 5 つの側面で示している。 

 ファミリーメンバーのファミリー企業に対する支配と影響 

 ファミリーとビジネスの絡み合いから生まれるユニークなアイデンティティ 

 ファミリー企業内の社会的関係 

 ビジネスに対するファミリーの関与に由来する感情的要因 

 ビジネスのファミリー内承継志向 

 社会情緒的資産は、ファミリービジネス研究における有力な理論の 1 つであるが、本研

究はファミリー企業の承継者を知の観点からアプローチするものであり、リソース･ベース

ド･ビューの理論は、知のリソースを扱うことができるので本研究と親和性が高い。よって、

リソース･ベースド･ビューに依拠して研究を進める。 

 

2.2.3 リソース･ベースド･ビュー 

 Penrose (1959)は、「会社は基本的にはリソースの集合体である」 (p. 77)とし、リソース

として物理的リソースと人的リソースを定義し、人材が持つ知識と経験がリソースを用い

る方法の違いを生み、そしてそれが企業の異質性を生むとした。ここに後の「RBV (Resource 

Based View) の基となる考え方」 (小野, 2013, p. 19)がある。Barney (1991) は、企業が持

つ有形資産と無形資産の両方を含むリソースが異質であることと、その移転が困難である

ことが企業の持続的な競争優位性につながるとしたリソース･ベースド･ビューのフレーム

ワークを示した。このフレームワークは、企業のリソースが持続的な競争優位性の可能性を
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持つために、価値があり ( Valuable )、希少であり ( Rare )、模倣できない ( Inimitable )、

そして代替えできない ( Non-substitutable )属性を挙げている。これら 4 つの属性を持つ

リソースは、英語の頭文字を合わせて VRIN リソースとも呼ばれる。Habbershon and 

Williams (1999) は、リソース･ベースド･ビューのフレームワークを用いて、ファミリー企

業の特徴の泉源を示すものとしてファミリネス (familiness) の概念を示し、ファミリーの

関与の結果として生じるそのファミリー企業に特有のリソースのバンドルをファミリネス

とした。ファミリネスはさらなる研究が行われるが、詳細は 2.6 節においてシステマティッ

ク･レビューにより明らかにする。 

 

2.3 ステークホルダー 

本研究におけるステークホルダーの概念を定義する。Freeman (1984/2010) によれば、

組織におけるステークホルダーは、「組織の使命の達成に影響を与える可能性がある、また

は影響を受ける可能性のあるグループおよび個人」(p.46) である。具体的には多様なステー

クホルダーが存在し、定義における範囲のあいまいさから際限なく広がる可能性もある 

(Fassin, 2009)。本研究では、Freeman et al. (2007/2010) が主要なステークホルダーとし

て挙げる、顧客、従業員、サプライヤー、資金拠出者（株主、銀行、債権者など）、地域社

会をスコープに入れることで問題はないと考える。 

 

2.4 企業家、企業家活動、イノベーション、企業家志向性 

 企業家活動とイノベーション、および関連する概念は、本論文の全体を通じて関係するの

で、それらの概念を定義する。 

 Schumpeter (1926/1977) は、「生産とはわれわれの領域内に存在するものおよび力を結

合すること」 (p. 50) とした上で、新商品の生産、新しい生産方法、販路開拓、新たな原材

料や半製品の獲得、組織改革を「新結合」 (p. 182) と呼び、新結合を行う個人をその地位

にかかわらずに企業家 (entrepreneur) とした
10

。企業家活動 (entrepreneurship) は、

Stevenson and Jarillo (1990) によれば企業家が「現在コントロールしているリソースに関

 

10    Entrepreneur の和訳として「起業家」と記されることもあるが、この表記は「新規

事業をおこす者や創業者を想定」 (丸山, 2013, p. 35) する場合がある。本研究は、

Entrepreneur をより幅広く捉えるので「企業家」を用いる。  
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係なく機会を追求するプロセス」(p.23) であり、「機会は望ましいと考えられる将来の状況」

(p.23) である。 

イノベーションの最初の定義は、Schumpeter (1926/1977) の新結合にあり、「物事を今

までとは違うやり方で行う」 (Crossan & Apaydin, 2010, p.1155) こととして要約される。

Crossan and Apaydin (2010) は、イノベーションの文献レビューからその定義を次のよう

にした。 

イノベーションとは、 

・経済的および社会的領域における付加価値のある新規性の生産、または採用、同化、

および活用。 

・製品、サービス、市場の更新と拡大。 

・新しい生産方法の開発。 

・新たなマネジメント・システムの確立。 

である。それはプロセスと結果の両方である。 (p. 1155) 

さらに企業家活動とイノベーションの関係は、企業家活動が機会の観点から、イノベーシ

ョンが新規性の観点から「発見、評価、活用のプロセスを伴うため、本質的に関連している」 

(p. 1177) とした。 

 

 企業家志向性 (entrepreneurial orientation) とは、「企業家的な意思決定と行動の基礎を

組織にもたらす戦略作成プロセス」 (Rauch et al., 2009, p. 762) であり、「ビジネスに新し

い機会を発見する能力をもたらす」 (Wiklund & Shepherd, 2005, p. 86) ものである。

Lumpkin and Dess (1996)は、企業家志向性の特徴的な側面を自立性 (autonomy)、 革新

性 (innovativeness)、 リスクテイク (risk taking)、 積極性 (proactiveness)、 競争的攻

撃性 (competitive aggressiveness) の 5 つの次元から成るとした。企業家志向性はどのよ

うに機会を成し遂げるかに対する用語であるのに対し、企業家活動は追求する機会の内容

に関わる用語である (Lumpkin & Dess, 1996)。Lumpkin and Dess (1996) は、企業家志

向性は企業または企業のビジネスユニットで議論されるが、リスクテイクは経営者の意思

決定であり、また規模の小さい企業ではそのリーダーの関わりが支配的であるとする。中小
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規模のファミリー企業は、ファミリーメンバーが経営の支配力を持ちやすいので、ファミリ

ーメンバーが持つ企業家志向性が組織の企業家志向性に及ぼす影響も大きいと考えられる。 

 

2.5 ダイナミック･ケイパビリティ 

 本研究は中小規模ファミリー企業の承継者に焦点を当てており、その役割との関係から

ダイナミック･ケイパビリティを論じる。Teece (2014) は、企業のケイパビリティを「製品

やサービスを出荷したり提供したりするために、企業の生産資源を利用する現在および潜

在的な活動のセット」 (p. 328) とし、これをオーディナリー・ケイパビリティと、ダイナ

ミック･ケイパビリティに区分する。オーディナリー・ケイパビリティは、管理的、作業的、

統治関連的であり、人材、設備、プロセスとルーティン、段取りの組み合わせの中に埋め込

まれたものである (Teece, 2014)。Teece (2007) は、VRIN リソースは企業に競争優位をも

たらすとした上で、変化するビジネス環境における持続的競争優位のためにダイナミック･

ケイパビリティの必要を説く。ダイナミック･ケイパビリティのコアは、「オーケストレーシ

ョン」と呼ぶリソースの統合、結合の能力であり、それはトップマネジメントに求められる

ものである。そして、そのプロセスからの構成要素は、「（1）機会と脅威を感知して形成す

る能力、（2）機会を捉える能力、（3）企業の無形および有形資産を強化、結合、保護、およ

び必要に応じて再構成することで競争力を維持する能力」 (Teece, 2007, p. 1319) 、または

簡潔に「感知 (sensing)、捕捉 (seizing)、変容 (transformational)の活動」 (Teece, 2007, 

p. 1344) から成る。 

 

 ダイナミック･ケイパビリティにおいて、学習は重要な側面である (Teece, 2014)。「再構

成し、変革する能力は、それ自体が学習された組織のスキル」 (Teece et al., 1997, p. 521)

であり、「学習メカニズムがダイナミック･ケイパビリティの進化を導く」 (Eisenhardt & 

Martin, 2000, p. 1106)。Zollo and Winter (2002) は、「ダイナミック･ケイパビリティとは、

組織が効果の向上を追求するために、その運用ルーティンを体系的に生成および変更する、

学習された安定な集合的活動のパターン」 (p. 340) とし、ダイナミック･ケイパビリティの

定義において学習の側面を強調する。 
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Teece (2012) は、ダイナミック･ケイパビリティを持つには、トップマネジメントに企業

家活動の遂行スキルが必要と主張し、そのような経営者を「企業家的経営者」 (p. 1395)と

呼ぶ。そしてダイナミック･ケイパビリティに含まれる企業家活動は、機会を定めて脅威を

突き止め、活動の方針や計画に従ってリソースを管理・修正し、組織の構造やシステムをつ

くり変えることに関係しており、「（組織内外の）資産の構成の変化を評価し、指示するケイ

パビリティは、トップマネジメントの肩にかかっている」 (Teece, 2012, p. 1397) とする。

また、ダイナミック･ケイパビリティとイノベーションの関係については、Crossan and 

Apaydin (2010) が、ダイナミック･ケイパビリティはイノベーションの決定要因における

経営の手段を説明するものとしている。以上のことから、ダイナミック･ケイパビリティは

組織能力ではあるものの、経営トップの果たす役割が大きいこと、またダイナミック･ケイ

パビリティとイノベーション、企業家活動は関係していることが分かる。長寿ファミリー企

業においては、マネジメントの権限と、少なくとも部分的な所有とがファミリーメンバーに

あり、ダイナミック･ケイパビリティはファミリーメンバーに大きく依存すると言えよう。 

 

ダイナミック･ケイパビリティとオーディナリー・ケイパビリティの区分について、Helfat 

and Winter (2011)は、その明確な区分は難しいとした上で、「ダイナミック･ケイパビリテ

ィは、世界初のビジネスやペースの速い環境、または急激な変化と見なされるものに限定さ

れない」 (p. 1249)とし、ダイナミック･ケイパビリティの研究では、短期的には急激でない

変化、比較的穏やかな外部環境を含めるべきであると主張する。これに対し Teece (2014)

は、ダイナミック･ケイパビリティを大きな変化に限定する。ファミリー企業を対象とした

場合、中小規模の企業を含み大きな投資が困難な場合があること、また市場変化が緩やかな

業種も多いため、ダイナミック･ケイパビリティの定義を狭く捉えるとビジネスの変化を見

失う恐れがある。そのため、本研究では Helfat and Winter (2011) の主張に従うのが妥当

と考える。 

 

ダイナミック・ケイパビリティ研究は、日本において広がりを見せる。菊澤 (2019)は、

日本の組織文化におけるダイナミック・ケイパビリティの有用性を論じている。また、ダ

イナミック・ケイパビリティ論を用いた最近の老舗企業研究として、浜田, 奥村 (2024) 

が、三重県伊勢市おはらい町における事例研究を行っている。この中で菓子の製造販売業

である赤福を中心とする老舗企業のダイナミック・ケイパビリティを感知、捕捉、変容の
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活動から分析すると共に、赤福をキーストーンとするエコシステムの観点が加わる
11

。そ

の結果、個々の企業の活動と地域としての面の活動が有機的に結びついて示される。 

 

2.6 ファミリネス 

2.6.1 ファミリネス文献レビューの目的 

ファミリネスは、Habbershon and Williams (1999) が「ファミリー、その個々のメンバ

ー、およびビジネスの間のシステム相互作用により特定の企業が持つリソースのユニーク

なバンドル」(p.11)とした。この論文の年間引用数は、近年においても増加しており、ファ

ミリービジネス研究に影響を与え続けている。ここでは、ファミリネスのシステマティッ

ク･レビューにより、ファミリネスの概念が示されてから 20 年余りの間に、ファミリネス

の観点からのファミリービジネス研究がどのように深耕され、また広がりを見せたのかを

多面的に分析し、そこからファミリネスの拡張概念を提示する。 

 

2.6.2 システマティック･レビューの方法論 

 Elsevier 社の抄録･引用文献データベース Scopus 上で、キーワードを「familiness」と

し、タイトル、抄録、論文キーワードを対象に検索した。この結果、2021 年 12 月末時点で

168 件が該当した。このうち引用数が 10 を超える論文を抽出し、68 件が得られた。ここか

ら、次の条件でスクリーニングを行った。 

 対象をジャーナル論文とする。論説は含む。 

 ファミリネスのオリジナル論文 (Habbershon & Williams, 1999) に直接、または

間接的につながっていて、ファミリネスがその論文において論点の 1 つであること。 

 

 スクリーニングにおける取捨の判断は別の研究者（外部指導教官）により確認がなされ、

同意を得た。その結果、51 件が得られた。 

 

11   キーストーンは、ビジネス･エコシステムの概念において「エコシステムの健全性を

積極的に改善し、その結果、自社の持続的なパフォーマンスにも便益を享受する」

(Iansiti & Levien, 2004/2007, p.99) と定義される。 
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2.6.3 文献レビュー 

 分析の手順として、まず対象の論文それぞれについて、ファミリネス以外の理論的背景、

ファミリネスが何に影響を与えるのか、および対象論文の引用関係の 3 点を抽出した。次

に 1 シート上に各論文アイテムを付箋として並べて論文間のつながりを明らかにし、また

類似の実証研究をグループ化し、対象論文全体の関係を可視化した
12

。これに合わせて、初

期の段階で Nordqvist (2005) がファミリネスに対するダイナミック･ケイパビリティの視

点を将来研究の課題としていること、またファミリー企業とステークホルダーの関係を述

べるいくつかの論文が Zellweger et al. (2010) を引用していることに着目し、これらを手

がかりにして次の 3 つに分類できることを見いだした。1 つ目は、ファミリーの関与による

影響を受けたファミリー企業の内部に焦点を当てたもので、これを「ファミリネスの深化」

とする。2 つ目は、ファミリネスと社外かつ非ファミリーのステークホルダーとの関係を論

じたもので、これを「ファミリネスの外部性」とする。3 つ目は、ダイナミックな経営環境

を前提とする中でのファミリネスを論じるもので、これを「ダイナミックなファミリネス」

とする。この関係を図 2-2 に示す。 

 

図 2-2 3 つの分析軸
13

 

 

 

12    対象論文全体にわたる関係の可視化は、Lucid Software 社のアプリケーション･ソ

フトウエアである Lucidchart を使用した。 

13   筆者が作成した。 

内部視点：ファミリー企業 

動的視点 

外部視点：ステークホルダー 

ファミリネスの深化 

ダイナミックなファミリネス 

ファミリネスの外部性 
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なお、初期の理論論文はこの分類を超えるものがあるが、これらは分類上ファミリネスの

深化に含める。この分類をファミリネスの概念が示された以降で、前半と後半に分けると、

表 2-2 のようになり、論じる視点が拡大してきていることが分かる。 

 

表 2-2 分類別の論文数の推移
14

 

分類 1999 - 2010年 2011 - 2021年

ファミリネスの深化 16 9

ファミリネスの外部性 0 9

ダイナミックなファミリネス 0 17（本）
 

 

抽出した文献リストは、ファミリネスの深化の文献リストを表 2-3、ファミリネスの外部

性の文献リストを表 2-4、ダイナミックなファミリネスの文献リストを表 2-5 として、それ

ぞれの分析を述べる項において示す。以下、分類ごとの分析について述べる。 

 

2.6.4 ファミリネスの深化 

Habbershon and Williams (1999) は、ファミリネスをファミリー企業の固有のリソース

としてとしてその概念を示し、ファミリーの価値観に基づく組織文化、歴史的資産、ファミ

リー固有の意思決定プロセス、承継者への密接な指導などが含まれるとした。このような独

自性を生むリソースを持つ場合を「優位なファミリネス」 (distinctive familiness) と呼び、

そうでない場合の「収縮性のファミリネス」  (constrictive familiness) と区分した。

Habbershon et al. (2003) は、個々のメンバー、ファミリー、ファミリー企業のそれぞれの

サブシステムから構成される全体システムとして示し、ファミリネスはファミリー企業の

パフォーマンスに対して優位なファミリネスは正に働き、収縮性のファミリネスは負に働

くとした。またリソースとケイパビリティの関係を明示しファミリネスを「システムの相互

作用から生じるリソースとケイパビリティの特異な企業レベルのバンドル」 (p.452) 、と

再定義した。 

 

14   筆者が作成した。 
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ファミリネスをもたらすリソースとして、1 つはソーシャル･キャピタルの観点から理論

化がなされた
15

。Pearson et al. (2008) は、ファミリー企業の内部的なソーシャル･キャピ

タルはファミリネスの 1 つの要素であり、それは「ファミリー企業内に存在する規範、価

値観、協力、ビジョン、目的、信頼に関連するもの」 (Pearson et al., 2008, p. 955) とし

た。そして、リソースとして構造的側面（結び付きのパターンや強さ）、認知的側面（共有

するビジョン、言語、物語、文化）、関係的側面（信頼、義務、規範、識別）から成る 3 つ

の側面と、その関係を示し、そこから生まれるケイパビリティを表した。構造的側面からは、

ファミリーとしてのつながりが企業において生かされて、固有の結び付きを生み、認知的側

面はファミリーが持つ歴史が影響する。この結果として形成される関係的側面は、非ファミ

リー企業における契約や規則に基づくものよりも関係が強固になる。ここから、効率的な情

報交換と協力的に行動する組織能力が生まれる。それにより、ファミリー企業のソーシャ

ル･キャピタルは完全には模倣できないものとした (Pearson et al., 2008)
16

。Sharma 

(2008) は、Pearson et al. (2008) の拡張概念として、強い結び付きの結束型 (bonding) で

ある、企業ソーシャル･キャピタルとファミリー･ソーシャル･キャピタル、それらに加えて

企業とファミリーがそれぞれ持つ外部との橋渡し型 (bridging) ソーシャル･キャピタルの

4 つのつながりを示した。 

 

 ファミリネスのリソースに関し、Habbershon and Williams (1999) は、ヒューマン･キ

ャピタル、組織的キャピタル、プロセス･キャピタル、物理的キャピタルを挙げた。Sharma 

(2008) は、ソーシャル･キャピタル、ヒューマン･キャピタル、ファイナンシャル･キャピタ

ル、および物理的キャピタルを挙げた。Irava and Moores (2010) は、実証研究からファミ

 

15    Nahapiet and Ghoshal (1998) は、ソーシャル･キャピタルを「個人または社会ユニ

ットが所有するネットワークに埋め込まれ、利用可能であり、そこから生じた実際のリ

ソースと潜在的なリソースの合計」(p.243) であり、「ネットワークとネットワークから

生まれる価値の両方からなるもの」(p.243) とし、構造的側面、関係的側面、認知的側面

の三つを示した。 

16   Arregle et al. (2007) は、ファミリーのソーシャル･キャピタルがファミリー企業のソ

ーシャル･キャピタルの生成に影響を及ぼすプロセスから述べた。Pearson et al. (2008) 

は、「Arregle によって提案された概念フレームワークは重要な how の質問に答えるが、

われわれの理論モデルは what の質問に答える。」 (p.956) とし、違いを述べる。 
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リネスのリソースとしてヒューマンリソース（評判と経験）、組織的リソース（意思決定と

学習）、プロセスリソース（関係とネットワーク）を特定した
17

。 

 

 Zellweger et al. (2010) は、ファミリーが企業のファミリネスに影響を及ぼす、関与、本

質、アイデンティティの 3 つの側面から論じており、次のように述べる
18

。関与は、ファミ

リーが企業に対して所有、経営、統制の側面から及ぼす影響の度合いであり、一方、本質は

ファミリーの関与によりファミリー企業を具現化する振る舞いである。しかしながら、関与

と本質だけでは、ファミリー経営者が見せる精勤性や投資などの通常以上の会社への貢献

を説明できないとし、象徴的、支持的な側面としてアイデンティティを加えた。組織のアイ

デンティティは組織としての自分を自己定義するものであり、組織のメンバーの行動に影

響を与え、そして行動を解釈する枠組みをメンバーに与えるメカニズムであると見なして

いる。また、ファミリー企業の経営者は、自己、ファミリー、企業組織のアイデンティティ

が重複していることから、ファミリー企業の経営メンバーはビジネスをファミリーの延長

と見なし、前向きのアイデンティティを確立し、企業イメージを損なわないよう多大な努力

を払うとする。さらに、「ファミリーとビジネスに由来するさまざまな信念の統合は、多く

の場合それらの共通の歴史に結び付けられており、組織のアイデンティティの独自性がど

のように生じるかを説明する」(p.58)。組織のアイデンティティは企業の外部にも影響を与

えるが、これについては次項で述べる。 

 

 実証研究はさまざまな視点から行われており、まずそれぞれの内容を列挙する。Adjei et 

al. (2019) は、ファミリー企業において、スウェーデンの中小規模ファミリー企業のファミ

リーメンバー間の関係と、従業員 1 人当たりの付加価値としての生産性を定量研究として

調査し、配偶者および子の関与は生産性にポジティブであるが、兄弟姉妹の関与は大きな影

響を与えないとした。ファミリネスはファミリーの関与から生み出されて業績に影響する

 

17   Irava and Moores (2010)は、オーストラリアにおける 2 代目以上の承継者によるフ

ァミリービジネス 4 社に対する定性研究を行っている。 

18   関与と本質に関しては、Chrisman, Chua and Sharma (2005)が、ファミリービジネ

スの非ファミリービジネスとの違いを論じる中で、それまでの実証研究を関与と本質の

観点から整理し、関与アプローチは必要条件ではあるものの、管理プロセスや戦略的な

決定と行動を特定する必要を説いていた。 
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が、それ自体はブラックボックスとして扱われる。Ensley and Pearson (2005) は、米国の

中小ファミリー企業の混合研究において、マネジメントチームが、親子関係、親子以外のフ

ァミリー関係、非ファミリーの場合について、結束 (cohesion)、アイデアの衝突 (idea 

conflict)、人間関係の衝突 ( relationship conflict)、グループ効力 (group potency)、戦略的

認識の共有 (shared strategic cognition)の観点からアンケート調査を行った。その結果、

親子マネジメントチームは非ファミリーのチームより全般に効果的な行動ダイナミクスを

もたらすことを示した。さらに親子関係は親子以外のファミリー関係に比べ、結束、グルー

プ効力および戦略的認識の共有が強く、人間関係の衝突は少なかった。しかしながら、アイ

デアの衝突も少なかった。Minichilli et al. (2010) は、イタリアにおける上場と非上場を含

む上位のファミリー企業のトップマネジメントチームに対するアンケート調査を行い、ト

ップマネジメントチームのメンバー構成による総資産利益率を評価した。Minichilli et al. 

(2010) は、トップマネジメントチームに対するファミリーの関与をトップマネジメントチ

ームのファミリネスと捉え、経営層のファミリネスのレベルは、ファミリーメンバーの割合

によって決定されるとする。Rutherford et al. (2008) は、米国におけるファミリー企業の

経営層に対するアンケート調査を行い、ファミリネスをファミリーの関与と捉える。このア

ンケートは、後に述べる F-PEC スケールを用いた。その結果、F-PEC と企業パフォーマン

スの間に優位な相関を見いだすことができなかった。このことから、ファミリーの関与だけ

でなく、本質の作用を測定する必要があると述べた。Fattoum-Guedri et al. (2018) は、フ

ランスの上場ファミリー企業における、非ファミリーの大株主の構成に対する、企業の時価

総額と負債を資産の簿価で割ったものとして定義される「トービンの Q」への影響を調査し

た
19

。Mani and Lakhal (2015) は、ファミリネスをファミリー企業の内部ソーシャル･キャ

ピタルと捉え、チュニジアのファミリー企業に対する定量研究を行い、その内部ソーシャ

ル・キャピタルを構造的側面、関係側面、認知側面から捉え、財務と非財務を含む業績との

関係を調査した
20。Monroy et al. (2015) は、メキシコにおけるファミリー企業へのアンケ

 

19   トービンの Q は、Tobin (1969)による。 

20   ファミリー企業における内部ソーシャル･キャピタルの測定スケールは Carr et al. 

(2011) が開発したものを用いている。また、ファミリーソーシャル・キャピタルの認

知側面とファミリーの調和、社会的地位、ファミリー・アイデンティティといった非財

務パフォーマンスとの間に相関がなく、チュニジアの文化として、ファミリー共通のビ

ジョンと目的が財務パフォーマンスに向かっているのではないかとする。 
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ートにより、ヒューマンリソース（認知側面）、組織リソース（関係側面）、プロセスリソー

ス（構造的側面）に対する、財務および非財務業績を定量調査して、それらの正の相関を見

いだした
21

。  Tokarczyk et al. (2007) は、米国における食品と森林産業のファミリー企業

経営メンバーに対するインタビューによる定性研究を行い、ファミリネスとしてのファミ

リーメンバーのソーシャル･キャピタルが企業の顧客への価値提供を重視するマーケット

志向に企業文化の側面から影響を与えることを示した
22

。 

 

 以上の実証研究におけるファミリネスの扱いは大きく 3 つある。まず、Minichilli et al. 

(2010) と Rutherford et al. (2008) は、ファミリネスをファミリーメンバーの関与として

いる。次に、ファミリネスを独立変数と従属変数の間に介在する要素と見なすものがある。

Adjei et al. (2019)、Fattoum-Guedri et al. (2018) は、ファミリネスを独立変数と従属変数

の間に介在する要素と見なしているが、それはブラックボックスである。また、Minichilli 

et al. (2010)、Rutherford et al. (2008)、Adjei et al. (2019)、Fattoum-Guedri et al. (2018) 

の研究はファミリー企業の特徴を定量的に捉える点で意義があるものの、いずれも実証的

にファミリネスの中身に踏み込めていない。一方、Ensley and Pearson (2005)、Tokarczyk 

et al. (2007)、Monroy et al. (2015) は、ファミリネスからの業績や行動への影響を捉えて

おり、ファミリーの関与から生まれる本質とパフォーマンスの関係が示されている。 

 

このようにさまざまな面からの実証研究があるが、個々のファミリー企業が固有のファ

ミリネスを持つという観点からはファミリネスの解明はまだ十分ではなく、Nordqvist 

(2005) が述べるようにファミリー企業と非ファミリー企業の違いだけでなく、ファミリー

企業間の違いをもっと知る必要がある。このことは実証研究の方法論にも関係するが、方法

論については後に改めて考察する。  

 

21   Monroy et al. (2015)は、厳密には組織の学習志向性と意思決定からパフォーマンスの

相関が低い結果を示しているが、これはメキシコのファミリー企業がその文化として、

効率的な意思決定と過去の失敗からの学習が低い傾向にあると推察している。 

22   Narver and Slater (1990) は、マーケット志向を顧客の理解、競合他社の理解、顧客

に価値提供するためのリソースの調整の三つの要素で捉える。 
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表 2-3 文献リスト（ファミリネスの深化）
23

 

筆者 種類 概要

 Habbershon & Williams, 1999 理論 ファミリネスの概念提示

 Habbershon et al., 2003 理論 ファミリネスがパフォーマンスにつながるシステムモデル

 Chrisman et al., 2005 論説 優位なファミリネスの観点からの特集号の序論

 Ensley & Pearson, 2005 混合
経営メンバーにおけるファミリーメンバーの構成の違いがチー

ムの行動プロセスに与える影響

 Nordqvist, 2005 論説 Ensley & Pearson (2005)に対する論説

 Habbershon, 2006 論説 ファミリー企業のエージェンシー理論研究に対するコメント

 Tokarczyk et al., 2007 定性
ファミリーメンバーのソーシャルキャピタルがマーケット志向

の文化的背景に影響を与える

 Pearson et al., 2008 理論 内部ソーシャルキャピタルの視点からのファミリネス

 Rutherford et al., 2008 定量 ファミリーメンバーの関与とパフォーマンスの関係

 Sharma, 2008 論説 ファミリネスをソーシャルキャピタル視点からの深耕

 Vought et al., 2008 論説 失敗事例の分析の必要

 Moores, 2009 理論 ファミリービジネス研究の理論構築方法論からのアプローチ

 Frank et al., 2010 理論 ファミリネスのシステマティック・レビュー

 Irava & Moores, 2010 定性 ファミリネスに含まれるリソースを特定

 Minichilli et al., 2010 定量 ファミリーの関与が業績に与える影響

 Zellweger et al., 2010 理論 関与、本質、アイデンティティの側面

 Kraus et al., 2011 理論 ファミリー企業研究に関する文献レビュー

 Weismeier-Sammer et al., 2013 理論 ファミリネスのシステマティック・レビュー

 Dawson & Mussolino, 2014 理論
社会的情緒資産・ファミリービジネスの本質・ファミリネスの

システマティック・レビュー

 Mani & Lakhal, 2015 定量 内部ソーシャルキャピタルが業績に与える影響

 Monroy et al., 2015 定量
人的、組織、プロセスリソースのファミリー企業パフォーマン

スへの影響

 Barros et al., 2017 定量
ファミリネスが社会情緒的資産に影響を与え、それが組織の有

効性に影響を与える

 Frank et al., 2017 混合 ファミリネスの測定スケールの開発

 Fattoum-Guedri et al., 2018 定量
ファミリー企業における非ファミリー株主の構成と企業パ

フォーマンス

 Adjei et al., 2019 定量 経営に関わるファミリーメンバーの関係と生産性
  

 

23   「ファミリネスの深化」に分類した文献リストを筆者が作成した。 
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2.6.5 ファミリネスの外部性 

 前項では主にファミリネスとファミリー企業のパフォーマンスの関係を見た。ここでは、

ファミリネスが社外のステークホルダーとの関係にどのような影響を及ぼすのか、という

ことに焦点が当たる。 

 Cabrera-Suárez et al. (2015) は、スペインの非上場ファミリー企業に対するアンケート

調査によりファミリーのソーシャル･キャピタルにおける構造的側面がファミリー以外の

ステークホルダーに関する企業目標の確立に影響を与えることを示した。Zellweger et al. 

(2010) は、ファミリーの影響を受けた組織アイデンティティは企業イメージに影響を与え、

それがファミリー固有の競争優位性を生み出すことを述べている
24

。Cabrera-Suárez et al. 

(2011) は、ファミリネスをファミリーメンバーのソーシャル･キャピタルと捉え、ファミリ

ー企業のファミリネスと、マーケット志向とステークホルダーとの関係を理論的に示した。

この中で、ファミリネスの高いファミリー企業がファミリーベースのブランドを開発する

際にマーケット指向の取り組みから、より高い結果を得るという概念を示した
25

。アイデン

ティティの観点から、Thiele and Wendt (2017) は、ファミリー企業が非ファミリー企業に

比べ債務水準が高いという実証結果から、ファミリー企業のアイデンティティは資金調達

を有利にするリソースであると主張する。また、Binz Astrachan and Botero (2018) は、

ドイツとスイスのファミリー企業 11 社の定性調査から、ファミリーのアイデンティティに

基づいてファミリー企業の差別化のために積極的に形成されるブランドはファミリー企業

固有のものであり、ファミリネスの 1 つと主張する。ただし、ファミリーブランドは外部か

らのファミリーの可視化につながるために、すべてのファミリー企業が選ぶわけではない。 

 そのほかに、ファミリー企業による観光ビジネスを対象とした研究として、Presas et al. 

(2011) は、ホテルビジネスにおけるファミリネスが企業のビジョン、組織文化、企業イメ

ージに表れるとし、また Presas et al. (2014) はホテルの顧客への調査から、顧客との絆、

おもてなし、スロートラベルの価値提供がファミリー企業のファミリネスであるとした。ま

た、ファミリー企業とそれが存立する地域との関係から、Basco (2015) は、ファミリネス

の概念を地域に拡張し、ファミリーは地域に歴史的なルーツがあり、地域の住民との関係を

 

24   Whetten and Mackey (2002) によれば、組織のイメージは組織のアイデンティティ

が外部に投影されたものである。 

25   ブランドの概念は後に 2.13 節で論じる。 
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持っていることから、地理的のみならず、認知的、社会関係的、組織的、制度的近接性を介

して、地域開発の要因とプロセスに影響を与えるとした。 

 

 企業経営においてステークホルダーとの関係は重要な側面であり、ここで示したように

ファミリネスをステークホルダーとの関係から捉えることは、ファミリー企業の中を捉え

ることにおいて有効な視点の 1 つと言える。 

 

表 2-4 文献リスト（ファミリネスの外部性）
26

 

筆者 種類 概要

 Cabrera-Suárez et al., 2011 理論
ファミリーメンバーのソーシャルキャピタルがマーケット志

向に作用し、ブランド・アイデンティティを高める

 Chirico et al., 2011 理論
ファミリネスがフランチャイズ関係相互の補完的なリソース

を提供する文化的基盤として機能

 Presas et al., 2011 定性
観光ファミリー企業において、ファミリネスは企業ブラン

ディングに影響する

 Presas et al., 2014 定性
観光ファミリー企業のファミリネスは、顧客との絆、おもて

なし、スロートラベルの価値の提供

 Basco, 2015 理論 ファミリネスの地域への概念拡張

 Cabrera-Suárez et al., 2015 定量
ファミリー企業の内部ソーシャルキャピタルはステークホル

ダーに対する企業目標設定に影響を与える

 Thiele & Wendt, 2017 定量 ファミリー企業のアイデンティティは資金調達に有効に働く

 Binz Astrachan & Botero, 2018 定性
ファミリーブランディングの動機は、アイデンティティとリ

ソースとしてのファミリーブランドの両方

 Iaia et al., 2019 定性 ファミリー企業と非ファミリー企業のCSR開示の違い

筆者 種類 概要

 

 

 

2.6.6 ダイナミックなファミリネス 

 これまで見てきた論文の多くはファミリネスを静態的に捉えている。その理由は

Habbershon and Williams (1999) および Habbershon et al. (2003) におけるファミリネ

スの定義においては、時間の要素が含まれない (Pearson et al., 2008)ためである。このた

 

26   「ファミリネスの外部性」に分類した文献リストを筆者が作成した。 
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めにダイナミックな経営の観点からファミリネスを論じるときは、他の理論や概念と組み

合わせてアプローチされる。それぞれの動的な観点は概略的に、企業家活動、イノベーショ

ン、ダイナミック･ケイパビリティに大別される。2.4 節と 2.5 節の先行研究レビューから、

企業家活動、イノベーション、ダイナミック･ケイパビリティは、お互いに関係しているこ

とが明らかになった。この項における議論を簡潔に述べると、ファミリー企業はどのように

革新的か、またはそうでないのかという点にある。 

 

 Lumpkin et al. (2011) は、ファミリー企業と企業家活動をインプット－プロセス－アウ

トプットのフレームワークで示し、ファミリーが企業家活動に対する入力としてファミリ

ー、ファミリーの個々のメンバー、および組織のリソースについて挙げた。そして、ファミ

リーがもたらすリソースとして、ファミリーの関与とコミットメントがファミリー企業に

利点を与えるとし、このリソースとして創業者の企業家精神 (entrepreneurial spirit)、企

業の評判、経営手腕、ファミリーのソーシャル･キャピタルを挙げた
27

。Röd (2016) は

Lumpkin et al. (2011) のフレームワークをベースとしたシステマティック･レビューを行

い、ファミリー企業のイノベーション･プロセスに対するファミリーの役割の観点からフレ

ームワークを示した
28

。Carnes and Ireland (2013) は、ファミリネスがリソースのバンド

ルプロセスに影響を与え、リソースのバンドルの方法は結果としてのイノベーションに影

響を与えるとし、理論的に 3 つのタイプのバンドルプロセス——安定型 (stabilizing: 穏や

かな改善)、強化型 (enriching: 現行能力の向上)、開拓型 (pioneering: 全く新しい能力の開

発) ——を挙げている
29

。ファミリー企業が持つ固有のリソースとしてのファミリネスは安

定型と強化型に対しては正に作用し、開拓型には負に作用するが、ファミリー企業が開拓に

対するファミリネスの抵抗を克服できればファミリネスをさらに高めることができるとす

る。これは Habbershon and Williams (1999) が、優位なファミリネスのために維持、管理

 

27   Meyer and Herscovitch (2001) は、「コミットメントは、個人を一連の行動に結び付

ける力」 (Meyer & Herscovitch, 2001, p. 308) とする。ファミリー企業における承継者

のコミットメントについて、後に改めて論じる。 

28   ファミリーの要因をファミリーの目標、ファミリーの人間関係、ファミリーメンバー

の特質、および他者に対するファミリーの特質に分類し、イノベーションのインプット

ーアクティビティーアウトプットの各ステージへの影響を示している。 

29   安定型、強化型、開拓型のリソースのバンドルまたは統合の概念は、Sirmon et al. 

(2007) により示されたものを用いて論じられる。 
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の必要性を説いたことに呼応する。Andersén (2015)は Pearson et al. (2008) のファミリ

ー･ソーシャル･キャピタルとしてのファミリネスと吸収能力の関係から述べて、ファミリ

ネスは知識の獲得、同化には負に作用し、知識の変換、活用には正に作用するとした
30,31

。

Daspit et al. (2019) もまたファミリー･ソーシャル･キャピタルとしてのファミリネスを吸

収能力に拡張し、非ファミリーメンバーの関与がこの負の要因を緩和するとした。Barros 

et al. (2016) は、VRIN リソースをファミリネスとし、学習メカニズムに加えて社会情緒的

資産の保持、つまりファミリー支配の維持とファミリー企業においてファミリーの価値観

を永続させることが、学習を促進してダイナミック･ケイパビリティに作用し、ファミリー

企業固有の戦略的経営を生み出すとした
32

。 

 ファミリー企業が製造業の輸出ビジネスにおけるリスクにどう取り組むのか、という観

点での着目もある。Merino et al. (2015) は、ファミリーの関与において、世代を超えるビ

ジネス経験とファミリーの価値観が輸出事業に影響し、創業者より後の世代が輸出に取り

組む傾向が高いことを見いだした。Zaefarian et al. (2016) は、アジア中東の中小企業にお

いて、リスク回避のために意図的ではなく、ビジネス以外のネットワークからの思いがけな

い発見から、輸出ビジネスに発展させていくことを、また Wąsowska (2017) は、非ファミ

リーメンバーの経営への参加が輸出事業にポジティブに働くことを実証した
33

。 

 

これらの論文の多くは、ファミリー企業はリスクテイクに対して保守的であり、それをど

う乗り越えるか、という観点から論じられるが、Pitchayadol et al. (2018) はタイの中小フ

ァミリー企業の定性研究から、それらの経営者はリスクに懸念を持ちながらも、ファミリー

企業の世代を超えた経験はファミリー企業における革新を促す要素の 1 つと主張する。こ

のことからファミリー企業の保守性と革新性の間で 1 つの論点がある。なお、ファミリー

企業の動的な経営と承継の関係は次項で考察する。 

 

30   Zahra and George (2002) によれば、吸収能力は企業が価値創造のために行う知識の

獲得、同化、変換、活用のプロセスである。 

31   Andersén (2015) は、吸収能力を獲得、同化、変換、活用からなるダイナミック・

ケイパビリティと見なす。 

32   Zollo and Winter (2002) は、ダイナミック･ケイパビリティを形成する学習メカニ

ズムを示している。 

33   Wąsowska (2017)は、欧州 7 カ国に対する調査であり、このほかに外国人の所有へ

の参加は企業の業績にポジティブな関係であるとする。 
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表 2-5 文献リスト（ダイナミックなファミリネス）
34

 

筆者 種類 概要

 Lumpkin et al., 2011 理論 ファミリー企業における企業家活動のフレームワーク

 Kansikas et al., 2012 定性
ファミリーのソーシャルキャピタルが企業家活動の機会認識

と意思決定に影響する

 Carnes & Ireland, 2013 理論
ファミリネスと、安定化、強化、開拓の３つのプロセスを通

してのイノベーションとの関係

 Jones et al., 2013 定性
長寿ファミリー企業における長期志向、保守的な財務方針、

専門家の活用

 Penney & Combs, 2013 理論
Carnes & Ireland(2013)に家族間のつながりの程度を加えた

検討

 Weismeier-Sammer, 2014 定性 ファミリーメンバーによるインキュベーション

 Andersén, 2015 理論
ファミリネスの吸収能力(外部知識の獲得、同化、変換、活

用)との関係

 Merino et al., 2015 定量 ファミリーの価値観を共有した事業の承継者が輸出に積極的

 Barros et al., 2016 理論
ファミリネスとダイナミック・ケイパビリティの相互作用に

よる固有の戦略的経営

 Röd, 2016 理論
イノベーションの入力、活動、出力の各ステージにおける

ファミリネスの影響

 Zaefarian et al., 2016 定性 ファミリー企業における輸出ビジネスの機会認識

 Wąsowska, 2017 定量 ファミリーの企業への関与が輸出ビジネスに及ぼす影響

 Cabrera-Suárez et al., 2018 理論 ファミリネスと承継者の知識構築

 Pitchayadol et al., 2018 定性 ファミリネスの革新性への影響

 Thrassou et al., 2018 定量
イノベーションに必要なリソースの観点からファミリービジ

ネスは非ファミリービジネスに優る

 Basco et al., 2019 定量
ファミリネスと企業家志向が世代を超える企業家活動に与え

る影響の国際比較

 Daspit et al., 2019 理論 ファミリネスと吸収能力

筆者 種類 概要

 

 

2.6.7 ファミリネス文献レビューからの考察 

 ここでは、いくつかの観点から考察を行う。 

 

 

34  「ダイナミックなファミリネス」に分類した文献リストを筆者が作成した。 
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測定スケール 

ファミリー企業の特徴を見いだす実証研究は、先行研究に基づいて定量研究のためのス

ケール、または定性研究のためのインタビューガイドを開発して実施されているが、いくつ

かの論文は、F-PEC スケール (Klein et al., 2005) を採用している。「力 (power)、経験 

(experience)、文化 (culture) の 3 つの側面が F-PEC スケールを構成」 (Klein et al., 2005, 

p. 324) し、力は企業に対するファミリーの所有と経営への支配の度合いを、経験は承継の

世代数と企業に関わるファミリーメンバーの数を、そして文化はファミリーのビジネスに

対する価値観の重なりとコミットメントを含む。Rutherford et al. (2008) は、米国の 800

余りのファミリー企業に対し、F-PEC と企業業績のアンケート調査を行った結果、F-PEC

と企業パフォーマンスの間に優位な相関を見いだすことができなかった。このことから、フ

ァミリーの関与だけでなく、本質の作用を測定する必要があると述べた
35

。 

一方、Frank et al. (2017) は、関与、本質、アイデンティティの観点から FIFS (Family 

Influence Familiness Scale) と呼ぶスケールを開発した。F-PEC は、力と経験に対して 21

項目の数値回答と文化に対して 12 項目のリッカート尺度での回答から構成されるのに対

し、FIFS は全体で 37 項目のリッカート尺度での回答で構成される。本研究において対象

とした論文には FIFS を用いた論文はないが、F-PEC が主に関与に焦点が当てられている

のに対し、FIFS では本質とアイデンティティまで広がったことはファミリネス研究の進展

をうかがわせる。 

ファミリネスの概念提示がなされた 1999 年から、2021 年までの間において、実証研究

の方法としては期間の前半に定量研究が多く、その中でもファミリーの関与に関する研究

が多く見られる。一方、期間の後半では定性研究が多く見られ、本質、アイデンティティお

よびダイナミックな観点からの研究が多い。ファミリーの企業への関与は必要条件である

が、それだけでは十分ではない (Zellweger et al., 2010)。定量研究では、ファミリーの関与

から結果に至るプロセスに焦点が当てられ、定性研究では直接的に踏み込むことが難しい

本質とアイデンティティの解明に向けられている。定量研究と定性研究がお互いに補完し

ながら研究の発展が続いており、これら両面からのアプローチが引き続き必要であろう。 

 

 

35   Rau et al. (2018) は、F-PEC スケールは、ファミリーがファミリー企業に与える影

響を測定するもので、関与と本質の視点とは異なるものとして、その有効性を主張する。 
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アイデンティティ 

 Zellweger et al. (2010) が示したファミリー企業における経営メンバーの組織アイデン

ティティは、ファミリーのアイデンティティの影響を受けて複製不可能な固有のものであ

り、それは外部に対してイメージとして投影され、さらにファミリーブランディングとして

競争優位を与えるものである。アイデンティティはファミリー企業の特徴をファミリー、フ

ァミリー企業、ステークホルダーを通して説明する 1 つの要素と見なすことができる。

Zellweger et al. (2010) はまたアイデンティティの概念について、ファミリネスをその定義

と異なる次元から捉えたものとする。一方、「ファミリネスの外部性」における文献レビュ

ーにおいて、ファミリー企業の組織アイデンティティとブランドがファミリネスのリソー

スとして捉えられている。組織アイデンティティについては 2.8 節で、またブランドについ

ては 2.13 節で後に論じる。 

 

ダイナミック･ケイパビリティとファミリネス 

 Carnes and Ireland (2013) は、リソースのバンドルプロセスを３つに分類し、ファミリ

ネスとイノベーションとの関係を論じた。リソースのバンドルプロセスは「マネジャーが企

業のリソースを効果的に管理するために行う重要なプロセス」 (Carnes & Ireland, 2013, p. 

1404) であり、「企業内でリソースがどのように再結合および変換されるかに関係している」 

(Carnes & Ireland, 2013, p. 1404)。このことからリソースのバンドルプロセスは、ダイナ

ミック･ケイパビリティに関係するものであり、ファミリネスがダイナミック･ケイパビリ

ティの発揮の度合いにいかに影響するかということに関係する。すでに述べたように、

Barros et al. (2016) は VRIN リソースをファミリネスと見なし、社会情緒的資産の保持が

学習を促進してダイナミック･ケイパビリティに作用するとした。一方で Cabrera-Suárez 

et al. (2018) は、Chirico and Nordqvist (2010) が示したモデルに基づいて、ファミリー企

業においてはファミリーの関与が固有の学習メカニズムを生み出しており、ダイナミック

な観点からは、ファミリネスを既存の VRIN リソースと能力を更新するダイナミック･ケイ

パビリティと見なす
36

。 Glyptis et al. (2021) は、ファミリネスとダイナミック･ケイパビ

リティを区別して扱うが、「ファミリネスが注入されたダイナミック･ケイパビリティ 

 

36   Chirico and Nordqvist (2010) は、ファミリーとビジネスの中で生まれる固有の知

はダイナミック・ケイパビリティにプラスに作用し、その成果が次世代の知識構築につ

ながるという動的な概念を示した。 
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(familiness-infused dynamic capabilities)」 (Glyptis et al., 2021, p. 360) として、ファミ

リー企業におけるダイナミック･ケイパビリティにファミリーとの相互作用から生じる特

異性を見いだしている。Cabrera-Suárez et al. (2018) と Glyptis et al. (2021) は、ファミ

リネスとダイナミック･ケイパビリティの関係について表現の仕方は異なるものの、いずれ

もファミリー企業におけるダイナミック･ケイパビリティにファミリー固有の要素を見い

だしている。本研究においては、ファミリー企業におけるファミリーの影響を受けた特異な

ダイナミック･ケイパビリティをファミリネスの概念と区別して「動的ファミリネス」と呼

ぶことにする。 

 

ファミリネスの概念 

 ダイナミック･ケイパビリティとファミリネスの関係の考察を踏まえて、ファミリネスの

概念を改めて確認する。Pearson et al. (2008) と Sharma (2008) は、Habbershon and 

Williams (1999) と Habbershon et al. (2003) におけるファミリネスには時間の要素がな

いことをそれぞれ述べており、Habbershon et al. (2003) のファミリネスの定義におけるこ

のケイパビリティは静的なものである。ケイパビリティは先に見たようにオーディナリー･

ケイパビリティとダイナミック･ケイパビリティから成る (Helfat & Winter, 2011; Teece, 

2014)。このことから、ファミリネスに含まれるケイパビリティは、オーディナリー･ケイパ

ビリティである。一方、ダイナミック・ケイパビリティ理論はリソース･ベースド･ビューか

らの発展理論であり、VRIN リソースと密接に関係することから、ファミリネスをダイナミ

ックな経営に適用する上では、ファミリネスを VRIN リソースにフォーカスする方が整合

性がよい。オーディナリー･ケイパビリティはさまざまなリソースの組み合わせの中に組み

込まれており、リソースから生まれる (Teece, 2014)。よってファミリネスを一義的にリソ

ースとして捉えてもその特徴の本質は見失わないであろう。 

 

国の文化 

 ファミリネスには、さまざまな要因が影響し、その 1 つがそれぞれの国が持つ文化の影

響である。Basco et al. (2019) は、承継者の企業家活動に対するファミリネスと企業家志向

についての調査を 21 カ国で行った。具体的には文化的背景から各国を 4 区分し、クラスタ

ー比較を行った。結果は人的キャピタルの影響は各クラスターに共通して高く、そのほかに

一部の欧州におけるペイシャント･キャピタルとしての財務キャピタル、中国とアングロサ
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クソン圏における外部ソーシャル･キャピタルの影響が特徴的に見られた
37

。国際的な調査

は、各国での個別の調査結果を横並びで見る上で大きな意味がある。日本のファミリー企業

の特徴である長寿性は、文化を背景とした国際比較からより明確にできるかもしれない。 

 

承継 

 ファミリーによる世代間の承継は、ファミリー企業の大きな特徴の 1 つであり、大きな

関心事項である。Jones et al. (2013) は、6 代に渡るファミリー企業の歴史から、ダイナミ

ック・ケイパビリティとともに長期志向と専門人材の採用、保守的な財務施策が受け継がれ

てきたことを見いだした。Cabrera-Suárez et al. (2018) は、承継プロセスにおいて被承継

者から承継者への知識の伝承だけでなく、ファミリーと非ファミリーの関係者、また企業の

内外からのさまざまな機会を通して承継者が知識の構築を行うことがファミリネスの発

展・維持に重要と説く。Habbershon and Williams (1999) は、ファミリネスには因果関係

があいまいで直感的なリソースがあり、これらは承継におけるリソースの変化から明らか

になる可能性を示唆する。このことは、承継者とファミリネスの研究はファミリネスを明ら

かにするとともにファミリネスの変化から承継者の特徴を見いだすことができる可能性が

あり、本研究の着目点のひとつである。 

 

システム論 

 ファミリネスが生じるシステム論の観点からは、Habbershon et al. (2003) がファミリー

とファミリー企業のサブシステムを統合した 1 つの全体システムとして示した。これに対

して、Luhmann (1984/2020) のシステム理論からのアプローチがある (Frank et al., 2017; 

Frank et al., 2010; Röd, 2016; Weismeier-Sammer, 2014; Weismeier-Sammer et al., 2013)。

このシステム理論では、ファミリーシステムと企業システムの相互依存関係において、企業

に対するファミリーの影響を「ファミリネス」とし、ファミリーに対する企業の影響を「エ

ンタープライズネス(enterpriseness)」とする (Frank et al., 2010)。Frank et al. (2010) は、

 

37   対象国とその分類は、第 1 分類として、ベルギー、フランス、ドイツ、イタリア、

ロシア、スペイン、第 2 分類として、チリ、コロンビア、メキシコ、ペルー、ベネゼイ

ラ、第 3 分類として台湾、香港を含む中国、第 4 分類として、カナダ、アイルランド、

スウェーデン、スイス、英国、米国からなる。 
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Habbershon et al. (2003) の定義との差異を明確に示しておりファミリー企業の特徴をつ

かむという点では同様であるが、リソース･ベースド･ビューから外れる可能性があり、本研

究ではこの考え方は用いない。 

 

2.6.8 ファミリネス文献レビューのまとめ 

 ファミリネスのシステマティック・レビューにおいてファミリネスを 3 つの軸から分析

した。1 つは、ファミリネスの概念そのものであるファミリーとファミリー企業の相互作用

を含む内部視点であり、内部ソーシャル･キャピタルの概念と、ファミリーの関与、本質、

アイデンティティのアプローチがファミリネスの概念を強化した。もう 1 つは、外部視点

としてステークホルダーとの関係からの分析であり、ファミリネスがステークホルダーに

関する意思決定に作用し、またステークホルダーに波及することが示される。そして、時間

軸を考慮したダイナミックな観点からは、時間の要素がないファミリネスの概念に他の概

念や理論を組み合わせて拡張がなされた。また、実証研究はファミリーのファミリー企業へ

の関与から本質、アイデンティティに広がり、また空間的な拡張としてステークホルダーと

の関係、時間の要素を加えてダイナミック･ケイパビリティの視点へと広がった。 

ファミリネスの概念については、Habbershon and Williams (1999) と Habbershon et al. 

(2003) が基本概念を提示し、Pearson et al. (2008) と Sharma (2008) がファミリネスが

静的な概念であることを述べた。Zellweger et al. (2010) はファミリーの影響を受けるファ

ミリー企業の組織アイデンティティの概念を示した。これはファミリネスを異なる次元か

ら捉えたもので、本来的なファミリネスの概念と親和性があり、ファミリー企業の重要な特

徴のある部分を説明する。ファミリネスを動的概念に拡張する研究はファミリーの影響を

受けたダイナミック・ケイパビリティを示す (Cabrera-Suárez et al., 2018)。これを「動的

ファミリネス」とし、ファミリネスと区別する。以上の結論を表 2-6 に示す。 

 ファミリネスのシステマティック・レビューから得られる課題として次の 3 つが挙げら

れる。まず、ファミリービジネス研究は成熟しておらず、さらなる事例研究から理論構築が

必要である。次に、ファミリー企業はどのように革新的なのか、または保守的か、という問

いはファミリービジネス研究の中核にあるが、まだ解明が不十分である。そして、承継とフ

ァミリネスの関係については深耕の余地がある。これらの点について本研究で取り組む。 
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表 2-6 ファミリネスの概念
38

 

定義 概念 論拠

基本概念

･ファミリーとファミリー企業の相互作用から生まれる

リソースのユニークなバンドル

･歴史のあるファミリー企業が固有に持つVRINリソース

･優位なファミリネスと収縮性のファミリネス

(Habbershon et al., 1999)

･時間の概念はなく、ある時点を指す(Pearson et al.,

2008; Sharma, 2008)

アイデンティ

ティの側面

ファミリーの影響を受けるファミリー企業の組織アイデ

ンティティ(Zellweger et al. , 2010)

動的ファミリネス
ダイナミック性

への拡張概念

ファミリーの影響を受けたダイナミック・ケイパビリ

ティは動的視点からのファミリネス(Cabrera-Suárez et 

al., 2018)

ファミリネス

 

 

2.7 知的資本 

 Stewart (1997)は、知的資本(Intellectual Capital)を「知識、情報、知的財産、経験など、

富を生み出すために利用できる知的財産」 (Stewart, 1997 序文) とした。 

 Guthrie and Petty (2000) は、オーストラリア企業の年次報告書からの知的資本に関す

る報告の実証的な調査において、Sveiby (1997) のフレームワークをベースとして、表 2-7

のように分類した。Marr et al. (2004) は、Guthrie and Petty (2000) と階層構造が異なる

ものの、同様の考え方を示した。Marr et al. (2004) のモデルと Guthrie and Petty (2000) 

を照らし合わせると、表 2-7 における「構造キャピタル - インフラ資産 - プロセス」には、

具体的にプロセスの処理と流れを決める、明示的、暗黙的なルールや手順が含まれることが

分かる。知的資本のサブカテゴリーは独立したものでなく相互作用がある (Swart, 2006)。

このためさまざまな分類が提案されているが、Guthrie and Petty (2000) は第 2、第 3 分類

まで明確であり、また調査実績があるため、この分類を本研究の調査分析において引用する。

Ferenhof et al. (2015) は、システマティック・レビューから知的資本を構造キャピタル、

ヒューマン･キャピタル、関係キャピタル、ソーシャル･キャピタルの 4 つの側面から成る

 

38   Habbershon and Williams (1999)、Pearson et al. (2008)、Sharma (2008)、Zellweger 

et al. (2010)、Cabrera-Suárez et al. (2018) を用いて、筆者が作成した。 
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とした。ファミリネスのシステマティック・レビューで示したように Pearson et al. (2008) 

は、ファミリーのソーシャル・キャピタルをファミリー企業の特徴として捉えている。本研

究はファミリー企業における承継者に焦点を当てており、ファミリーメンバーのソーシャ

ル・キャピタルは承継者と被承継者に限ることにする。 

 

 知的資本は多くの場合に VRIN リソースである (Teece, 2014)。ファミリー企業がもつ知

的資本がすべてファミリネスとは限らないが、知的資本とファミリネスの関連は高いと考

えられる。 

 

表 2-7 Guthrie and Petty (2000)による知的資本の分類
39

 

構造キャピタル 知的財産 特許

著作権

商標

インフラ資産 経営理念

企業文化

プロセス

情報システム

ネットワーク・システム

財務関連

関係キャピタル ブランド

顧客

顧客ロイヤリティ

企業名

販売チャネル

協業

有利な契約

ヒューマン・キャピタル ノウハウ

教育

能力

知識

適格性

企業家精神、革新性、積極性、反応能力、挑戦性  

 

 

39   Guthrie and Petty (2000) から翻訳転記した。 
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2.8 組織アイデンティティと組織文化 

 すでにファミリネスの文献レビューで見たように、Zellweger et al. (2010) は、ファミリ

ー企業の経営者は、自己、ファミリー、企業組織のアイデンティティが重複していることか

ら、「ファミリーとビジネスに由来するさまざまな信念の統合は、多くの場合それらの共通

の歴史に結び付けられており、組織のアイデンティティの独自性がどのように生じるかを

説明する」 (p.58)と述べる。ここで、組織アイデンティティとそれに関係する組織文化につ

いて論じる。 

 

 Albert and Whetten (1985, p. 265) は、組織アイデンティティを組織としての自分が「誰

なのか」、「どのようなビジネスをしているのか」、「何になりたいのか」に答えるものであり、

その特徴の基準として、組織の本質としての宣言性 (claimed central character) 、他と区

別する識別性 (claimed distinctiveness) 、時間経過における連続性である時間的連続性 

(claimed temporal continuity) の 3 つを挙げた
40

。 Ravasi and Schultz (2006) は、それ

までの組織アイデンティティ研究を、アイデンティティの表明 (identity claims) と、アイ

デンティティの理解 ( identity understandings) の 2 つの側面から捉えた。アイデンティ

ティの表明は、「組織のリーダーによって示された組織の自己定義であり、集合的な自己感

覚を構築するための一貫した合理的な説明をメンバーに提供する」 (Ravasi & Schultz, 

2006, p. 434)。たとえば、Whetten and Mackey (2002) は、組織をソーシャル・アクター

と見なし、組織はソーシャル・アクターとしてのステータスを説明する必要があることから、

組織アイデンティティはソーシャル・アクターの自己定義とする。一方、アイデンティティ

の理解は、「メンバーが組織の中心的で独特な特徴について自問自答する際に、メンバーに

よって実行される意味付けプロセスの結果である」 (Ravasi & Schultz, 2006, p. 434)。た

とえば Gioia et al. (2000) は、組織アイデンティティを組織のメンバーの集合的な理解と

し、この立場をとる。 

ファミリー企業においては、ファミリー経営者のアイデンティティの表明としての価値

観が組織アイデンティティに強く影響する。そしてその価値観は世代を超えて、その時々の

承継者が、ファミリーとファミリー企業が持つ歴史からの影響を受けるものである 

(Zellweger et al., 2010)。 

 

40   これら 3 つの用語の日本語訳は、山城慶晃 (2015) による。 
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組織文化と組織アイデンティティとの関係を押さえておく。Ravasi and Schultz (2006) 

は、組織文化を「さまざまな状況に適切な振る舞いを当てはめることによって組織の解釈と

行動を導く一連の共有された知覚的な認識」 (p. 437) とし、暗黙的、自律的で共有された

慣行に根ざしている傾向があるとする。そして組織のリーダーによってアイデンティティ

の表明が改訂されたときに、新しい概念は、従来の文化に関連する集団の理解の調整をサポ

ートすることを実証的に示し、アイデンティティと文化の間の作用を示した。文化は表面的

には、企業の製品、テクノロジー、シンボル、文書、話し言葉、歴史的物語、行動などに表

れるが、真の文化は組織メンバーの内面にある価値観である (Daft, 2001/2002; Schein, 

1985/1989)。 

Schein (2010/2012) は、組織文化が生まれる源は基本的に「(1)組織の創設者の信念、価

値観、前提認識、(2)組織の成長に連れてグループメンバーが獲得する学習経験、(3) 新しい

メンバーやリーダーによって持ち込まれる新しい信念、価値観、前提認識の 3 つである」 

(p. 251)とし、創設者／リーダーとメンバーの両方が組織文化形成に関わるが、創設者／リ

ーダーである経営者の信念、価値観は、アイデンティティの表明から組織文化に作用するこ

とになる。よって、ファミリー企業において、ファミリーとビジネスに由来するさまざまな

価値観と信念がアイデンティティの表明として示され、それは組織文化に影響する。 

 

2.9 経営理念 

2.7 節でみたように、経営理念は企業における知的資本の要素の 1 つである。中川 (1972) 

は、経営理念を「経営者自身によって公表された企業経営の目的およびその指導原理」 (p. 

9)とした。この定義には、経営理念が①誰によって、②何を、③誰に対して示すのか、とい

う３つが含まれ、それぞれ「経営者」、「企業経営の目的およびその指導原理」、「公表」とし

て示される
41

。この３つの観点から経営理念を見ることにする。 

 

まず、経営理念が誰によるものかについて、中川 (1972)は、経営理念は経営者によるも

のとしたうえで、それは経営者の個人的な価値観や信条ではないとしながらも、それらの影

響は強く受けるものとし、ステークホルダーの共感を得るものであれば経営理念となると

 

41   この見方は、松田 (2003)が経営理念の定義を論じるにあたり、経営理念の主体、公

表性、および経営理念を言いかえる用語の 3 つから行っていることを参考にした。 
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する
42

。間 (1972)は、創業者の理念が組織の理念になる場合を認めつつ、大企業に限れば経

営層の合議により、組織としての経営理念となっていくと予想した。現在の上場企業におい

ては、組織として経営理念を制定するプロセスは確立している
43

。経営理念の内容に対する

経営者の影響の度合いは、個々の企業の歴史、規模、および経営者、特に創業者の影響力に

依存すると考えられ、中小のファミリー企業に限れば、所有と経営に関与するファミリーメ

ンバーへの依存は高いと考えられる。 

 

次に、経営理念が何であるのかをその中心となるものに向かって考えてみる。北野 (1972)

は、Lewin (1936/2013)の生活空間モデルを援用して論じ、経営理念は 企業の複合目的であ

るとし、そこには価値が含まれる必要があるとする。間 (1984)は、経営理念は構成員を動

機づけ、ステークホルダーからの正当性を得るためのイデオロギー（経営組織の思想）であ

り、イデオロギーの中心にあるものは価値であるとする。両者の経営理念の中核にあるのは

共に価値である。価値は、目的や規範の根底にある望ましいもの (the desirable) である 

(Kluckhohn, 1951/2015)。中川 (1972) は、経営理念を目的と指導原理とするが、鳥羽, 浅

野 (1984) は、「経営理念は、経営者・組織体の価値観を示す企業経営の指導原理」 (鳥羽, 

浅野, 1984, p. 38) と述べており、経営理念において指導原理のより中心的なものは価値観

であると考えられる。価値観は個人や組織による価値の見方または判断である (厚東, 2010; 

山田, 2021)。これらのことから、中川 (1972)、北野 (1972)、間 (1984)、鳥羽, 浅野 (1984)

の定義において、経営理念は組織の価値観に関わるものであるといえる。高尾 (2009)は、

経営理念の定義は成文化され公表された価値観や信念として収れんしているとしたが、そ

の後、横川 (2010)と渡辺 (2011)は経営理念を「価値観」とし、田中 (2012)と柴田 (2017)

は、経営理念を「信念・価値観・行動規範」とする。価値観と信念の関係は定まってはいな

いが、ここでは Kluckhohn (1951/2015)と真鍋 (2013)に依拠して、価値観は信念に影響を

 

42   たとえば、京セラの創業者である稲盛和夫氏の信念が経営理念に反映されている 

(高, 2009)。 

43   コーポレートガバナンス・コード (東京証券取引所, 2021)は、企業の透明性、公正性

を伴う適切な意思決定の実現に資する原則をまとめたものであるが、この中の基本原則

4-1 は、経営理念の確立は取締役会の役割･責務とすることを求めるのに対し、遵守率は

プライム市場で 100％、スタンダード市場で 99.73％である (東京証券取引所, 2022)。 
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与えるものとして、価値観をより根源的なものとして捉え、経営理念は組織の価値観を示す

ものとする
44

。 

 

最後に経営理念を誰に対して示すのかについて、公表性の観点から見てみる。公表性に関

しては、中川 (1972)のほか、間 (1984)、奥村 (1994)、松田 (2003)、高尾 (2009)、高 (2010)、

田中 (2012)、廣川 and 芳賀 (2015)が経営理念の定義に含める。実務的には、上場企業に

おける経営理念の公表は浸透している (東京証券取引所, 2022)
45

。ただし、公表の様式はさ

まざまである。廣川, 芳賀 (2015) は、経営理念に関する東証一部上場企業 50 社のウェブ

サイトを調査し、経営理念とそれを具体化したものが次のような表現を用いて表明されて

いることを見いだしている。 

企業理念，基本理念，社是、信条，使命，約束，企業指針，経営方針，経営姿勢，経営

の基本方針，企業行動憲章，行動指針， 行動規範，行動原則，めざす企業像，DNA，

創業の精神，コーポレートビジョン， フィロソフィ，ビジョン，ミッション，バリュ

ー，クレド，ステートメント，メッセージ，スピリット， スローガン，Way (廣川, 芳

賀, 2015, p. 74) 

 水谷内 (1993)は、関連用語の定義が確定していないことから、経営理念の範囲も定まら

ないことを指摘する。このことは、経営理念の研究においてだけでなく、実務的にもそうで

あるが、表現の多様性が各企業の個性を表しているとも言える。 

 

 

44  この見方は、「組織の理念的目的にせよ、経営と行動の規範にせよ、経営理念が提供し

ているものは結局、組織の価値観である」とする伊丹, 加護野 (1993, p. 333)と同様であ

る。 

45   コーポレートガバナンス・コード (東京証券取引所, 2021)は、基本原則 2-1 で経営理

念、基本原則 2-2 で企業としての価値観と行動準則のそれぞれの策定を求め、基本原則

3-1 で経営理念を含む事項の開示を求めている。東京証券取引所のレポート (東京証券取

引所, 2022)によれば、基本原則 2-1 と 2-2 について、プライム市場、スタンダード市場

別で遵守率の最低値は 99.38％である。開示に関する基本原則 3-1 は、スタンダード市

場で遵守率 89.22％と低くなるが、この基本原則には、役員の報酬と指名に関する決定

の方針という開示のハードルが比較的高い事柄が含まれるため、経営理念だけに限れば

遵守率はもっと高いと考えられる。 
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 一方で、中小企業における経営理念は必ずしも公表されたり、成文化されたりせず、小さ

な組織であれば口頭で伝え、従業員が理解することは可能である (柴田, 2017)。このため、

成文化されない経営理念の考え方もある (住原 et al., 2008; 柴田, 2017)。この見方の違い

は、すでに 2.7 節で述べた組織アイデンティティ理論から説明できる。Ravasi and Schultz 

(2006) に従って、組織アイデンティティをリーダーの自己定義として提示されるアイデン

ティティの表明と、メンバーの意味づけプロセスの結果であるアイデンティティの理解の 2

つの側面から捉える。この観点からいうと、一般的に言う経営理念は、「意図的に提示され

た組織アイデンティティの一部」 (高尾, 王, 2012, p. 26)であり、組織または経営者による

組織アイデンティティの表明である。一方、アイデンティティの理解の側面としての経営理

念は、企業内における個々のメンバーの内面との関わりであり、組織アイデンティティの表

明としての経営理念と視点が異なることを留意する必要がある。さらに柴田 (2017)は、経

営理念は企業目的の達成に向けた社内の実践を目的とすることから、その公表性を重視し

ない立場であるが、一般論としては、これは経営理念の役割を過度に制限すると考えられる。

現在において、企業が経営理念を公表して透明性を高めることは、ステークホルダーとの協

働  (東京証券取引所 , 2021)、およびステークホルダーとの信頼構築  (International 

Integrated Reporting Council, 2021)の観点から具体的に社会的な要求であることから、中

川 (1972)が述べるように経営理念の公表はあるべき姿であろう。 

本研究が対象とするファミリー企業は、中小企業であり、ファミリーが経営し、承継し、

ファミリーが少なくとも部分的に所有する形態であり、経営理念に対するファミリーの影

響力は高いので、経営理念作成の主体が経営者であることが多いと考えられる。また経営理

念は、公表されたものに限ることにする。以上から本研究においては、経営理念を、経営者

または組織により策定し、公表される組織の価値観とする。ファミリー企業においては、フ

ァミリーとビジネスの歴史から生まれた価値観が承継プロセスを通して反映され、経営理

念に特徴が表れる可能性がある
46

。 

 

46   米国を中心になされるミッション・ステートメントの研究でファミリー企業の特徴

を捉えたものがある。Falsey (1989) によれば、ミッション・ステートメントは経営理

念の核心であり、基本的にはその企業が誰であり、何をするのかを表すものである。

Blodgett et al. (2011) は、米国におけるファミリー企業と非ファミリー企業のミッショ

ン・ステートメントの比較研究から、ファミリービジネスの方が倫理性と誠実さが高

く、品質と顧客に貢献的であることを見いだした。 
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2.10 承継 

ファミリー企業の承継者における知の研究では、Cabrera-Suárez et al. (2001) は、承継

者が組織のパフォーマンスを維持、改善するために被承継者が持つ知、特に暗黙知を適切に

伝えることの重要性を述べた。暗黙知を伝えることは、形式知を伝えることほど容易ではな

い (Polanyi, 1966/2003)。Le Breton-Miller et al. (2004) は、承継者への知の伝達は家庭の

中で巧妙かつ気づかれないように始まるものだとする。また Lambrecht (2005) は、欧州に

おける長寿ファミリー企業の事例研究から、次世代への承継は生涯続く継続的なプロセス

であるとする。これらの研究は、被承継者から承継者への知の移転に焦点が当てられるが、

その後の研究は、より広範であり研究の着目視点は多様である。 

Chirico (2008)は、承継者によるファミリーとファミリー以外からの知の蓄積がファミリ

ー企業の永続性につながるとした。そして、知からもたらされたダイナミック・ケイパビリ

ティの成果が、世代を超えて次の知の獲得の投資に向かうとした (Chirico & Nordqvist, 

2010)。落合康裕 (2016)は、長寿ファミリー企業の承継者が正当性を獲得するプロセスに焦

点を当て、生まれ持った地位と、ファミリー企業に入社して得た地位とのギャップから生じ

る制約と自立のジレンマを克服しようとすることが承継者を能動的にし、能力を高め、そこ

に長寿ファミリー企業の伝統の継承と革新の創造につながる特徴を見いだしている。また、

ファミリー企業の歴史的な企業家活動の成果に対して、承継者は「先代世代の参照」 (落合

康裕, 2016, p. 220)と捉えるものとする。Woodfield and Husted (2017) は、承継者の外部

での知の獲得がファミリーの世代間で双方向の知の共有をもたらすとする。Cabrera-

Suárez et al. (2018) は、被承継者から承継者への知の伝承だけでなく、被承継者以外のフ

ァミリーメンバー、ファミリー企業の従業員、社外ステークホルダー、当該ファミリー企業

以外での勤務経験、社外で受けた教育などが承継者の知の構築に影響し、それがファミリー

企業のダイナミック･ケイパビリティにとって重要だとした。 

このように承継者における知の研究は、被承継者から承継者へどのような知をどのよう

に伝えるかという視点から、承継者が知をどのように構築し、それがダイナミック・ケイパ

ビリティにどのように影響するかという視点に移ってきている。 

 

 ファミリー企業における承継に関し、承継者のコミットメントに焦点を当てた研究があ

る。Meyer and Herscovitch (2001)によればコミットメントは、個人を組織の目標に対する
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行動に結び付ける力であり、そしてその力は心構えや心理状態などのマインドセットとし

て会得されたものである。そして、このマインドセットの違いから、情緒的コミットメント、

規範的コミットメント、継続的コミットメントに分類される。情緒的コミットメントは行動

への欲求または信念に基づくものである。また規範的コミットメントは義務感を伴うもの

である。そして継続的コミットメントは、そうしなければコストが発生するために必要とな

るものである。これら 3 つの次元は排他的ではない (Meyer & Herscovitch, 2001)。 

 Sharma and Irving (2005)は、Meyer and Herscovitch (2001)の理論に基づいて、ファミ

リー企業における承継者のコミットメントを述べている
47

。 

 まず情緒的コミットメントの形成は、個人のアイデンティティとファミリー企業のアイ

デンティティの整合と、職業的興味の整合にあるとする  (Sharma & Irving, 2005)。

Zellweger et al. (2010) によれば、ファミリー企業の経営者は、自己、ファミリー、企業組

織のアイデンティティが重複していることから、ファミリー企業の経営メンバーはビジネ

スをファミリーの延長と見なし、前向きのアイデンティティを確立し、企業イメージを損な

わないよう多大な努力を払うとする。このことから、ファミリーのアイデンティティが承継

者の情緒的コミットメントの形成を促す 1 つの要因と考えられる。一方、家業に対する興

味に関しては、承継者は幼い頃から家業を知り、またそれになじむ環境にある場合が多い 

(Le Breton-Miller et al., 2004) 。このことは承継者に家業への興味を促すものであろう。 

 次に規範的コミットメントは、ファミリーへの義務感、またはファミリーの慣習による作

用が特徴的に表れるが、このことは必ずしも承継をネガティブにするものではない 

(Sharma & Irving, 2005)。ファミリーの義務を果たすことは、承継者のプライドを満たし

て非金銭的インセンティブとなりうる (Sundaramurthy & Kreiner, 2008)。日本において

は伝統的な家族の慣習であり、今でも消え去ってはいない「家」、または長子承継の慣行が

ある (堀江, 1984)。この文化は承継者に規範的コミットメントの形成を促すと考えられる。

承継者は現在のファミリーメンバーとの関係とファミリーの歴史の中での位置づけから承

継に対する義務感を持ち、ファミリーのアイデンティティが承継者のコミットメントに作

用すると考えられる。 

 

47   Sharma and Irving (2005)は、継続的コミットメントをさらに２つの概念に細分化

するが、ここではそこに踏み込まないことにする。 
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 最後に継続的コミットメントは、ファミリーが行ってきた投資と、築かれた財務的および

非財務的価値に対して継続が最善とする判断である (Sharma & Irving, 2005)。本研究が対

象とする長寿ファミリー企業が持つ知の資産の観点からは、ファミリーの影響を受けた企

業ブランドやファミリー企業において世代を超えて伝わるノウハウが、ファミリー企業が

持つ価値に当たると考えられる
48

。 

 

 このようにファミリー企業における承継者のコミットメントは情緒的、規範的、継続的側

面があるが、ファミリー･アイデンティティの関わりが大きい。なお、Rautamäki and 

Römer-Paakkanen (2016)は、実証研究から承継者の情緒的コミットメントは家業の経験を

積むと共に増加する可能性を示している。 

 

2.11 家訓 

家訓は日本固有のものではないが、その普及は日本の歴史的な家族社会との関係が深い

ことに特徴がある。豪商の経営体制が確立したのは江戸時代享保期とされる (作道, 1978)。

彼らのファミリーとビジネスに大きな影響があるものとして、日本の伝統的な社会秩序で

ある「家」が存在した。「家」に対してはさまざまな捉え方で研究がなされている (米村, 1999)。

経営史の視点から述べる堀江 (1984) によれば、「家」はメンバーから独立した実体であり、

世代を超えて永続されるものであり、またそこに住むファミリーメンバーは「家」の伝統の

下で一体となり統治され、彼らは「家」の繁栄と永続に貢献することが求められた。そして

「家」の相続は実子に限らず、場合によっては実子を外して養子によって行われた。封建時

代は明治維新により終わりを迎えるが、その後に制定された民法において、「家」の一部が

制度化され、その制度は民法が改正されて消滅する戦後の 1947 年まで続いた。 

一方、江戸時代中期から、商人が「家」の永続を願う思いを家訓として残すことが多く見

られるようになる (宮本, 1942)
49

。その中には経営に対する考えが示された。歴史的に広義

の意味での家訓には、商家におけるさまざまな規則や相続に関わることが含まれるが、本研

 

48  ファミリーの世代間におけるノウハウの伝承の例として伊藤 (2021)の研究において、

伝来のノウハウを外部に漏れないようにする「一子相伝」 (p. 52)を家訓とする長寿ファ

ミリー企業の事例が見られる。 

49   家訓には、遺訓、家憲などと呼ばれるものを含むものとする。 
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究での家訓は、先行研究において「道徳観」 (宮本, 1942, p. 148)、あるいは「信念」 (足立, 

1970, p. 3) として捉えられる部分であり、これらを総じて価値観ということにする。この

家訓の価値観とは、「経営者の経験に裏打ちされた個別価値」 (高, 2009, p. 47)としての経

営哲学である
50

。歴史的な家訓は、「家」の当主であるファミリー企業経営者が後世におい

て承継する者に示す価値観である。商人の家訓が多く見られるようになる江戸時代中期は、

インフレ基調からデフレ基調への転換期でもあり、家訓の内容は保守的である (作道, 

1978)
51

。明治以降の家訓の中では良好な状態を維持しようとする価値観だけでなく、企業

家的な要素が見られるようになる。三菱グループの創設者である岩崎彌太郎が残した家訓

において、「創業は大胆に守成には小心なれ」 (北原, 1920, p. 233) とある。これは、創業

においてはリスクテイクで臨み、その後の段階では細かい所までよく気をつけて綿密なや

り方を行う旨を述べている。  Habbershon et al. (2010) は、企業家マインドセット 

(entrepreneurial mindset) を企業家活動に向かわせる価値観としており、家訓における企

業家的な要素を企業家マインドセットとする。 

 

ファミリー企業における家訓の研究は、その多くの対象が商家である (宮本, 1942; 足立, 

1970; 1974 など)。北原 (1920) は、50 余の家訓の事例を示すが、その中で製造業の家訓は

ごく限られる。この状況において、曽根 (2016) による宮大工の家訓の研究はユニークであ

り、宮大工固有の特徴を見いだしている。宮大工である金剛家の家訓で、16 条から成る「職

家心得之事」において、「稽古」という用語が特徴的に表れ、学習と研さんに対する強い思

い入れがあることがうかがえる (曽根, 2016; 曽根, 吉村, 2004)。曽根 (2016) はまた、宮

大工において約 30 のうちで、成文化された家訓は 1 つのみで、鋳造業においても口伝のみ

あったとしており、比較的資料が多く残る商家に比べて調査の難しさを示す。 

 

 家訓とファミリー企業の永続性との関係については、足立 (1979) は、京都における老舗

の永続性はその家訓の実践にあるとする。ただし、ここで京都という地域としての特殊性は

 

50   高 (2009)が経営哲学を 7 つの定義に分類した中の一つをここで当てはめる。 

51   初期の商人の家訓としては、1610 年に書かれた 17 条からなる島井宗室遺言状 (山

本, 2001)があり、質素を旨とする商人の根本精神が示されている (宮本, 1942)。 
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考慮する必要はある
52

。一方で曽根 (2019) は、ほぼすべての老舗宮大工企業は、家訓その

ものが存在しないため、存続との関係性が不明瞭であると指摘する
53

。このほか、米村 

(2011) の研究からも家訓は必ずしも不変のものとは言えない
54

。家訓の内容は不変の部分

と、時代の変化に依存する部分の両方が含まれると見るのが妥当であろう55。  

 

 従来の家訓の研究は、「家」の歴史上の当主によって書き残されたものを主な対象とし、

口伝の家訓も含んだ。ところで、経営理念をアイデンティティ理論 (Ravasi & Schultz, 

2006) から見た場合、経営理念は経営者または組織によるアイデンティティの表明の側面

であり、一方組織のメンバーにとっては、アイデンティティの理解の側面である（2.8 節参

照）。この考え方を家訓に当てはめると、家訓は歴史的には「家」の当主でありファミリー

ビジネスの経営者によるファミリーメンバーである承継者への価値観の表明である (宮本, 

1942; 足立, 1970)。つまり家訓は、ファミリー･アイデンティティと企業アイデンティティ

の重複におけるアイデンティティの表明である。経営理念との違いは、ファミリー内の閉ざ

された領域でのみ共有され、公表の必要はない。家訓は、世代を超えてファミリーメンバー

に伝えられるファミリー企業経営の価値観としての組織アイデンティティであり、ファミ

リーと企業の相互作用から生まれるファミリネスである。従来はこの価値観を書き記され

たもの、または言い伝えられたものを家訓と定義した。しかしながら、価値観の伝承は書き

記されたものや口伝に限らない。明治期に法的な家制度が成立し、国家の憲法に対し、「家

 

52   創業から 100 年を超える長寿企業の出現率は都道府県別で京都府が最も高いが、そ

の要因として古くから都があったことと第二次世界大戦での被害が少なかったことが挙

げられる (帝国データバンク, 2023)。このことは、伊藤 (2021)の創業から 1000 年を超

える超長寿企業の定性研究において、京都市に所在する企業 4 社は、長寿の要因として

ビジネスにおける寺または御所とのつながりをあげていることからもわかり、京都は企

業の長寿に対する地域としての特殊性がある。 

53   ただし曽根 (2019) は、守ることと変えることの選択の違いが、企業それぞれの盛

衰につながったとする。 

54   米村 (2011) は、近世の商家であった三井家、住友家が明治において「家」の存続と

事業拡大を両立するために家訓を時代に反映させることで財閥に発展したが、一方で財

閥とならなかった鴻池家は「家」の存続を第一義としたことによるとする。 

55  Sasaki et al. (2020) は、歴史上の家訓が残る長寿企業 25 社の調査により、現在の経

営理念におけるその位置づけには差異があり、全く反映されない(forgetting)場合もあ

ることを見出している。 
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憲」と呼ばれるようにもなるが (米村, 1999) 、北原 (1920) は大正期において、家憲の形

式以上にファミリーで受け継がれた価値観の継続を重視しており、家憲には成文化された

ものだけでなく、不文律の慣習もその 1 つであるとした。垰本 (2012) は、日本の長寿ファ

ミリー企業において、家訓の価値観が明示的に示されるほか、成文化されずとも暗黙知とし

て組織に浸透している場合があるとする。家訓が伝えようとする価値観に着目するのであ

れば、成文または口伝の形式知に限定せず、暗黙知に拡張することは不合理と言えないであ

ろう。 

形式知と暗黙知による価値観の伝承を、野中, 竹内 (1995/1996)の知識変換モード（2.1 節

参照）を用いて考えてみよう。経営者の価値観は経営者の暗黙知としてある (Kluckhohn, 

1951/2015)。成文または口伝の家訓は、経営者の暗黙知としての価値観を形式知にして表出

化したものである。承継者はこの形式知の家訓を暗黙知として内面化する。一方、暗黙知で

ある価値観は言語化されなくても行動に示されて、その観察から暗黙知として移転されう

る (Kluckhohn, 1951/2015; 野中, 竹内, 1995/1996)。このことから、ファミリー企業の被

承継者と承継者の間では、暗黙知から暗黙知への移転が可能である。また、世代が離れてい

る場合には、過去のファミリー企業経営者が経験を通して得られた価値観が直接言語化さ

れて伝えられるだけでなく、その価値観を受け継いだ慣習としての振る舞いや物語として

の形式知を媒介して伝えられることも考えられる
56

。この関係を図 2-3 に示す。 

 

図 2-3 ファミリー企業の家訓と承継者の家訓の理解
57

 

 

 

56   2.8 節で述べたように、組織文化は本質的に組織のメンバーの暗黙知であり、それが

行動やシンボル、歴史的物語で表れることと同様である (Daft, 2001/2002)。 

57   野中, 竹内 (1995/1996)を用いて、筆者が作成した。 
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ファミリーにおいては、メンバーの関係は密接であり、またその歴史を共有していること

から、世代間および世代を飛び超えた暗黙知の移転には有利である (Cabrera-Suárez et al., 

2001)。これらのことから、家訓の本質である価値観は、成文化された形式知だけでなく、

暗黙知としても伝えられ得る。この考えによれば、今日の多くのファミリー企業を対象に家

訓の価値観の伝承を調査することが可能である。ただし、暗黙知の家訓は、図 2-3 の左半面

にあたる部分である、その価値観がどのように生まれたかについては定かにならないかも

しれない。しかしながら、承継者の家訓の理解はファミリーとファミリー企業の影響を受け

た価値観の内面化であり、ファミリー固有の知の獲得として捉えることができる。 

 

 従来の家訓の研究においては、ファミリー企業経営者の価値観を成文または口伝で表明

されたものを家訓とした。一方で、慣習や文化としての家訓が認められており、これを暗黙

知の家訓とし、この両方を合わせて広義の家訓とする。曽根 (2019)は、世代を超える価値

観の伝承を、書き物としての家訓と、文化としての暖簾で捉えるが、本研究における形式知

と暗黙知の家訓の概念は、これと同様である
58

。本研究における家訓は明示的、暗黙的な世

代を超えるファミリー企業経営者の価値観である。現在、「家」の制度はないがその慣習は

消え去ってはいない
59

。またファミリー企業における形式知の家訓は今日においても散見さ

れる
60

。本研究は、長寿ファミリー企業における形式知と暗黙知の両方を含む家訓に対する

承継者による「家訓の理解」に焦点を当てる。そして、承継者の家訓の理解を Cabrera-Suárez 

et al. (2018)が示す承継者の知の構築の概念における 1 つのインプットとして、承継者が体

得するその他の学習や経験と共に承継者による経営にどのように作用するのかを探究する。 

 

 

58   曽根 (2019) は、竹中工務店の事例研究から、「最大たらんことを期すなかれ。ただ

最良のもの足らんことを期すべし」(竹中工務店 TQM 推進室, 2023, まえがき) として

表される、世代を超える品質重視の価値観を捉えるが、家訓とはしていない。本研究の

家訓の定義では、これを家訓と見なす。 

59   落合恵美子 (2019)は、戦後の家族を論じる中で「歌舞伎役者や政治家など特定のグ

ループを除き、『家』の終焉を宣言すべきときかもしれません」 (p. 253)と述べる。こ

れは、日本の社会において「家」が消滅しておらず、部分的には残っていることを意味

する。 

60   たとえば福寿園は、「無声呼人」（声なくして、人を呼ぶ）を家訓とする (福寿園)。 
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2.12 長寿ファミリー企業の伝統と革新 

 日本の長寿ファミリー企業の研究においては、企業における「伝統」と「革新」の関係が

1 つのポイントである
61

。神田, 岩崎 (1996)は、伝統を守るだけでなく、また革新により伝

統を破壊することでもなく、「伝統的な技術と取引関係の継承と変革を通して強みの強化に

つなげ、伝統への挑戦を通して弱みの克服をはかることによって解決してきた」 (p. 221)こ

とに長寿性の要因があるとする。後藤 (2012a)は、長寿企業における伝統と革新が補完し合

い不可分な関係であることを不易流行になぞらえる
62

。山田 (2013)は、伝統工芸における

伝統と革新を表裏一体の関係とする。これらの研究は伝統と革新の両者における、あるバラ

ンス関係が永続性につながることを概念的に示すが、リソースの観点から伝統と革新の関

係は必ずしも明らかでない。この点において伊藤 (2021)は、創業から 1000 年を超える超

長寿企業においては、VRIN リソースである伝統は守られ、革新は新たな VRIN リソース

を生むためでなく、伝統を守るために行われるとし、伝統と革新の関係を明らかにしている。

ここでの VRIN リソースは、提供する製品やサービスのためのノウハウ、企業ブランド、

顧客関係として示されており、ファミリー企業においてはファミリネスと言える。この見方

を超長寿ファミリー企業以外に広げた場合にどうなのかを確かめることは一つの着目すべ

きポイントである。 

 

2.13 企業ブランド 

 先のファミリネスの文献レビューにおいて、ファミリー企業とブランドの関係が見いだ

され、また知的資本においても、その要素にブランドが挙がった。Keller and Lehmann 

(2006) は、製品の観点からブランドを「製品のマーカーであり、顧客にとって、選択を簡

素化し、特定の品質レベルを約束」 (p.740)し、「リスクを軽減して信頼を生み出すものとし

て機能し、それは製品自体とそのマーケティング活動、および顧客や他の人による使用（ま

たは不使用）に基づくもの」 (p.740)とした。 

 

61   「革新」はイノベーションを意味するが、「伝統」との対比において漢字表記する。 

62   去来抄において「不易を知らざれば基立がたく、流行をわきまえざれば風あらたな

らず。」 (岩田, 1951, p. 171)とあり、不易流行は芭蕉俳句の理念とされる (岩田, 

1951)。 
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 Balmer and Gray (2003) は、製品ブランドと企業ブランドとの概念を区別し、企業ブラ

ンドは顧客のみならず社員やサプライヤーなども含んだ広くステークホルダーに影響する

ものであり、その企業の歴史と深く関係して、組織のアイデンティティと企業文化に根ざし

たものとし、またそれは、「品質保証、業績不振のリスクや財務リスクに対する保険と見な

される」 (p.973)ものとする。このことから知的資本における分類を考えると、まず製品ブ

ランドは顧客に作用するものであることから、関係キャピタルの要素であることが明確で

ある。企業ブランドは、組織アイデンティティと企業文化に密接に関係し、構造キャピタル

との関係があるが、顧客だけでなく金融機関を含めたより広いステークホルダーの信頼を

生むものである。本研究では企業ブランドを関係キャピタルに含めておく。 

 

2.14 先行研究からのモデル構築 

ここまで見てきた先行研究から、本研究の目的に沿ったリサーチ･モデルを次のように構

築する。 

 

1)   「ファミリネス」はファミリーとファミリー企業の相互作用から生まれる VRIN

リソースである (Habbershon & Williams, 1999)。 

2)  2.11 節における理論構築から、 「家訓」は明示的、暗黙的な歴代経営者の価値観

であり、またファミリーとファミリー企業の相互作用から生まれる VRIN リソー

スとしてファミリネスである。 

3)  同じく、2.11 節の理論構築から、承継者が家訓を暗黙知として内面化するのが

「家訓の理解」である。 

4)  長寿ファミリー企業においては家訓のほかに、ファミリーの影響を受けた企業

ブランドのようなファミリネスとしての「歴史的リソース」がある (Zellweger et 

al., 2010)。 

5)  承継プロセスにおける「承継者の知の構築」には、「家訓の理解」のほかに、フ

ァミリーメンバー、ファミリー企業の従業員、社外ステークホルダー、当該ファミ
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リー企業以外での勤務経験、社外で受けた教育が関係する (Cabrera-Suárez et al., 

2018)。 

6)  「承継者の知の構築」は、ファミリーの影響を受けたダイナミック・ケイパビリ

ティである「動的ファミリネス」の活動を促す (Cabrera-Suárez et al., 2018)。  

7)  ダイナミック・ケイパビリティである「動的ファミリネス」の活動は、ファミ

リネスのリソースに作用する (Teece, 2014)。 

 

以上のことからリサーチ･モデルを図 2-4 に示す。なお、承継者は被承継者である先代と

区別する意味合いから、事業承継の前後を含めて承継者と呼ぶ。 

 

図 2-4 リサーチ･モデル
63

 

 

 

 

 

63   Habbershon and Williams (1999)、Zellweger et al. (2010)、Cabrera-Suárez et al. 

(2018)、Teece (2014) と、先行研究から導いた概念を用いて筆者が作成した。 

家訓 

歴史的リソース 

承継者の 
知の構築 

動的ファミリネス 

家訓の理解 

ファミリネス 
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2.15 リサーチ･クエスチョン 

本研究のリサーチ･クエスチョンは、メイン･リサーチ･クエスチョン (MRQ) と 4 つのサ

ブ･リサーチ･クエスチョン (SRQ) からなり、それらを表 2-8 に示す。また図 2-5 にリサー

チ･クエスチョンとリサーチ･モデルとの関係を示す。 

 

表 2-8 リサーチ･クエスチョン64 

長寿ファミリー企業の承継者は、世代を超えた知をどのように伝承し、

更新するのか。

SRQ1 承継者の家訓の理解はどのようなものか。

SRQ2 歴史的リソースの伝承はどのようなものか。

SRQ3 承継プロセスにおける承継者の知の構築にはどのような特徴があるか。

SRQ4 承継者の知の構築はファミリネスの更新にどのように作用するか。

MRQ

 

 

図 2-5 リサーチ･モデルとリサーチ･クエスチョンの関係
65

 

 

 

64   筆者が作成した 

65   筆者が作成した 

家訓 

歴史的リソース 

承継者の 
知の構築 

動的ファミリネス 

ファミリネス 

SRQ3 

SRQ4 

SRQ4 

SRQ2 

SRQ1 家訓の理解 



49 

 

第3章 方法論 

3.1 方法論の選択と概要 

 本研究の目的は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築を通して、ファミリー企

業が固有に持つ知のリソースをどのように伝承し、または更新するのかを探究することで

ある。ファミリネスのシステマティック･レビューからは、ファミリービジネス研究におい

て、まだ解明されない課題が多くあり、さらなる理論構築が必要であることが明らかになっ

た。また、Cabrera-Suárez et al. (2018) が承継プロセスにおける知の構築の概念を理論的

に示しているが、これを実証的に深耕する必要がある。このために探索的研究を選択する。

探索的研究は、「何が起こっているかを知るために未解決問題を問い、関心のあるトピック

について洞察を得る有効な方法である」 (Saunders et al., 2019, p. 186)。本研究は、定性

研究としてケース･スタディを用いて帰納的にアプローチする。「ケース･スタディ法を用い

るのは文脈の条件が研究対象の現象と密接に関連すると考え、その条件を慎重に扱おうと

するからである」 (Yin, 1994/2011, p. 18)。文脈は対象となる人の周囲で何が起こっている

のかを指す (Patton, 2015)。本研究において、長寿ファミリー企業の承継者における知の構

築とそれに基づく活動が研究対象の現象であり、ファミリーとファミリー企業が文脈に係

る。ケース･スタディは、研究者が制御できない現象について「どのように」または「なぜ」

のリサーチ･クエスチョンが問われる (Yin, 1994/2011)。 

 

3.2 ケース･スタディの手順 

 ケース･スタディによる探索的研究において、分析までのプロセスを Eisenhardt (1989) 

に従い、以下のように行う。 

 

3.2.1 リサーチ･クエスチョンの設定 

 リサーチ･クエスチョンを定めることは研究の手がかりを与え (Yin, 1994/2011)、焦点を

絞ることができる (Eisenhardt, 1989) ため、重要である。本研究はすでに述べたようにリ

サーチ･クエスチョンを以下のように設定した。 
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MRQ：長寿ファミリー企業の承継者は、世代を超えた知をどのように伝承し、更新す

るのか。 

SRQ1：承継者の家訓の理解はどのようなものか。 

SRQ2：歴史的リソースの伝承はどのようなものか。 

SRQ3：承継プロセスにおける承継者の知の構築にはどのような特徴があるか。 

SRQ4：承継者の知の構築はファミリネスの更新にどのように作用するか。 

 

3.2.2 演繹的構築 

 先行研究からの理論開発は、データ収集と分析に対する指針を与え (Yin, 1994/2011)、生

み出された理論に対する内的妥当性、一般化可能性を強化する (Eisenhardt, 1989)。 

本研究の目的は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築を通して、ファミリー企

業が固有に持つ知のリソースをどのように伝承し、または更新するのかを探究することで

ある。この目的に沿って、知とファミリービジネスに焦点を当てて先行研究をレビューした。

そしてその中から、ファミリー企業における家訓が承継者の知の構築に影響を与え、そこか

ら生まれる承継者の価値観が動的ファミリネスを通してファミリネスに作用するというリ

サーチ･モデルを提示し、このリサーチ･モデルと関連づけてリサーチ･クエスチョンを設定

した。 

 

3.2.3 ケースの選択 

 本研究におけるケースの分析単位は承継者であり、より具体的には長寿ファミリー企業

の承継者における知の構築とファミリネスへの作用である。なお、被承継者である先代と区

別する意味合いから、事業承継の前後を含めて承継者と呼ぶ。ケースの分析単位はリサー

チ･クエスチョンに関連する (Yin, 1994/2011)。本研究においてケースの分析単位とリサー

チ･クエスチョンは整合している。ケース･スタディは単一ケース･スタディと複数ケース･

スタディがあり (Yin, 1994/2011)、本研究は複数ケース･スタディを用いる。複数ケース･ス

タディは、単一ケース･スタディに比べて説得力があり、堅ろうである  (Herriott & 

Firestone, 1983; Yin, 1994/2011)。定性研究におけるサンプリングの考え方は、定量研究の

場合と異なる。定量研究においては、統計論に基づき母集団から無作為抽出される確率的サ

ンプリングを行う (Bryman, 2016)。定性研究では理論サンプリングを用いる。「理論サン
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プリングの目標は、生み出される理論の再現の高いケースを選択することである」 

(Eisenhardt, 1989, p. 537)。 

 

 サンプリングは本研究の目的とリサーチ･クエスチョンに鑑みて以下のように行った。長

寿企業の目安として、創業から 100 年を超えていることが用いられる場合が多い
66

。この条

件では、現経営者が創業者からの承継者であることは現実的にあり得ず、家訓の直接的では

ない伝承が含まれる。このことから、対象を創業から 100 年以上のファミリー企業とする。

この調査において、ファミリー企業は、ファミリーメンバーにより経営がなされ、少なくと

も部分的に所有され、ファミリーメンバーにより承継される株式会社（特例有限会社を含む）

で中小企業とする。なお、インタビューイの承継プロセスにおいて中小企業であり、現在に

おいて大企業であるものは含む。 

 

 本研究が着目するのはファミリー企業の歴史、家訓、承継者の知の構築プロセス、承継者

の価値観、そしてそこから生まれる行動である。承継者の企業ウェブサイトから、企業の沿

革、経営理念、企業ブランドを通して部分的には表れる。これらのうち、少なくとも部分的

に情報を入手できる企業を選択することにより、インタビューデータとの整合を確認する。

本研究は調査 1 と調査 2 の 2 つの調査グループから成る。 

 

調査 1 

北陸地域において北陸企業連合会メンバーから条件に沿う企業を幅広い業種で 9 企業を

サンプリングした。都道府県別に長寿企業の出現率が最も高いのは京都府であるが、これは

長く朝廷がおかれた歴史的背景がある。北陸地域はそのような特殊事情はないが、比較的出

現率は比較的高い地域である。サンプリングした企業の概要を表 3-1 に示す。インタビュー

イが会長の場合は、自身が社長を承継した時期のことについてインタビューした。 

 

 

66   横澤 (2012) は、創業から 100 年を超える企業を老舗とし、長寿企業とする。京都

老舗の会 (京都老舗の会)、金澤老舗百年會 (金澤老舗百年會)は、それぞれ創業から

100 年を超える企業が会員である。なお広辞苑 (2022) では老舗を「先祖代々から続い

て繁盛している店。またはそれによって得た顧客の信用・愛顧」として、長寿性とある

種のステータスの意味合いを示しているが、本研究では長寿性のみを条件とする。 
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表 3-1 調査 1 のインタビュー先
67

 

企業 業態 概要 創業 社員数 インタビューイ インタビューの実施

A社 サービス 宿泊・料理店 明治以前 ○ 社長 2020.4.22

B社 製造 日本酒 明治以前 ○ 社長 2020.6.9

C社 小売 食品 明治以前 ○ 社長 2020.5.15

D社 製造 印刷 明治 ○ 社長 2020.5.26

E社 製造 建設 大正 ○ 会長 2020.6.5

F社 製造 日本酒 明治以前 ○ 社長 2020.6.10

G社 製造 産業資材 大正 ◎ 社長 2020.6.12

H社 製造 発酵食品 明治 ○ 社長 2020.5.27

J社 小売 漆器 明治以前 △ 会長 2020.6.11
 

社員数   △：50 名以下、 ○：50 〜300 名、◎：300 名超 

 

調査 2 

 この調査では地域を限定せず、日本の伝統的食品製造業から 6 企業をサンプリングした。

企業の概要を表 3-2 に示す。 

 

表 3-2 調査 2 のインタビュー先
68

 

企業 業態 概要 創業 社員数 インタビューイ インタビューの実施

P社 製造 かつおぶし 明治以前 ○ 社長 2022.8.9

Q社 製造 酢 明治 ○ 社長 2022.8.23

R社 製造 醤油 明治以前 △ 社長 2022.8.30

S社 製造 酢 明治以前 △
常務（後継）

社長

2022.9.6

2023.3.1

T社 製造 魚加工 明治 △ 社長 2022.9.12

U社 製造 日本酒 明治以前 ○ 社長 2023.3.3
 

社員数   △：50 名以下、 ○：50 〜300 名 

 

 

67   各企業の情報を用いて、筆者が作成した。 

68   各企業の情報を用いて、筆者が作成した。 
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帝国データバンクが示すデータから業種別の老舗出現率は、日本の伝統的食品製造業に

おいて高いことによる（表 3-3 参照）
69

。調査 1 と調査 2 の条件の区別は、異業種間および

同業種間での類似と差異を確認するために行う。 

 

表 3-3 業種別老舗出現率
70

 

業種 老舗出現率

清酒製造 78.3%

しょう油等製造 60.0%

こうじ類製造 51.3%

味そ製造 50.5%

蒸留酒・混成酒製造 47.1%

煙火製造 45.7%

普通銀行 38.3%

砂糖卸売 36.9%

大学 33.2%

食酢製造 33.0%
 

 

3.2.4 インスツルメンツとプロトコル 

 収集されるデータの主体は、承継者へのインタビューである。インタビューは事前に作成

されたインタビューガイドに沿って、半構造化インタビューを行った。インタビューガイド

は、リサーチ･モデルに沿って表 3-4 のとおり作成した。半構造化インタビューは、構造化

インタビューに比べて質問が一般的で、質問の順序、内容に自由度を持つ (Bryman, 2016)。

インタビューでは、インタビューイが話しやすい状況を優先した。そのほかに、ウェブサイ

トからの企業情報を参考として用いた。 

 

 

 

69   帝国データバンクは老舗を、業歴が 100 年を超える企業とする。この中には非ファ

ミリー企業が含まれている。しかしながら、マクロにファミリー企業の比率は圧倒的に

高い (後藤, 2006, 2012b)。また表 3-3 のうち、普通銀行、砂糖卸売業、大学を除く 7

業種が伝統的食品製造業であるので、ファミリー企業率の比率は高いと考える。 

70   帝国データバンク (2022a) からデータを引用した。 
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表 3-4 インタビューガイド
71

 

大分類 中分類 小分類 調査1 調査2

家業の歴史 ○ ○

歴史的リソース ○

家訓 ○

おいたち ○ ○

家業の認識 ○ ○

学校教育 ○ ○

家業への関わり ○ ○

他社経験 ○ ○

被承継者との関係 ○ ○

価値観･信条に基づく実践 ○ ○

企業家活動 ○ ○

歴史的インプット

承継プロセス

ビジネスの実践

知の構築

 

 

3.2.5 インタビューの実施 

 調査 1 は、2020 年 4 月〜6 月にオンラインで実施した。インタビューは他の研究者を伴

って行われた。調査 2 の調査は筆者１名で行い、2022 年 8 月〜2023 年 3 月に、R 社はオ

ンラインで実施し、その他は対面で実施した。対面のインタビューは面談者の会社敷地内の

会議室、または社長室で実施した。対面とビデオ会議で、インタビュー内容の差異は見られ

なかった。原則としてインタビューイの同席者はなかったが、H 社において他のファミリ

ーメンバーが同席した。P 社ではインタビューイが個人的な質問をされても支障はないと

し、企画スタッフが同席した。T 社ではインタビュー後に先代社長から家訓についてコメン

トを得た。いずれもインタビューへの支障は見られなかった。 

 

3.2.6 ケースの分析 

 ケースの分析は、まず個々のケース内分析を行い、その後にクロスケース分析を行う 

(Eisenhardt, 1989)。ケース分析において、リサーチクエスチョンに沿ったマトリックス

やネットワーク図など視覚的な表示の使用は、新たな発見の可能性を高める (Miles et al., 

 

71   筆者が作成した。 
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2020)。ケース内分析およびクロスケース分析において、それぞれでふさわしい形式を用い

て記す。 

インタビューは録音し、その後文字に書き起こしを行った。ケース内分析は、定性研究法

のひとつである M-GTA (木下, 2020) を用いた
72

。データからのコーディングにより、解釈

としての概念を生成し、さらに上位概念のカテゴリーを生成する。場合によってサブカテゴ

リーを生成する。概念･サブカテゴリー･カテゴリーの生成は、データ分析ソフトウエアであ

る Verbi 社の MAXQDA を用いた。ケース内分析における概念･サブカテゴリー･カテゴリ

ーの生成は、ケース間において類似と相違の観点から相互比較を行い、その結果を個々のケ

ース内分析に反映してケース間の概念の統一性を高めていった。ケースごとの結果は、概

念･サブカテゴリー･カテゴリー、結果図、ストーリーラインで示す。ケース内分析の後、家

訓の理解、歴史的リソース、承継プロセス、動的ファミリネスの観点からクロスケース分析

を行った。 

 

3.3 定性研究における質の基準 

 定性研究における評価は、定量研究における評価と異なる基準の提案がなされている 

(Bryman, 2016) 。 Lincoln and Guba (1985) は 、 信憑性
しんぴょうせい

 (credibility) 、 転 用 可 能 性 

(transferability), 確実性 (dependability)、確認可能性 (conformability)を示し、それぞれ

定量研究における内部妥当性 (internal validity)、外部妥当性 (external validity)、信頼性 

(reliability)、客観性 (objectivity) に対応する
73

。 

 

3.3.1 信憑性 

 信憑性は、研究対象の現象や文脈が信頼できる方法で研究結果に反映されているかどう

かである (Whittemore et al., 2001)。このための方策として、トライアンギュレーションと

メンバー検証がある (Bryman, 2016)。また、分析におけるパターン適合と説明構築が信憑

性を高める (Yin, 1994/2011)。 

 

72   M-GTA は、Modified Grounded Theory Approach の略。 

73   各用語の訳は Flick (2007/2011) の訳に準じる。 
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 本研究においては、調査 1（9 サンプル）のインタビューは他の研究者と共同で実施した。

調査 1 から本研究の主要な結果は得られた。この結果の補強のために、捕捉的に調査 2（6

サンプル）を筆者単独で実施した。調査２は、調査 1 のデータ収集手順を用い、インタビュ

ーガイドの一部を変更して実施した。また、被承継者との間で対立が見られた場合で、被承

継者にインタビューが可能であった S 社では、トライアンギュレーションとして被承継者

にインタビューを実施した。分析は、M-GTA を用いてケース内分析を行い、その後ケース

間分析を行った。ケース内分析ではストーリーラインでデータ引用を伴って詳細に説明を

行った。本研究結果の中核である、承継者の家訓の理解、承継者の企業家マインドセットの

形成に家訓による作用と、ファミリネスの価値低下の認識からの作用の２つのモード、およ

びファミリーの影響を受けたダイナミック・ケイパビリティの強弱に関しては、別の研究者

（外部指導教官）と合意した。 

 

3.3.2 転用可能性 

 転用可能性は、生み出された理論が他の文脈、時間で保持できるかどうかである (Lincoln 

& Guba, 1985)。Yin (1994/2011) は、ケース･スタディは定量研究における統計的一般化と

異なり、分析的一般化に依拠するものであり、複数ケースにおける追試の論理がこの一般化

を強化するとしている。Lincoln and Guba (1985) は、詳細な記述の提供を推奨する。本研

究は複数ケースで実施し、詳細な記述を示す。 

 

3.3.3 確実性と確認可能性 

 確実性は、「研究のプロセスと研究者の責任に関連して、プロセスが論理的で追跡可能で

文書化されていることを確かにする」 (Patton, 2015, Chapter9)。また確認可能性は、「主

張、調査結果、解釈などを、容易に認識できる方法でデータ自体に結び付けることを要求す

る」 (Patton, 2015, Chapter9)。一方、信頼性は、データから結論に至る透明性に関わるも

のである (Saunders et al., 2019)が、これは上記の確実性と確認可能性の両方に関係する。

Yin (1994/2011) は、信頼性の観点からその対策として、ケース･スタディ･プロトコルの利

用とケース･スタディ･データベースの開発を挙げる。ケース･スタディの手順は本章の中で

示す。データに関しては、書き起こしデータからコード生成のためにデータ分析ソフトウエ

アを使用しており、インタビューの書き起こしと M-GTA により得られたカテゴリー･サブ
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カテゴリー･概念の結果は 1 つのファイルに一体化されている。また各ケース内分析におい

てストーリーラインとして詳細を述べることによりプロセスの透明性を高めた。 

 

3.4 倫理的事項 

インタビューの実施に当たっては、研究上の目的を明らかにし、その実施の許諾を得た。

企業および個人は匿名とし、インタビューの録音、書き起こしは非開示とする。エビデンス

として書き起こしを引用する場合は、個人情報に十分配慮した上で扱う。このため、書き起

こしの引用において固有名詞は他の表現に置き換えて表記する。  
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第4章 ケース内分析 

4.1 カテゴリー･サブカテゴリー･概念の定義 

全てのサンプルの分析結果からのカテゴリー･サブカテゴリー･概念とそれらの定義をま

とめて表 4-1 に示す。以下においてカテゴリーを〈 〉、サブカテゴリーを〔 〕、概念を    

' ' 、で示す。カテゴリーは、〈承継者の知の構築〉、〈ファミリネス〉、〈動的ファミリネス〉

の 3 つから成る。 

 

まず、カテゴリー〈承継者の知の構築〉は、承継者が幼い頃からのファミリー企業の承継

に対する知の構築である。〈承継者の知の構築〉は、以下の５つサブカテゴリーと４つの概

念からなる。 

サブカテゴリー〔家訓の理解〕は、ファミリー企業において承継者による形式知と暗黙知

の両方を含む世代を超えた価値観の獲得であり、このサブカテゴリーには概念として、     

' 経営者姿勢 '、' 対社員姿勢 '、' 対顧客姿勢 '、' 対地域姿勢 '、企業家活動に向かう価値

観である '企業家マインドセット' (Habbershon et al., 2010, p. 11)、および ' 伝統を守る' 

を含む。 

サブカテゴリー〔環境の作用〕は、承継者の成長過程における環境が承継にどのように働

くかであり、 ' 環境からのポジティブな作用 ' と ' 環境からのネガティブな作用 ' がある。 

サブカテゴリー〔ファミリーとの関係〕は承継者とファミリーメンバーとの関係であり、

次の８つの概念がある。' 先代の暗黙的姿勢 ' は、先代が承継を求める意思を示さず、承継

者から言ってくるのを待つ。 ' 先代の権威主義 ' は、親としての先代が、自分が言うこと

に従うことを求め、子の意見をあまり聞かないことである (Holden, 2023)
74

。承継者と被承

継者の間でビジネスに対する目的、ビジョンの差異が生じ、これを解消することを         

' 認知的ギャップの解消 ' とする。 ' 短縮されたファミリー･アイデンティティの形成 ' は、

婿養子となることにより、生得ではないファミリー･アイデンティティを獲得することであ

る。 ' 規範的ファミリー関係 ' は、承継者に対し、ファミリーにおける慣習や義務といっ

 

74  権威主義の基本概念は、Baumrind (1966)が親の子育て論において、寛容型

( permissive )、権威主義型( authoritarian )、権威型( authoritative )に分類して述べた

ことにある。この権威主義型を平易に説明した Holden (2023)を参照した。 
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た規範性が作用する。 ' 先代の早世 ' は、承継者が在学中に被承継者である先代が死去し、

承継者が急きょ家業を継ぐことを言う。' 先代との価値観共有 ' は、承継者が家業に加わる

以前に、被承継者の価値観を部分的にでも共有する。 ' 先代のパターナリズム ' は、被承

継者が既存の組織文化を守り、承継者の決定や自律性に干渉することをいう (Chirico & 

Nordqvist, 2010) 。 

サブカテゴリー〔外部知の獲得〕は、承継者が行う従来のファミリー企業にはない外部知

の学習であり、' 社外学習経験 ' と ' 独学 ' 含む。 

サブカテゴリー〔コミットメント〕は、承継者を家業としてのビジネスに向かわせる力で

ある (Meyer & Herscovitch, 2001; Sharma & Irving, 2005)。〔コミットメント〕は、承継

者のアイデンティティと企業アイデンティティの整合と職業的興味の整合から生まれる   

' 情緒的コミットメント '、ファミリーへの義務感、また歴史あるファミリービジネスにお

けるファミリーの慣習の作用による ' 規範的コミットメント '、およびリソースの伝承を

継続することが最善と判断する ' 継続的コミットメント ' の 3 つの概念を含む (Sharma 

& Irving, 2005)。 

このほか、カテゴリー〈承継者の知の構築〉に以下の４つの概念が含まれる。承継者が自

身の生まれ育った地域の活性化に貢献したいという思いを ' 地域貢献の思い ' とする。     

' 個人特性 ' は、企業家活動に対して承継者が固有に持っている個人特性の作用である。       

' 承継の巡り合わせ ' は、幼い頃からの計画的な承継でなく、人生の転機から承継に至る経

路を言う。' ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセット ' は、承継者が家業

の固有の価値が環境の変化による劣化を認識し、そこから企業家マインドセットを形成す

ることを言う。 

 

次に、カテゴリー〈ファミリネス〉は、ファミリーとファミリー企業の相互作用から生ま

れるリソースのユニークなバンドルである(Habbershon & Williams, 1999)。 カテゴリー

〈ファミリネス〉は、' 家訓 ' の概念と、〔歴史的リソース〕、〔ヒューマン・キャピタル〕、

〔構造キャピタル〕、〔関係キャピタル〕の４つのサブカテゴリーを含む。 

' 家訓 ' は、ファミリー企業の歴代経営者の価値観である。この' 家訓 'の内容は、承継

者の〔家訓の理解〕から捉える。インタビューにおいて、調査１においては家訓があるかど

うかを尋ねている。この分析結果は、インタビューの回答において家訓があるかないかにか

かわらず、承継者によるこの価値観の理解があれば家訓とする。調査２においては家訓があ
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るかどうかを尋ねていないが、調査１と同様に価値観の理解が認められれば家訓とする。こ

のように判断する根拠は、〔家訓の理解〕は形式知と暗黙知の両方をふくむものとしている

ことによる。 

〔歴史的リソース〕は、ファミリー企業の歴史において伝承された固有のリソースである。

この概念としては、 ' 製法 ' 、' 味 ' 、' 企業ブランド ' 、' 地域ブランド ' を含む。        

' 製法 ' は伝統的な作り方の伝承である。' 味 ' は作り方の伝承と密接に関わるが、場合に

よっては作り方を変えたり、調整したりして同じ味を守ることであり、製法の伝承以上に暗

黙的である。 ' 企業ブランド ' は、顧客のみならず広くステークホルダーの信頼に関わる

ものであり (Balmer & Gray, 2003) 、長寿ファミリー企業においてファミリーとファミリ

ー企業の歴史が背景としてある。' 地域ブランド ' は、他と差別化して消費者に認知させ、

商品・サービス、さらに地域そのものの付加価値を高めようとするものである(内閣府, 2017)。

ファミリー企業が特定の産地に存立する場合に地域ブランドの影響を受けており、間接的

ではあるがファミリー企業のリソースと見なすことにする。 

〔ヒューマン・キャピタル〕は、 ' 経営者 ' と ' 社員 ' を含み、〔構造キャピタル〕は、     

' 経営理念 ' と ' プロセス ' を含み、〔関係キャピタル〕は、 ' 顧客関係 '、' 地域関係 '、                 

' サプライヤー ' を含む
75

。なお、ファミリー･ソーシャル･キャピタルに関しては、承継者

と被承継者の関係のみを扱い、それをカテゴリー〈承継者の知の構築〉の中で示して、カテ

ゴリー〈ファミリネス〉には含めない。 

 

最後に、カテゴリー〈動的ファミリネス〉は、ファミリーの影響を受けた承継者のダイナ

ミック･ケイパビリティである (Cabrera-Suárez et al., 2018)。このダイナミック･ケイパビ

リティは、ファミリー企業固有のリソースであるファミリネスのみを対象とする。〈動的フ

ァミリネス〉はダイナミック･ケイパビリティの強弱を含む。これを Sirmon et al. (2007) 

の概念を用いて、全く新しいリソースを統合する ' 開拓型 DC ' 、補完的なリソースを追加

する ' 強化型 DC '、および穏やかな改善を行う ' 安定型リソース管理 ' に分類する。ダイ

ナミック･ケイパビリティの強さは、' 開拓型 DC ' が最も強く、' 強化型 DC ' は中程度で

あり、' 安定型リソース管理 ' はダイナミック･ケイパビリティがないとする（表 4-2 参照）。 

 

75  サブカテゴリー〔ヒューマン・キャピタル〕、〔構造キャピタル〕、〔関係キャピタル〕

それぞれに含まれる概念の分類は、Guthrie and Petty (2000)を参考にした。 
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表 4-1 カテゴリー･サブカテゴリー･概念の定義
76

 

カテゴリー

サブカテゴリー

概念 定義

 Ⅰファミリネス 

家訓 ファミリー企業における歴代経営者の価値観

  ⅰ歴史的リソース

 1 製法 製造方法の伝承

 2 味 味の伝承

 3 企業ブランド
ファミリーと結びついたファミリー企業のブラン

ド

 4地域ブランド

他との差別化を消費者に認知させ、商品・サービ

ス、ひいては地域そのものの付加価値を高めよう

とするもの(内閣府, 2017)

  ⅱヒューマン・キャピタル 

 1経営者
ステークホルダとの関係以外の経営者としての価

値観、承継の考え方

 2社員 社員の採用、育成、スキル

  ⅲ構造キャピタル 

 1経営理念 経営者が成文化して表明する価値観

 2プロセス 組織における明示的、暗黙的なルールや手順

  ⅳ関係キャピタル 

 1顧客関係 顧客関係、販売チャネル

 2地域関係 事業を行い、ファミリーが住む地域との関係

 3サプライヤー
事業のための材料、製品を納めるサプライヤーと

の関係

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅰ家訓の理解 

 1 経営者姿勢
個別のステークホルダとの関係以外の経営者とし

ての価値観、承継の考え方

 2 対社員姿勢 社員に対する考え方

 3 対顧客姿勢 顧客に対する考え方

 4 対サプライヤー姿勢 サプライヤーに対する考え方

 5 対地域姿勢 地域に対する考え方

 6 企業家マインドセット
 企業家活動に向かわせる価値観

(Habbershon et al. 2010)

 7 伝統を守る 価値のあるリソースを持続する

ⅱ環境からの作用

 11 環境からのポジティブな作用 成長期の環境が承継にポジティブに作用する

 12 環境からのネガティブな作用 成長期の環境が承継にネガティブに作用する

カテゴリー
  

 

76  内閣府 (2017)、Habbershon et al. (2010)、Holden (2023)、Chirico and Nordqvist 

(2010)、Meyer and Herscovitch (2001)、Sharma and Irving (2005)、Cabrera-Suárez 

et al. (2018)、Carnes and Ireland (2013) を用いて筆者が作成した。 
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表 4-1 カテゴリー･サブカテゴリー･概念の定義（つづき その 1） 

カテゴリー

サブカテゴリー

概念 定義

 Ⅱ承継者の知の構築 （つづき）

ⅲファミリーとの関係

 21先代の暗黙的姿勢
先代が承継を求める意思を示さず、承継者から

言ってくるのを待つ

 22 先代の権威主義
親に従うことを求め、子の意見をあまり聞かない

(Holden, 2023)

 23 認知的ギャップの解消
承継者と被承継者の間で生じるファミリービジネ

スに対する目的、ビジョンの差異を解消する

 24 短縮されたファミリーアイデ

ンティティの形成

婿養子となることにより、ファミリー・アイデン

ティティを獲得する

 25 規範的ファミリー関係 ファミリーにおける規範性が作用する

 26 先代の早世
承継者が在学中に被承継者である先代が死去し、

承継者が急遽家業を継ぐ

 27 先代との価値観共有
承継者が家業に加わる以前に、被承継者の価値観

を部分的にでも共有する

 28 先代のパターナリズム
被承継者が既存の組織文化を守り、承継者の決定

や自律性に干渉する(Chirico & Nordqvist, 2010)

ⅳ外部知の獲得 

 31 社外学習経験
ダイナミック・ケイパビリティの発揮に強い影響

を与える社外での学習経験

 32 独学 企業家活動のための知識を独学する

 41 地域貢献の思い 承継者が地域の活性化に貢献したい思い

 51 個人特性 企業家活動を有利にする個人特性

 61 承継の巡り合わせ
幼い頃からの計画的な承継でなく、人生の転機か

ら承継に至る

 71 ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット

承継者が家業がもつ固有の価値が環境の変化によ

り劣化していることを認識して、企業家マインド

セットを形成する

ⅵコミットメント
承継者をファミリービジネスの承継に向かわせる

力(Meyer & Herscovitch, 2001)

 81 情緒的コミットメント

承継者のアイデンティティと企業アイデンティ

ティの整合と職業的興味の整合から生まれる

(Sharma & Irving, 2005)

 82 規範的コミットメント

ファミリーへの義務感、また歴史あるファミリー

ビジネスにおけるファミリの慣習による作用

(Sharma & Irving, 2005)

 83 継続的コミットメント
リソースの伝承を継続することが最善と判断する

(Sharma & Irving, 2005)

カテゴリー
 

  



63 

 

表 4-1 カテゴリー･サブカテゴリー･概念の定義（つづき その 2） 

カテゴリー

サブカテゴリー

概念 定義

 Ⅲ動的ファミリネス 
ファミリーの影響を受けたダイナミック・ケイパ

ビリティ(Cabrera-Suárez et al., 2018)

 1開拓型DC 全く新しいリソース統合(Carnes & Ireland, 2013)

 2強化型DC 補完的なリソースの追加(Carnes & Ireland, 2013)

 3安定型リソース管理
リソースを維持する穏やかな改善(Carnes &

Ireland, 2013)  

 

表 4-2 動的ファミリネスにおけるダイナミック･ケイパビリティの強さ
77

 

動的ファミリネス ダイナミック・ケイパビリティの強さ

開拓型DC 強

強化型DC 中

安定型リソース管理 なし
 

 

 次節以降で各サンプルのケース内分析結果を述べるが、それぞれの結果図において、リサ

ーチ･モデルの重要な要素である〔家訓の理解〕と〔歴史的リソース〕以外のサブカテゴリ

ーの表記は略して概念のみを示す。 

 

 

4.2 調査 1 のケース内分析 

4.2.1 A 社 

 分析の結果図を図 4-1 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-3 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 A 社は江戸時代初期に創業し、明治維新において時代の変化に合わせて、それまでの事業

を大きく変えて旅館業となる。そして、1960 年代に新たにレストラン業に参入した。A 社

長は 16 代目となる。A 社長は早くから家業を知るが、ビジネスに関わる家族が忙しく、か

 

77   筆者が作成した。 
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つ疲れている様子を見て、承継に対してネガティブに捉えており、「後を継ぐつもりはなか

った」（A 社長）。このように、A 社長の成長期においては家業の承継に否定的であり、            

' 環境からのネガティブな作用 ' がある。 

うちの母がですね、よく口癖のようにあの毎日仕事が終わって自宅に帰ってくると、

「大変だ、大変だ、大変だ」って、「疲れた、疲れた、疲れた」って言ってたんですね

….今、大人になるとそれはただの愚痴で、本気じゃないっていうことが分かるんです

けども、子供心に「やだやだ。最悪な仕事」だと聞いているとですね、最悪な仕事なん

だろうなとすり込まれました。（A 社長） 

 先代社長である父親は、家業の承継に否定的な A 社長に対し直接的に承継を求めてはい

ないが、海外留学や社外経験の機会を与え、' 先代の暗黙的姿勢 ' を貫いて、A 社長が自ら

承継する気持ちになるのを待つ。A 社長は、自立的に ' 社外学習経験 ' を積む。あるセミ

ナーの受講から家業に対し、「誇りを持っていい仕事なんだなと目からうろこが落ちた」（A

社長）思いとなり、家業の本質的な価値の理解につながる。A 社長が社外で仕事を持ってい

たときに、先代社長が A 社長に家業への協力を求めるが、そのときも承継しない条件で受

け入れる。その後社内経験を積む中で、家業において自分が果たす役割を自覚し、承継の気

持ちを固めていく。そして最終的に自ら家業を承継する意思を先代社長に伝える。A 社長は

振り返って、「ライオンが子供を落とすみたい」（A 社長）という父親の方針のなかで、さま

ざまな経験を積み、結果的に A 社長は自ら家業を継ぎたいと思う気持ちになった。このよ

うに ' 環境からのネガティブな作用 ' から承継に否定的であったが、先代が承継を明示的

に求めることはないが、さまざまな学習や経験の機会を与え、また家業を手伝う中で、自分

が家業を承継して果たす役割を認識していくことが作用し、当初は承継について否定的で

あったものの、承継したいという思いに変化し、‘ 情緒的コミットメント ’ が形成される。 

 A 社長には、2 つの〔家訓の理解〕がある。1 つは ' 対社員姿勢 ' である。経営者として

「広告や宣伝やいろいろな所で個人名を出さない」（A 社長）ことが家訓として伝わるが、

これそのものは今では引き継がれていない。しかし、この言葉の本質にある「スタッフあっ

ての会社なので」（A 社長）という ' 対社員姿勢 ' の価値観を理解し、A 社長の' 社員 ' の

育成を重視する経営につながる。また' 経営理念  ' であるクレドの改訂として、ファミリ

ーの歴史が持つ ' 対社員姿勢 ' の価値観が反映される。A 社長は社員に持ってもらいたい

姿勢を次のように述べている。 
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私の考えとしては、たった一人でレストランとか旅館できればいいですけど、一人で

はできないんですよね……たった一人⽋けても駄目だから皆に感謝の心を持ってきて

くれて、ありがとうっていう気持ちで仕事しようよ、文句言うより先に感謝しようよっ

ていうそういうことですね。（A 社長） 

 社員を重視するのは、A 社が顧客に提供するのはサービスであり、サービスの品質を実現

するのは社員だからである。このサービス品質の向上は経営としての取り組みだけでなく、

顧客と社員との相互作用も働くが、これは顧客の評価が A 社の歴史の中で築かれて、一定

の水準以上にあることの証しといえる。 

お客様の中に勝手に A 社らしさっていうスタンダードができちゃっている。さすが

って言われるときと、たるものがって言われてしまうときの線引きがあるんですよね。

そういうのはみんなで共有して、あえて経営者目線であーだこうだ言わなくても、お客

さん目線で、お客様から教育していただく。（A 社長）  

 もう一つの〔家訓の理解〕は ' 企業家マインドセット ' である。A 社は旅館業への転換、

レストラン業への参入し、その後出退店を繰り返すという企業家活動の歴史があり、A 社長

は A ファミリーの歴史の中に、「チャレンジ精神みたいなこともずっとある」（A 社長）と

認識する。A ファミリーにおいて、' 企業家マインドセット ' は企業家活動への積極性だけ

でなく、機会をセンシングすることの重要性を含んでいる。この機会のセンシングは、新た

なビジネスへの参入と撤退の両方であり、A 社長は「引き際が大事ってことですね…父や私

にイズムとして伝わっている」と述べており、引き際もまた重視する
78

。 

 A 社長は、旅館業とレストラン業という形態を維持する中で顧客獲得の機会を追求する

ダイナミック･ケイパビリティは ' 強化型 DC ' である。これに作用する 1 つは〔家訓の理

解〕からの ' 企業家マインドセット ' である。A 社長はダイナミック･ケイパビリティの発

揮が自分の役割であり、自分自身が環境の変化を認識し、自ら対処する企業家的経営者

( entrepreneurial manager )であることを認識する (Teece, 2012, 2014)。この企業家的経

営者の認識は次の言葉に表れる。 

 

78  引き際を重視する考えは、三井家の家訓にある「商売は見切時の大切なるを覚悟すべ

し」 (北原, 1920, p. 218)に通じる。 
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「過去の実績にとらわれず、つねに自由な発想で次への主題に挑戦します」っていう

のは僕や父にはあるんですけど……トップだけが持っていればいいかなって気がしま

す。（A 社長） 

海でいうと、潮の流れが変わったからっていうときに、潮の流れ変わったぞっていう

のが私の役目じゃなくって、かじをあっちに向かって、かじ切ろうよって言って実際に

自分でこいで切り替えるっていうのが私の役目。（A 社長） 

ダイナミック･ケイパビリティに作用するもう一つは、承継プロセスにおいて形成された

家業に対する ' 情緒的コミットメント ' である。このような A 社長のダイナミック･ケイ

パビリティは、ファミリーの影響を受けた〈 動的ファミリネス 〉である。よいサービスを

提供する機会の追求であり、それが顧客満足を高め、新たな顧客獲得として働く。この知的

資本におけるダイナミック･ケイパビリティの発揮の背景には、財務的な出店、改装と撤退

のトライ･アンド･エラーがあり、財務資産の入れ替えがある。 

図 4-1 A 社の結果図
79

 

  

 

79   筆者が作成した。 
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表 4-3 A 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
80

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    口伝

  ⅱヒューマン・キャピタル  2社員

  ⅲ構造キャピタル  1経営理念  伝承

  ⅳ関係キャピタル  1顧客関係  顧客ニーズの実現

 2 対社員姿勢

 チャレンジ精神

 企業家活動の歴史 

 企業家的機会のセンシング

  ⅱ環境からの作用  12 環境からのネガティブな作用 

  ⅲファミリーとの関係  21先代の暗黙的姿勢

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的機会のセンシング 

   企業家的経営者 

 Ⅰファミリネス     家訓  暗黙的

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅰ家訓の理解 

 2強化型DC 

 6 企業家マインドセット 

 家訓 

 

4.2.2 B 社 

 分析の結果図を図 4-2 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-4 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 B 社は、江戸時代末期から続く日本酒醸造の企業である。B 社長は 11 代目に当たるが、

幼い頃から家業を知る環境にあり、' 環境からのポジティブな作用 ' があり、将来は家業を

継ぐことに前向きであった。 

将来的には、好きなことやっていいけども戻ってこいと。私は久しぶりにできた男で、

小さい頃から、おっきくなったらうちを継ぐのよってすごく言われましたね……何が

あっても帰るもんだと思ってましたね。（B 社長） 

大学入学直後に父である ' 先代の早世 'により家業の承継は突然やってくる。これにより

進学を断念し、最小限の社外経験を積んだ後に家業に携わる。社長の地位は一時的に母親が

引き継ぐが、現 B 社長は実質的に家業を継いでいる。' 先代の早世 ' による早い承継をポ

ジティブに捉え、承継後の活動の中での経験から学ぶ。ファミリー企業において承継する立

 

80   筆者が作成した。 
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場の人が就学中に先代が死去し、家業を承継することはまれかもしれないが、起こりえるこ

とである。 ' 先代の早世 ' において、承継者が十分な経験がない中でも、社員を含むステ

ークホルダーが承継者と認めることはファミリー企業の特徴と言える。そしてまた、父の早

世は承継者が企業家となる時間的に早い機会をもたらしている。 

親父が死んだことで、（承継が）20 年くらい早く、ワープしてるんですね……ありが

たかったのは、後継ぎってことで一人前に扱ってくれたんですよ……自由にできたこ

とは間違いなく幸運だったですね（B 社長） 

このコメントは、' 先代の早世 'により承継者が早くに経営者として育ち、早くに裁量を

発揮する機会を得て、' 情緒的コミットメント ' を形成したことを示している。 

B 社長には 2 つの〔家訓の理解〕がある。1 つは口伝の ' 家訓 ' からの ' 対地域姿勢 '

である。B 社長は地域への貢献を行い、危機的状況において地域から協力を受ける。 

「地元の人に喜んでいただく」というのがうちの使命だと聞いています。（B 社長） 

3.11 のときもそうなんですが、一番力になるのは周りの方たちですね。家族にもも

ちろんサポートしてもらったんですが、一番力になったのは周りの人間ですね。地元の

人ですね。（B 社長） 

もう 1 つは、' 企業家マインドセット ' である。かつて使われた有形の遺産が企業家活動

の歴史を示し、B 社長は暗黙的な家訓として、企業家活動に向かう価値観を理解する。 

古い蔵を壊すと、地下に 2 階くらいの防空壕みたいな冷蔵庫がつくってあったんで

すよ……じいちゃんの代の時代でそういうものをつくってたっというのは、すごいな

と思いましたね。いいものをつくっていくという精神は私も、私の長男も間違いなく受

け継いでいると思いますね。（B 社長） 

B 社長のダイナミック･ケイパビリティは、〔家訓の理解〕としての ' 企業家マインドセ

ット ' と ' 先代の早世 ' により高められた ' 情緒的コミットメント 'のほかに、 ' 先代の

早世 ' によってもたらされた早くに自身の裁量が発揮できるチャンスを得て、既存事業に

おいて、よりよいものを開発して提供し、ビジネスを周辺領域に拡大する。このダイナミッ

ク･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉であり、' 強化型



69 

 

DC ' である。そして B 社長は、機会をセンシングし、実行するのは自分であることを認識

する企業家的経営者である。 

独断でなくて、すべては社長の責任だと言い切れば、社員はなんでもやってくれる…

…タネをまかなかったら芽は出ない。（B 社長） 

よい酒造りの思いは、酒造りのプロセスを更新し、海外コンペティションへの挑戦に向か

う。海外コンペティションへの挑戦は、そのよい結果が国際的な評判を生み、ファミリネス

であるファミリーブランドの価値を高める。 

レベルを上げるためにコンペティションで賞をとるって決めたんですよ。そのため

に酵母とか生産拠点ってところでいっぱいイノベーションやってるんですよ。（B 社長） 

B 社長は 1 対 1 の顧客開拓を重視する。顧客や納入先の店のスタッフと 1 対 1 で向き合

うことは、歴史のあるファミリーブランドを背景としたアイデンティティの拡大に有効な

取り組みである。この取り組みは、顧客ロイヤリティを高めるものである。 

 

図 4-2 B 社の結果図
81

 

 

 

81   筆者が作成した。 
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表 4-4 B 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
82

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    口伝

  ⅲ構造キャピタル  2プロセス  更新

 顧客の信頼

 顧客接点拡大

 品質提供

 地域からの協力

 地域貢献 

 5 対地域姿勢 

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用  家業を知る

  ⅲファミリーとの関係  26 先代の早世 

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的機会のセンシング 

   企業家的経営者 

   補完的リソース統合

 2強化型DC 

 家訓 

 1顧客関係 

 2地域関係 

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

 

 

4.2.3 C 社 

 分析の結果図を図 4-3 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-5 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

C 社の創業は安土桃山時代にさかのぼる。C 社長は 29 代目となり、承継するまでは日本

酒の醸造と販売を行っていた。その歴史は「よいときもあって悪いときもあって時代をつな

いできた」（C 社長）が、「新しいことを劇的に何かしたということはない」（C 社長）状況

にあった。先代社長とは親戚関係にあったが、学生時代から事業を知る環境にあった。「経

営してるところ見ていましたし……継ぐとしたら商学部や経営学部の……方がいいかなっ

て思って」（C 社長）と述べており、早くから承継の気持ちを持っていた。ここに、            

' 環境からのポジティブな作用 ' があり、 家業に対する' 情緒的コミットメント ' を形成

する。一方で C 社の長い歴史の中で培われたブランドと顧客関係といったファミリー企業

が持つ固有の価値は衰退しており、家業の危機的状況を認識し、家業に加わる。 

 

82   筆者が作成した。 
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よその飯を食って勉強したりして 30 才ぐらいになって戻るとかよくありますが、そ

んなことしたらなくなる、なくなってしまうような危ない状況だったんです。（C 社長） 

私がどこかの企業に勤めるよりは、自分でやろうかというところで酒屋を継いだとい

うところが始まりです。（C 社長） 

まずは家業である酒屋の仕事に携わり、一定の成果を上げるが、歴史のあるビジネスの形

態に限界を感じ、' ファミリネスの価値低下の認識からの企業家マインドセット ' の形成に

つながっていく。 

一生懸命やって…… 3 割ぐらいは 1 年ぐらいで伸ばした…… やった結果これは駄

目だと思ったんです。（C 社長）  

 C 社長の〔家訓の理解〕は、以下の口伝の ' 家訓 ' から 、' 対顧客姿勢 ' と ' 対地域姿

勢 ' があり、それぞれ ' 顧客関係 ' における顧客貢献、 ' 地域関係 ' における地域貢献と

して実践する。 

（先代から聞いたことは）人に迷惑をかけてはいけない……C 社は古いんだからね。

歴史はお金で買えないんだから、信用というのは大事なんだから……お客様のために

あるって。（C 社長） 

売り手よし、買い手よし、世間よければ三方よし……自分が売ってそれでよしとかす

るのではなくてビジネス、商いっていうのをどちらの立場から考えてもやっているよ

ねって、他人様が見てもいいことやってるよねっていう形が 1 番望ましいというふう

に私からはありますし、そのようにしなければならないと思っています。（C 社長） 

地域社会に貢献したいということですね（C 社長） 

C 社長は、C 社のビジネスが時代の変化に追従できないことから、ファミリネスの価値低

下を認識し、企業家マインドセットを自ら形成し、' 独学 ' による学習からダイナミック･

ケイパビリティの発揮に向かう。C 社長はまずは既存事業を伸ばす努力をするが、その中で

これまでの延長では限界を感じ、新たな形態を発見し、企業家として行動に移る。この要因
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のひとつには、C 社長が ' 個人特性 ' として持つ企業家活動に対する積極性と洞察力も含

まれる。 

チャレンジすることが好きだったということです。（C 社長） 

これは売りに行くんじゃなくて買いに来てもらおうって（C 社長） 

酒屋をやっただけだと意味がないなって思ったものですからコンビニを始めた。（C

社長） 

先代は C 社長が行おうとする業態の転換には反対であった。ファミリネスの観点からは

ソーシャル・キャピタルにおける認知的ギャップである。それは、C 社長が成果を上げるこ

とにより、先代との ' 認知的ギャップの解消 ' がなされていく。 

叱られるようなことばっかりやっていました……僕がコンビニエンスストアやるっ

てところでも反対でした。理解できないですよね。（C 社長） 

C 社長はさらに総菜、弁当の販売に拡大する。この過程におけるトライ･アンド･エラーか

らビジネスに必要なノウハウを学習する。 

ショッピングセンターの中で店内調理の店をつくった……そしたらそれが大失敗だ

った。全然売れなくて、ノウハウがない……こうやってやればいいんだって弁当のつく

り方とかもお客様とかが求める弁当のつくり方とかもだんだん分かるようになって…

…ショッピングセンターのビジネスとコンビニ店内調理が始まった（C 社長） 

C 社長のダイナミック･ケイパビリティは、' 開拓型 DC ' であり、全く新しいリソースの

統合を行う。その特徴は、企業家活動に対する ' 個人特性 ' だけでなく、家業の危機的状

況を立て直そうとする ' ファミリネスの価値低下の認識からの企業家マインドセット ' が

働く〈動的ファミリネス〉である。ダイナミック･ケイパビリティは C 社長自身が中心的に

発揮しており、企業家的経営者である。また機会をセンシングする能力を経験の中から高め

ていく。 
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どういったことやればいいのかなぁっていうことを潜在的にいろんなことの話を聞

いて、様子を見ながらどうしたらいいのかなというふうに感じとる能力を鍛えられて

いた（C 社長） 

図 4-3 C 社の結果図
83

 

大きな事業転換において、新たなスキルとノウハウが必要であり、新しい業態の確立に向

けて ' 社員 ' と対等な目線で対話し、「3 年、5 年やってようやくものになるというような

ことをもう 30 年ぐらいやって」（C 社長）、時間をかけて人材を育成し、他社による模倣が

困難な組織の ' プロセス 'としてのノウハウを蓄積する。 

飲食業界でこれだけの社員を待ってきめ細やかな店をつくるというのは全国的にも

ないんだろうかという自負はあります。（C 社長） 

 

83   筆者が作成した。 

 

対顧客姿勢  

 

対地域姿勢 

社員 

経営理念 

プロセス 

顧客関係 

地域関係 

ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット 

情緒的コミットメント 

独学 
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家訓 

ファミリネス 

承継者の知の構築 

動的ファミリネス 
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経営理念は、その根幹となる経営哲学を家訓から伝承しながらも、事業内容が大きく変わ

ったため、新たな組織アイデンティティを表明する。 

もうかることは何でもやろうってことになってしまえばいけないので事業領域、ド

メインを決めないといけないってこともほぼセットで決めました……地域の方々、社

員や取引先みんな含めてセットで考え、よって今のドメインになってるんです。（C 社

長） 

顧客との関係は、「売りに行く」から「買いに来てもらう」ことに大きく変わったことか

ら、新たな顧客関係が構築され、この関係構築には、さまざまな商品とサービスを提供し、

そのトライアンドエラーを繰り返してその中から顧客満足を得られるビジネス形態を見つ

け出し、そのためのノウハウを蓄積し、組織のプロセスを確立したことが特徴的である。 

 

表 4-5 C 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
84

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  口伝

  ⅱヒューマン・キャピタル  2社員  ノウハウの蓄積

 更新

 伝承

 2プロセス  更新

 1顧客関係  顧客ニーズの実現

 2地域関係  地域貢献 

 3 対顧客姿勢 

 5 対地域姿勢 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用  家業を知る

  ⅲファミリーとの関係  23 認知的ギャップの解消 

  ⅳ外部知の獲得  32 独学

 企業家活動に対する積極性

  洞察力

 71 ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的機会のセンシング

   企業家的経営者 

   新しいリソース統合

 1経営理念 

 51 個人特性  

 1開拓型DC 

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

  

 

84   筆者が作成した。 
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4.2.4 D 社 

 分析の結果図を図 4-4 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-6 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 D 社は、明治期からの印刷業である。第 2 次世界大戦前は軍需であったが、戦後民間需

要に転換して新しい製品開発と技術導入を行って今日に至る。D 社長は 4 代目であり、印

刷とは異なる業界で働いた後に、D ファミリーに婿入りして承継する。 

結婚したら多分いずれはやらなきゃいけない、その前提でこの話はあるんだろうな、

というのはわかってました。（D 社長） 

日本において、養子によるファミリー企業の承継は歴史的に特異ではない。それは血縁よ

りも「家」の存続を優先したためである (堀江, 1984)。「家」の慣習は、養子を法的のみな

らず、社会的にも後継ぎと見なす (有賀, 1970)。このため、承継者となる婿養子は、単にフ

ァミリーメンバーになるだけでなく、社内外のステークホルダーからファミリーの承継者

として認められるので、ファミリー企業を所有し経営する「家」のメンバーとしての婿養子

に対するファミリー外からの信頼は継続されると考えられる。婿養子は生まれたときから

のプロセスをショートカットしてファミリー・アイデンティティを獲得してファミリー企

業の承継者となる。D 社長には ' 短縮されたファミリー･アイデンティティの形成 ' があ

る。D 社長は婿入り前にベンチャーキャピタルで仕事をしていたことから、会社経営に興味

は持っていた。婿入りのときには必ずしも社長になることを思い描いたわけではないが、そ

の後、家業に関与し、積極的になり、経営に対する ' 情緒的コミットメント ' が形成され

る。 

企業経営というものには若干興味はあったと、そういうものは正直ありました。で、

それはたまたま印刷業であったということ、今にして思うとですね（D 社長） 

私としては常にイノベーションを目指しています。（D 社長） 

社長就任においては、先代は承継者に対し支持的であり、社長業に専念できる環境を得る。 
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サポートっていえば多分すべてがサポートだったんですけど……どっちかっつった

ら、自分の思うとおりやってみろみたいな、感じだったのかなと思いますけれども……

（対外活動は）先代が全部ほとんど引き受けてくれたんで、自分は社長業に専念できた

と、そういう風に思っています。（D 社長） 

D 社長は 2 つの〔家訓の理解〕がある。1 つは経営者としての姿勢が成文化された創業者

の言葉として「盛時に驕らず、衰時に悲しまず」（D 社長）である
85

。 この家訓はあらゆ

る状況に置ける沈着さもとめるものであり、D 社長は自らの姿勢としてこれを実践する。 

これはどっかに置いて右往左往しないようにやっています……経営者たるもの、よ

いときに調子に乗って呼ばれるんじゃなくて、調子が悪いときも悲しむなというのは、

やっぱりどこかで思い出して社員の前ではこのように振る舞ったりとかしてます。そ

れで社員はやっぱり地震の後とかも動揺してましたけど、社長がどんと構えていれば

徐々についてきたかなと思います。（D 社長） 

もう 1 つは、戦前における軍需の印刷物から戦後、民生用のノートを商品化し、さらにそ

の後、受注の印刷業に転換する D 社の企業家活動の歴史を通しての ' 企業家マインドセッ

ト ' である。この ' 企業家マインドセット ' には、D 社長が D 社に入る前の ' 社外学習

経験 ' から生まれたスキルと企業経営への関心もまた作用する。D 社長のダイナミック･ケ

イパビリティの特徴は、企業家的経営者であることと、社員と同じ目線ではなく顧客視点か

ら向き合うことにある。ダイナミック･ケイパビリティは、印刷に新しい技術を導入し、印

刷のプロセスを変える。 

水なし印刷ですかね。これはプロダクトイノベーションというよりはプロセスイノ

ベーション。（D 社長） 

 

 

85  「盛時には驕らず、衰時には悲しまず」は、廣池 (1928)に見られ、その言葉の意味

を「現代の人々は、その盛時には驕 傲
きょうごう

を極め、衰時には悲観しかつ煩悶
はんもん

して、実に醜

いのであります。それ故に、いかなる人も最高道徳を服膺
ふくよう

して、第１に、かくのごとく

その運命に盛衰なきよう、第２に、いかなる幸福の時も、不幸の場合にも、安心立命し

つつ最後の目的に向かって進む」 (廣池, 1928, p. 3003)と述べる。 
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図 4-4 D 社の結果図
86

 

 

D 社長のダイナミック･ケイパビリティはファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉

であり、補完的にリソースを統合する ‘ 強化型 DC ‘ である。そして、そこにはもともと印

刷業でない自身の社外経験が、社員と異なる顧客視点からの発想がある。 

私は最初言いましたとおり、生まれついての印刷屋さんではないので、よい意味で印

刷業に対しての疑問っていうのは生まれてくるんですよ。（D 社長） 

私の発想は自分としてはお客様目線なんです。なのでお客様から何か要望を聞いた

り、半ば、なんで印刷ってこんななんだよっていう話を聞くと、何とかしないと、自分

も昔思っていたなぁとか、ごもっともとか思うんですよ。（D 社長） 

環境が変化する中で印刷ビジネスの方向を示すものとして、自らの見方や考えを広い意

味での経営理念の 1 つであるビジョンとして示す。 

 

86   筆者が作成した。 

経営者 
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経営理念 
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情緒的コミットメント 

企業家マインドセット 
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［家訓の理解］ 

プロセス 

家訓 

承継者の知の構築 

ファミリネス 
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社長になった頃から印刷不要論じゃないですけどやっぱり印刷じゃなくてインター

ネットというのが登場してきて、そっちの方がこれから伸びるんじゃないかという時

代背景がありまして。でもそうじゃないって、絶対役に立つものを今までつくってきた

わけだから、これからもわれわれとすれば社会で役立つ必要なものをつくっていけば、

会社も社会に必要とされるだろうと言葉にさせてもらいました。（D 社長） 

また、企業家活動として IT 事業を分社化する。 

4 年前に IT 部門を別会社として独立させました。この会社は、そういうつもりでは

なかったんですが、結果的にはアントレプレナー的分社かなと思ってます。（D 社長） 

このように本業の印刷において新しいプロセスを導入して顧客メリットを創出すると共

に、IT 部門の自律的な成長を促して新たな顧客獲得につなげる。 

 

表 4-6 D 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
87

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    成文

  ⅱヒューマン・キャピタル  1経営者

 1経営理念  更新

 2プロセス  更新

 顧客ニーズの実現

 顧客接点拡大

 1 経営者姿勢  沈着

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅲファミリーとの関係  24 短縮されたファミリーアイデ

ンティティの形成

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的経営者 

   社員と異なる視点で向き合う

   補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

 2強化型DC 

  ⅰ家訓の理解 

 家訓 

 1顧客関係 

  

 

87   筆者が作成した。 



79 

 

4.2.5 E 社 

 分析の結果図を図 4-5 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-7 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 E 社は大正期に左官業として創業し、E 会長は社長として 3 代目である。現在は左官業

のほかにグループ会社として周辺事業を取り込む。ここでは、E 会長が社長を承継する部分

を分析対象とする。E 会長は承継に対して、' 環境からのネガティブな作用 ' があり、家業

を継ぐつもりはなかった。そのため、学業を終えて他社に勤め、そこで続けたいと思ってい

た。しかしながら、' 規範的ファミリー関係 ' からファミリーの中で自分が継がざるをえな

いという認識はあり、ファミリーに対する義務感から家業に入り、社長を引き継ぐ。E 社長

の経営に対する行動は、' 規範的コミットメント ' が働く。家業の業界は厳しい状況である

ことを認識していた。 

大学を卒業して …… 就職したんですけれども…うちの親とうちの叔父がですね、

戻ってこいと言われてですね、あまりその当時左官工事業というのは衰退企業ですか

ら、これは大変だなという…（E 会長） 

インタビューにおいて E 会長は「家訓というものは別にないですよ。」と述べた。その後、

「真面目に、真面目に、建設業をやってた」、「地道にやってきた」と言う。E 社の主たる事

業は創業時から継続されており、ここでの「真面目に」は歴史的に受け継がれたものである。

E 社の事業は、建設業の中でも目立たない職域であるが、真面目に取り組む姿勢は重要であ

り、また E 社の本質であるといえる。ここに暗黙的に経営者姿勢に対する〔家訓の理解〕

がある。このことは E 会長が社長時代に作成した経営理念に反映され、顧客に対して誠実

な姿勢で臨む。また E 会長は〔家訓の理解〕として対社員姿勢を伝承し、社員に対する責

任を引き継ぎ、この価値観を経営理念で表明しそれを実践する。それは、（リーマンショッ

クの後）「人員整理は直接雇用の社員の人にはしなかった」（E 会長）とし、経営が困難な状

況で雇用を守るということに表れる。 

E 社長は家業の厳しい状況を認識し、必ずしも承継に前向きではなかったが、 ' 規範的

ファミリー関係 ' から承継した。そして、' ファミリネスの価値低下の認識から企業家マイ
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ンドセットの形成 ' をして、ダイナミック･ケイパビリティを発揮する。グループ会社にお

いて建築関連資材を扱う事業を始め、また左官業から周辺事業に拡大する。E 社長のダイナ

ミック･ケイパビリティはファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉であり、リソー

スを補完的に追加する ‘ 強化型 DC ‘ である。 

その当時はね、やっぱり仕事が少なかったということで……こういうようなのをや

ったらどうかとそういう身内の提案があったんです……どうやって売ろうかという売

り方がよかったんで、あれだけポンポン売れていったんだと思いますね。（E 会長） 

グループの中にはタイルの会社もありますし、それから土木関係やってる会社もあ

りますし、それは建設業の中の専門分野ですけども、それはこれからも広げて行こうと

は思います。（E 会長） 

これにより、新たなプロセスが追加され、その結果顧客の拡大につながる。 

 

図 4-5 E 社の結果図
88

  

 

88   筆者が作成した。 
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表 4-7 E 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
89

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  暗黙的

 1経営理念  伝承

 2プロセス  更新

 顧客ニーズの実現

 顧客接点拡大

 1 経営者姿勢  誠実 

 2 対社員姿勢

  ⅱ環境からの作用  12 環境からのネガティブな作用 

  ⅲファミリーとの関係  25 規範的ファミリー関係

  71 ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット

  ⅵコミットメント  82 規範的コミットメント

 Ⅲ動的ファミリネス    2強化型DC  補完的リソース統合

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

 1顧客関係 

 

 

4.2.6 F 社 

 分析の結果図を図 4-6 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-8 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

F 社は江戸時代の初期から続く日本酒醸造の企業であり、F 社長は 13 代目である。F 社

長は小さい頃から、家業を知り、周囲からも後継ぎとして見られ、自然に承継する気持ちを

形成する環境の中で育った。承継に関しては、' 環境からのポジティブな作用 ' がある。 

小さい頃からうちの酒蔵で生まれ育っておりますので、そういう後を継ぐ意志とい

うのはどこかにあったわけですよね、世間の方が後継ぎだっていうふうに接してくる

方が多かったので、そういうふうな意識はありましたが、父親は後を継ぎなさいという

のは言わなかったということですね。（F 社長） 

先代社長である父は、承継を明確に求めることはなく' 先代の暗黙的姿勢 ' があり、社外

での学習経験の場は得ることができた。F 社長は大学卒業の後に他社で業務経験を積む。そ

の後ビジネススクールでの学びが大きな転機となり、ビジネスに対する積極性を高め、     

' 情緒的コミットメント' を形成する。そして自ら家業を継ぐと言うに至る。 

 

89   筆者が作成した。 
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（他社経験で）3 年たったときに自分の出た大学のビジネススクールに入りまして、

その頃はもう後を継ぐ気持ちでビジネススクールに行ったわけですね。ビジネススク

ールに行きましたので、ハーバードのメソッドを日本語で勉強したんですけど、それが

一番大きな何ていうか、私自身大きく変わったと思いますね。（F 社長） 

自分の方から後を継ぐと言ったということになっておりまして 。（F 社長） 

F 社長に 2 つの〔家訓の理解〕がある。1 つは、ファミリーメンバーのうち、一代で一人

だけ家業に関与することを伝える。それにより、経営の永続的な安定化を図る。 

ほかの兄弟がたとえば 3 人いたら誰か一人が会社に入る。そのほかの人が入れない

というのは家訓といえば家訓ですけど、それはずっと続いてますね。（F 社長） 

要するに兄弟の間の仲がいいので、一緒に入っていけば問題ないのですが、兄弟がず

っと続くと、いとこの代になるとだいたいけんかして、会社が分裂するという例がたく

さんあるので、それを防ぐということだと思います。（F 社長） 

もう 1 つの〔家訓の理解〕は、 ' 企業家マインドセット ' である。家訓は「伝統は革新

の連続」（F 社長）を伝える。この家訓と合わせて、F 社は日本酒製造における商品開発と

販売の拡大において企業家活動の歴史がある。さらに F 社長はビジネススクールにおける

学びから ' 企業家マインドセット ' を高める。 

変えていくことに意義を感じたり、それから今の時代のお客様に喜んでもらいたい

というそういう心を持っていないと務まらない仕事だろうと思います。（F 社長） 

時代の様子が変わったり、お得意様が変わったり、新しいお客様ができたり、新しい

マーケティングをしたりだとか、そういうことになりますから、そういうことが続いて

一生懸命できるので、会社が存続しているんだと言うことがよく分かるんだと思いま

す。（F 社長） 

F 社長のダイナミック･ケイパビリティは、 ' 社外学習経験 ' 、〔家訓の理解〕から形成

された ' 企業家マインドセット ' 、 ' 環境からのポジティブな作用 ' 、そして ' 社外学習

経験 ' から形成された ' 情緒的コミットメント ' が作用する。 
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図 4-6 F 社の結果図
90

 

 

F 社長は自らが企業家であることを認識し、リーダーシップを持ってダイナミック･ケイ

パビリティを発揮する。 

私自身がいかにイノベーティブかというそこも問われると思うので、そこも非常に

ふだん重要なことだと思います。（F 社長） 

一番の問題は、うちの会社は基礎化粧品の販売をすることに対して、私が決定したも

のですけど、当時会社の全員は反対をしていました。（F 社長） 

F 社長のダイナミック･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネ

ス〉であり、F 社が持つ発酵技術をいかして、 ‘ プロセス ‘ に補完的なリソースを追加し

 

90   筆者が作成した。 
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て、それまでと異なるドメインにおける商品を開発し、新たな販路を開拓して顧客を獲得す

る。（ ‘ 強化型 DC ‘ ） 

一番イノベーティブなのはいわゆる基礎化粧品。（F 社長） 

実は技術的にはあまり難しくなくて、要するにその市場が全然違うので、伝え方とか、

売り方とかそういうのが難しいわけですね（F 社長） 

ダイナミック･ケイパビリティの発揮において、必要なスキルを持つ人材を契約型雇用に

より確保する。 

その新しいことについての経験や知見のある人を入れていくっていう、そういうや

り方をとってまして、まあそういう人たちは年俸制の社員たちです。（F 社長） 

 

表 4-8 F 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
91

 

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    口伝

    成文

 1経営者

 2社員  スキル人材獲得

  ⅲ構造キャピタル  2プロセス  更新

 顧客接点拡大

 販路開拓 

 1 経営者姿勢  一代一人

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

 家業を知る

 周囲が後継としてみる

  ⅲファミリーとの関係  21先代の暗黙的姿勢

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的経営者 

   補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 家訓  Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅱヒューマン・キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル  1顧客関係 

  ⅰ家訓の理解 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用 

 2強化型DC 

 

 

 

91   筆者が作成した。 
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4.2.7 G 社 

 

 分析の結果図を図 4-7 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-9 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 G 社長は G 社の 4 代目となる。G 社は大正時代に創業し、創業者は米屋から絹織物製造

へ、2 代目は絹織物から合繊へ、3 代目は土木製品へと、代ごとに業態を大きく転換してき

た。G 社長が小さい頃、家に工場があることから家業に接する機会があり、将来はそれに就

くことを考えており、幼い頃から家業の承継に対する' 環境からのポジティブな作用 ' があ

る。 

私は小学校とか中学校のときは、住んでる家の中に工場があったんですよ。だから当

時はいろんな織機とか繊維が家の中にありまして、小さい頃から油にまみれて僕の遊

び場って言うと工場の中で遊んでいたりとか、工場の働いてる人にかわいがってもら

ったりとか、そういう中で私は育ってきたので、いずれこういうことをやるんだろうな

というのがありましたよね。（G 社長） 

G 社長は２つの〔家訓の理解〕がある。１つは仁である。 

仁っていうのは、まっすぐ生きるっていうこと、人のことを思ってあげるということ、

ここがすべての基本である言うことが子供のときからそういうふうに育てられました

よね。好んでそういう本を読むようにしてましたし。（G 社長） 

仁は孔子の論語にあるが、鈴木 (1984)は、仁を「誠実とおもいやり」 (鈴木, 1984, p. 41)

とする
92

。 「誠実」の価値観は、経営理念を通じて実践される。また「おもいやり」の価

 

92  「孔子はたえず『仁』と言うことを説」くが、「『論語』においては『仁』そのもを、

一般論として論理的・哲学的に説明する言葉はない」 (鈴木, 1984, p. 39)。後世の思想

家の解釈を踏まえて鈴木 (1984)は、そのように捉えるが、G 社長の理解も同様であ

る。 
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値観は「厳しくも暖かい」（G 社長）社風を目指して制度的に社員を育成し、失敗を恐れな

い風土づくりを行う。 

まさしく経営の中で実践していると思いますし、そこらあたりは社員にしっかり伝

わっているんじゃないかなと思います。 いろんな言い方変えてね。若い人に分かるよ

うに、たとえば「ワンダラーアウト」。会社のお金を 1 ドルでも取ったらアウトとかで

すね。まっすぐ生きるとか、そういうところを分かりやすい言葉で社内で言ったりとか

そういうのはしてます。（G 社長） 

もう一つの〔家訓の理解〕は、 ' 企業家マインドセット ' である。創業者をはじめとし

て各代それぞれにおいてドラスティックな業態の変革がある。創業者は米屋から絹織物製

造へ、2 代目は絹織物から合繊へ、3 代目は土木製品へと変わる企業家活動の歴史がある。

G 社長はこの ' 企業家マインドセット ' を「あ、それもね、あのー、うちの家訓の 1 つで

すよ」（G 社長）といい、なかば無意識に認識している。G 社長の〔家訓の理解〕は ' 先代

との価値観共有 ' につながり、それが家業を継ぐことを見据えた大学時代と他社経験につ

ながっていく。G 社長は学生時代から海外に憧れた。また、社外で実務経験を積み、ここで

海外ビジネスを経験した。これらのことが G 社長の企業家マインドセットの形成に対して

ポジティブに作用する。 

高校時代から海外への憧れっていうものが非常に強くてですね。やっぱり大学で海

外に行くっていうあれもあったんですけど、東南アジアとか 中国とかを中心に 2-30 カ

国ぐらいですね旅して、そのときから海外でのいろんな出会いがありましてですね。ビ

ジネスはやっぱり海外がベースになってる部分があって、（他社経験）でもイスラムマ

ーケティングをやったりとか。（G 社長） 

また G 社長の ' 個人特性 ' として自己効力感がある。 

G 社に入って出会いを増やすことによってまだまだ成長するんじゃないかっていう

のが私の源流なんですね。（G 社長） 

危機感というのも 1 つのベースなんです……そこを打ち破るのはやっぱり G ってい

う名前が付いた 4 代目の私じゃないと厳しいんじゃないかなって（G 社長） 
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このように幼い頃から環境が承継にポジティブに作用し、自ら外部での経験を積む中で

自己効力感を高め、家業の経営に積極的な ' 情緒的コミットメント ' を形成する。 

 

図 4-7 G 社の結果図
93

 

 

G 社に入社の後、組織の理解と分析の期間を経て、社内企業家として具体的な計画を示

し、実行し、それを父親である当時の社長に認めてもらう段階に進み、ここからダイナミッ

ク･ケイパビリティの発揮が始まる。 

守る時代っていうのは、4 年ぐらいあったんですね。とにかく今の会長に白紙で従う

時代で そんときにいわゆるオブザベーションするんですね。会社の強みをじーっと分

析して先代の事業を徹底的に勉強する……破る時代にいかにやっぱりあの数字でコミ

ットメントをするかかなと思うんですね。で、そのコミットメントすることで、その会

長今の、ま、当時の社長にも認められる （G 社長） 

 

93   筆者が作成した。 
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上場はしてますけど僕いつも社員にも社内でも社外でも言うんですけど、やっぱり

いつまでもベンチャー企業って言ってるんですね。だからやっぱり、毎年、2 割から 3

割ぐらいは新規事業とか新商品で塗り替えていこうよと。（G 社長） 

G 社長のダイナミック･ケイパビリティは、' 企業家マインドセット '、' 社外学習経験 '、 

' 個人特性 ' および ' 情緒的コミットメント ' が作用し、大胆にリソースを獲得し、リソ

ースの再統合を積極的に行う ' 開拓型 DC ' であり、ファミリーの影響を受けた〈動的ファ

ミリネス〉である。その実行は自らがリーダーシップを発揮して行うものであり、企業家的

経営者である。中途採用を含めて新たなスキル･ノウハウを持つ ' 社員 ' を獲得する。そし

て M&A とこの人材の混合が新たな事業のプロセスを生み出し、新たな市場と顧客関係を

構築する。 

M&A した会社同士の、あのー混じり合いによって、やっぱ新しい新規事業っていう

のは始まるなと思って（G 社長） 

表 4-9 G 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
94

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    口伝

  ⅱヒューマン・キャピタル  2社員  スキル人材獲得

  ⅲ構造キャピタル  1経営理念  伝承

  ⅲ構造キャピタル  2プロセス  更新

  ⅳ関係キャピタル  顧客の信頼

  ⅳ関係キャピタル  顧客接点拡大

 思いやり

 誠実 

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用  家業を知る

  ⅲファミリーとの関係  27 先代との価値観共有 

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

   51 個人特性   企業家活動に対する積極性

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的経営者 

   新しいリソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅰ家訓の理解  1 経営者姿勢 

 1開拓型DC 

 家訓 

 1顧客関係 

  

 

94   筆者が作成した。 
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4.2.8 H 社 

 分析の結果図を図 4-8 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-10 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

H 社は明治期に創業し、2 代目がしょうゆ醸造、3 代目がみそ醸造を手掛けた。H 社長は

4 代目であり、米こうじを手掛けるなど幅広く発酵食品をつくり、提供する。 

 

H 社長は家業の承継にネガティブで、少なくとも早くから家業に入るつもりはなかった

が、父親である先代社長は承継を強く求め、いつかは継ぐことは考えていた。先代社長は、

大学卒業後の社外経験先や入社の時期も決め、承継者はそれに従う。このように当初の家業

に対する行動は ' 規範的コミットメント ' による。 ' 先代の権威主義 ' に対して表面的な

抵抗はあるものの、父親にはかなわないことは分かっており、父親が言うことに従う。学生

時代には海外留学を経験し、これは後に H 社長が新たなビジネスを始めるときの役に立つ。 

H 社長は４つの〔家訓の理解〕がある。1 つは ' 対社員姿勢 ' である。 

戦争のときは最後、少し食料として原材料を社員さんにはまいたって聞いてますね。

（H 社長） 

社員に対する姿勢は、経営理念を説いて帰属意識を持った社員の育成につながる。 

今の子にその帰属意識を求めてもないんだから、ないんだから求めてもしょうがな

いと思うんだけど、ポジションが上がっていく人っていうのはやっぱりサービス精神

が、昔でいう奉仕の精神がないとポジション、上のポジションは与えられないって僕は

思うね……出入りはあります。ありますが、割とうちいい人そろったな。必要な人がい

るな。多分それはこちらが自分のなんというか理念を打ち出しているから、うちはこれ

で社会貢献します、これでやっていきます、っていうのを表しているからじゃないかな

と思いますね。（H 社長） 

2 つ目は、顧客貢献としての  ' 対顧客姿勢 ' であり、３つ目が地域貢献としての         

' 対地域姿勢 ' であり、これらは先代からの口伝として伝わる。 
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それは、親が、日頃の中でお役に立つんだって、父親がいってましたけどね。日頃の

中で世の中のお役に立つって。（H 社長） 

顧客貢献の姿勢は H 社長により実践される。 

あったらいいなを決めるのはお客さんだし、僕がディクテートしてるのはプロセス

をディクテートしてるだけで、決めるのは僕の上にお客様がいて、お客様が偉いと。 

（H 社長） 

先代の価値観を継承し、「町おこしもある」（H 社長）とし、地域振興にも力を注ぐ。 

 

図 4-8 H 社の結果図
95

 

 

 

95   筆者が作成した。 
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４つ目は企業家活動の歴史があり、' 企業家マインドセット ' を伝える。 

1 代目はトレーダーだった……しょうゆ醸造を、マニュファクチャラーになったの

は 2 代目ですね……3 代目が私の父親ですけども、しょうゆ事業にプラスしてみその

醸造を始めて。（H 社長） 

先代の振る舞いは大きな影響を与えるが、海外留学の経験をいかして自身のやり方を見

つける。 

超越してて泰然としてる人だから、僕はバタバタしてるだけだから、全然そんなの合

わないよ、できないよ、無理。無理って分かったから俺は海外やるっていったの。（H

社長） 

一方、家業に加わった当初は、' 規範的コミットメント ' であったが、家業における経験

を通して、' 情緒的コミットメント ' に変わっていく。 

（商品開発に関して）うちの場合はトップ主導ですね……好きだから。俺の好きなこ

と取らないでって。（H 社長） 

H 社長のダイナミック･ケイパビリティは、  ' 企業家マインドセット ' 、 ' 社外学習経

験 ' および ' 情緒的コミットメント ' が作用する。そして、既存事業が持つ強みをいかし、

関連分野へ拡大を図る ' 強化型 DC ' であり、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネ

ス〉である。 

最初から意図があって、成功するには染み出るって言って、周辺を触るのは間違いな

いのでリスクがないようなやり方をした（H 社長） 

飛び地は始めからうまく行かないことが分かってたので、それはしないという選択

を選択したということですね（H 社長） 

輸出の取り組みは、新たな顧客を獲得する。 

貿易を始めたのが私で、今は去年の決算では売上げの約 2 割は海外輸出ですね。（H

社長） 
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保有する強みをいかして甘酒を始める。そのためにプロセスが創出される。 

ゼロから始めたのは甘酒（H 社長） 

ビジネスの周辺領域への拡大は、従来の経営理念と整合しなくなり、経営理念を更新する。 

しょうゆ･みそ屋さんのふりしてますが、だいぶ変わってますよね。だからそうなる

と、発酵食品っていうくくりにしないとなかなかまとまらないもんだから、それで書き

直したって感じです。（H 社長） 

 

 

表 4-10 H 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
96

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    口伝

  ⅱヒューマン・キャピタル  2社員  家族主義的社員の育成

 1経営理念  更新

 2プロセス  更新

 顧客ニーズの実現

 顧客の信頼

 顧客接点拡大

 2地域関係  地域貢献 

 2 対社員姿勢

 3 対顧客姿勢 

 5 対地域姿勢 

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  12 環境からのネガティブな作用 

  ⅲファミリーとの関係  22 先代の権威主義

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

 81 情緒的コミットメント

 82 規範的コミットメント

   企業家的経営者 

   補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス  2強化型DC 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

  ⅵコミットメント 

 1顧客関係 

 家訓 

 

  

 

96   筆者が作成した。 
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4.2.9 J 社 

分析の結果図を図 4-9 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-11 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

J 社は江戸時代中期に創業し、200 有余年、漆および漆器を販売してきた。J 会長は社長

として 7 代目であるが社長の座はすでに息子に譲っている。ここでは J 会長が社長を承継

する部分を分析対象とする。J 会長が幼い頃までは漆の販売が主体であった。小さいときか

ら家業を知る環境にあり、また周囲から承継者と見られた。ここに 承継に対する' 環境か

らのポジティブな作用 ' が見られる。 

子供のときから、J っていう漆屋の子供だというふうな形で私は育ったんです。（J 会

長） 

漆は漆器のほかに建築などの用途があるが、環境が変化し、その需要は減少の一途をたど

る
97

。このような状況の中で、漆販売の将来に限界を感じていた。 

あまり漆屋という商売だけでは先が見えているという感じがしたもんですから、漆

屋になれとはわたし言われてなかったです。（J 会長） 

材料としての漆のビジネスは限界が見えており、新たなビジネスの道を開くことは親子

共通の考えであった。G 会長は漆と関連する漆器販売に着目する。ここに 'ファミリネスの

価値低下の認識から企業家マインドセット' の形成が見られる。そして自ら望んで社外の漆

器販売の会社で経験を積む。ここで漆器製品のビジネスにおいて品質を重視することの大

切さを学ぶ。 

（社外経験は）3 年間ですが、修業させていただいたのが、自分にとっては、大きな

財産になりました。（J 会長） 

 

97   1900 年代の前半においては、軍需と工業用途の拡大で漆の消費量が拡大していた 

(湯山, 2011)。しかし、1970〜2020 年の 50 年間で漆の国内消費量は 10 分の 1 以下に

減少している (文化庁, 2022)。 
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よいものを扱う店になりなさいよと、お客様は、その買うときに高いというふうに思

ったとしても、10 年 20 年たったときに、あそこで買った漆器はよい漆器だった、長持

ちするし、傷まないし、だけど、買ったときのことを忘れて安い漆器を買った人は 2、

3 年で割れたり、はげたりして、J で買ったやつははげたりする、すぐ駄目になったっ

ていうようなことしか印象に残らないから、そうならないようなものを扱えるような

店になりなさいよと（J 会長） 

事業承継に向けての J 会長の行動は自立的であり、家業に対して自ら就きたいと思う    

' 情緒的コミットメント ' が見られる。そして、' ファミリネスの価値低下の認識から企業

家マインドセット ' を形成し 、漆器販売会社での経験をとおして外部知を獲得したことか

ら、ダイナミック･ケイパビリティが発揮される。 

ファミリネスとしての ' 家訓 ' は先代の父親からの口伝であり、J 会長の〔家訓の理解〕

は、 ' 経営者姿勢 ' 、 ' 対社員姿勢 ' 、 ' 対顧客姿勢 ' 、 ' 対地域姿勢 ' の４つである。 

' 経営者姿勢 ' は、経営者として持つべき誠実さを先代である父親の口伝から理解する。 

質実寡黙きちんとした考え方で対応できる人間であれというふうなことで。（J 会長） 

また、 ' 対社員姿勢 ' は育成の大切さを口伝から理解し、 ' 社員 '  の育成を実行する。 

一人一人が精鋭に……先代はそのように言ってきました（J 会長） 

それぞれの人たちが、自分が納得して働ける環境づくりが重要かなと思っておりま

す。（J 会長） 

さらに ' 対顧客姿勢 ' は、顧客への貢献を理解し、J 会長はそこからよい品質の商品を

提供して顧客からの信用を得ることにつなげる。 

「店はお客様のためにある」……父がよく申しておりましたし、私どももそのように

商売、 ビジネスをするときには心がけて、何かあったら自分の考えっていうよりも、

お客様の立場に立ってものを考えるようにすれば、だいたいうまくいくんではないか

なと。（J 会長） 
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求められたお客さんに「ああ、あそこで買った漆器はよかったな」というふうに信用

を得る、というふうなことが一番大切ですから、「店はお客様のためにある」という考

えが継続してて、お客さんから信用を得るんじゃないかなと（J 会長） 

そして、' 地域関係 ' は、地域との共生の価値観が伝承される。 

父はそういう面では、全体がよくなるために、こうしたら町がすごくよくなるんじゃ

ないかというふうなことを考える人だった。（J 会長） 

私はやはり公のために一所懸命尽くしてたら…いいことも必ずあるな、というふう

に感じていました。（J 会長） 

 承継者のダイナミック･ケイパビリティは、漆販売から漆器販売へという相互に関連性が

ある補完的リソース統合であり、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉としての 

‘ 強化型 DC ‘ である。漆と漆器は関連性があるというものの、B to B から B to C への転

換であり、新たなプロセスを構築する。そして、高い品質の商品を提供するために検品強化

の仕組みを組み入れる。 

（社外経験した会社では）検品がとても厳しかった。バックヤードにすごく力入れて

ました。営業にももちろん力を入れてましたが、その人数の倍ぐらい商品を検品したり

包んだりする人たちがいました…… そういう体制を整えた（J 会長） 

商品の品質を高めるためには、検品だけでなく、サプライヤーの理解と協力が必要であり、

サプライヤーとの関係を高めることに努力する。 

（サプライヤーは）よい商品づくりに、私どもの好みの品物をつくってくださいます。

一緒に成長してきたわけです。（J 会長） 

顧客との関係においては 3 つの要素が作用する。1 つは承継者の誠実な対応姿勢であり、

もう 1 つはプロセスとサプライヤーとの関係から生み出す高い品質である。加えて第 3 の

要素として、時代のニーズを察知し、新しい製品をプロデュースし、顧客満足を得ることに

ある。承継者はこのニーズを察知し、それに応えるべくダイナミック･ケイパビリティを発

揮するのは、自らの役割と認識し実行する。 
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ほっといたら 2 割ぐらいずつお客さんは減っていきます。ですけど、それうめて、な

おかつ伸ばしてくときには、3 割お客さんを増やさなくちゃいけないってことは、時代

時代、また新しい顧客を、こ〜、つくっていかなければいけない、（J 会長） 

そういうふうなことの時代にあったデザインていうものに対しては、今度プロデュ

ースする立場の自分としてはすごく気を使ってることですね。それがやはりなかった

ら多分、続かないと思います。古くさ〜い感じのものになってしまうと思います。 （J

会長） 

 

図 4-9 J 社の結果図
98

 

  

 

98   筆者が作成した。 
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表 4-11 J 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
99

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  口伝

 1経営者

 2社員

  ⅲ構造キャピタル  2プロセス  更新

 顧客ニーズの実現

 顧客の信頼

 顧客接点拡大

 品質提供

 2地域関係  地域貢献 

 3サプライヤー

 1 経営者姿勢  誠実 

 2 対社員姿勢

 3 対顧客姿勢 

 5 対地域姿勢 

 家業を知る

 周囲が後継としてみる

  ⅲファミリーとの関係  27 先代との価値観共有 

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

 
 71 ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的機会のセンシング 

   補完的リソース統合

 1顧客関係 

 11 環境からのポジティブな作用 

 2強化型DC 

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅱヒューマン・キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

  ⅱ環境からの作用 

 

 

 

4.3 調査 2 のケース内分析 

 

4.3.1 P 社 

 分析の結果図を図 4-10 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-12 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 

99   筆者が作成した。 
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P 社は江戸時代中期からかつおぶしを扱う。かつおぶしそのものはサプライヤーから仕入

れるが、P 社が顧客に対してその品質を保証する立場にある。現在は自社の企画によるさま

ざまな製品をそろえる。 

P 社長は 13 代目であり、幼い頃から家業について知る機会があり、それは家族からだけ

でなく、社員や取引先との接触も通じて自然に培われた。 

物心ついた頃から自然に P という会社はもう知ってはいました……（仕事関係者が

家に来るのは）生産者だけじゃなくて、社員もしょっちゅうですね。（P 社長） 

また幼い頃から接するさまざまな人から後継ぎとして見られていることが、自身の承継

する気持ちを自然につくり上げていく。このように承継に対する ' 環境からのポジティブ

な作用 ' がある。 

いやもう明確にあなたは継ぐんでしょ、ていうふうに皆さんは見てますし。（P 社長） 

父親には ' 先代の権威主義 ' が見られ、P 社長は遠回しながら承継を求められ、それを

受け入れる。次の言葉に、ファミリー企業の承継と「家」の継承が一体であることが表れる。

そして当初はファミリー企業に向かう力は、 ‘ 規範的コミットメント ‘ である。 

先代から問われたんですよ、将来どうするどうするか。家を継がないなら出て行けと

言われて……では家を継ぎますって言って大学に行かしてもらった。（P 社長） 

承継者の〔家訓の理解〕は 2 つある。1 つは知足の考えである
100

。P 社を承継してきたフ

ァミリーに古文書が残る。承継者はその中にある知足として示される ' 経営者姿勢 ' を経

営に対する良識として共感し、理解し、それを実践する。 

1 人だけがもうけると、やはり妬みを買うみたいのがあって、信用っていうことは、

「足るを知る」というか、そこはよいと思います。（P 社長） 

 

100   知足は老子道徳経において、「足るを知る者は富む」 (金谷, 1997, p. 113)、「足るを

知れば辱められず」 (金谷, 1997, p. 145)、「わざわいは足るを知らざるより大なるはな

く」 (金谷, 1997, p. 150)などと記される。 
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規模を追求してない……極端に規模を大きくしようっていうふうには思ってません。

（P 社長） 

もう 1 つは、かつおぶしをベースとしたさまざまな製品開発が行われてきた企業家活動

の歴史から、 ' 企業家マインドセット ' の〔家訓の理解〕がある。 

また、P 社が持つ ' 歴史的リソース ' である ' 企業ブランド ' は、その長い歴史から ' 

顧客関係 ' に作用し、信頼を構築する。 

やはり長く続いてるってことはお客様が知ってくださってますし、信頼してくださ

ってるって意味ではすごい大切な財産だと思っています。（P 社長） 

この企業ブランドと強く結びついているのは、古くからの品質のよいかつおぶしの提供

である。P 社はこのかつおぶしを' サプライヤー ' から仕入れて、さまざまな製品として販

売するため、' サプライヤー ' と連携は必須である。さまざまな製品を企画して販売しても

そのベースは変わらない。 

かつおぶしからそこに全く変わっていくことではなく……かつおぶしから離れるわ

けではなく（P 社長） 

先代によって、早くから「夏休みとか、結構生産地に連れられて行っていました」（P 社

長）とあり、サプライヤーを重視する価値観が先代にあり、それを P 社長はそれを早くか

ら学んでいる。 

P 社長のダイナミック･ケイパビリティの泉源は、企業家活動の歴史から ‘ 企業家マイン

ドセット ‘ の形成と、当初は ‘ 規範的コミットメント ‘ であったが承継プロセスを通じて

形成された ‘ 情緒的コミットメント ‘ にある。P 社長は次のように語る。 

次（の世代）が（社長を）やりたいと思えるような会社にしたいと思っています。（次

の世代が）自ら P という会社で働きたい、P をもっと多くの人に使っていただきたい

とか、知っていただきたい、そう思えるような会社に今、私はしていこうという（P 社

長） 
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図 4-10 P 社の結果図
101

 

 

 

P 社長のダイナミック･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネ

ス〉であり、補完的リソースを統合する ‘ 強化型 DC ‘ である。P 社長は「P 社の約束」を

作成して、製法の伝統を守り高い品質の製品を提供し続けることと合わせて、時代の変化に

応じた新しいものをも提供することを明らかにする。 

「P 社の約束」というものは、私が社長になったときか、その直前ぐらいからいろい

ろ P 社というものの見え方がバラバラになってたんですね。ロゴの使い方とかでそれ

をなるべく皆が 1 つにまとまるように見え方ですとか、考え方みたいなものを整えて

いって、その約束というものが出来上がってます。（P 社長） 

 

101   筆者が作成した。 
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P 社長は、かつおぶしとその他のさまざまな要素との組み合わせから新たな商品の開発や

店舗を出し、顧客が使ったり、味わったりする機会を増やすことで顧客を拡大する。 

お客様が昔ながらに家で削るかというと、かつおぶしをあまり削らなくなってます

ので。そこに使っていただけるような形を私たちがつくり出していく、ということです

ね。使う場であったり、味わう場であったり、それを触れる、そういったことを、形を

変えたり、場所を変えたり、時間を変えたり、そういった機会を増やしていくことは新

たにやっていきたい。（P 社長） 

提供するものの本質は品質のよいかつおぶしである。このことは P 社長が幼い頃からサ

プライヤーに連れて行かれたことにもそれがうかがえる。補完的なリソースの追加は、日本

の伝統的な食品であるかつおぶしを入手し提供することを保ちながら、それを使っていた

だき、味わっていただく機会を増やすように補強する。 

 

表 4-12 P 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
102

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    成文

  ⅰ歴史的リソース  3 企業ブランド

  ⅱヒューマン・キャピタル  1経営者

  ⅲ構造キャピタル  1経営理念  更新

 企業ブランド 

 顧客接点拡大

  ⅳ関係キャピタル  3サプライヤー

 1 経営者姿勢  良識

 4 対サプライヤー姿勢

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

 家業を知る

 周囲が後継としてみる

  ⅲファミリーとの関係  22 先代の権威主義

 81 情緒的コミットメント

 82 規範的コミットメント

 Ⅲ動的ファミリネス    2強化型DC  補完的リソース統合

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用 

  ⅵコミットメント 

 1顧客関係 

 家訓 

 

  

 

102   筆者が作成した。 
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4.3.2 Q 社 

 分析の結果図を図 4-11 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-13 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 Q 社は明治期に酢、みそ、しょうゆの醸造を始め、3 代目のときに、酢に集中する。Q 社

長は 4 代目であり、早くから家業を知る環境にあり、家業を手伝った。承継に関しては先代

社長である父親に早くから言われており、それに従った。Q 社長は大学卒業後、すぐに家業

の会社に入る。' 先代の権威主義 ' が見られ、Q 社長はそれに従う。Q 社長の承継に対して

は、' 環境からのポジティブな作用 ' があり、‘ 規範的コミットメント ‘ を形成する。 

創業者は 3 代目に対し、直々に酢の製造法を伝授しており、特に酢の醸造に思い入れが

あった。そのよいものをつくる思いを Q 社長の父親である 3 代目社長が引き継ぐ。 

（父と母の）2 人がこの事業を、事業構造を見直さなきゃいけないだろうみたいな話

で、酢もみそもたまりもやってて、もういいわけがない。何か 1 つに集中するかしない

と駄目だろうみたいな話を 2 人で話し合って酢にしよう。（Q 社長） 

（先代は）酢についてのやっぱり思い入れが強かったから酢にしたっていうことだ

と思います……もうかりそうだから選んだとかっていうふうなことではないです。ま

さにそのバトンを受け取ったっていうふうなことなんじゃないかと思いますね。 （Q

社長） 

よいものをつくる姿勢は新たな商品開発と顧客の獲得につながってきており、 〔家訓の

理解〕として、' 企業家マインドセット ' が Q 社長に伝承される。 

（某ホテルに）ワインビネガーをずっと納めているんですけど、だからそれがうちの

酢の専門の会社としての第一歩だったと思います。そういうことを親父はやったんで

すね（Q 社長） 

Q 社長はこの ' 企業家マインドセット ' の価値観を伝承し、これと合わせて承継プロセ

スを通じて形成された ' 規範的コミットメント ' を持ってダイナミック･ケイパビリティ

を発揮する。Q 社長のダイナミック･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的
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ファミリネス〉であり、補完的にリソースを追加する ‘ 強化型 DC ‘ である。さらに高い品

質の酢を生産するノウハウの獲得に向かい、「独自のやり方をいっぱいいろいろ詰め込んで」

（Q 社長）ユニークな生産のプロセスを作り上げる。この知的資本の背景として、財務的に

最新設備を導入して、高品質な製品を安定して生産できる体制が構築される。 

簡単につくるっていうことを選ばずに、しっかりつくるっていうふうなことしかで

きないような工場になっちゃってる。（Q 社長） 

このリソースの更新は、価値があり、希少で、模倣できない、代替えできない VRIN リソ

ースを生み、高品質を追求するファミリーの価値観に由来したファミリネスと言える。この

結果として、品質を強みとして新たな大口顧客の獲得につながる。 

 Q 社は長い歴史を持つが、そのブランドの影響範囲は当初、地域に限られていた。その

後、新たな製品を新たなプロセスで生産し、市場が全国的に広がると共に、歴史あるブラン

ドが新たな顧客に浸透し、 ' 顧客関係 ' の拡大に作用する。 

 

図 4-11 Q 社の結果図
103

 

  

 

103   筆者が作成した。 

企業家マインドセット 

プロセス 

顧客関係 

先代の権威主義 

規範的コミットメント 

企業ブランド 

ファミリネス 

家訓 

環境からのポジ

ティブな作用 

強化型 DC 

［家訓の理解］ 

［歴史的リソース］ 

動的ファミリネス 承継者の知の構築 



104 

 

表 4-13 Q 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
104

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  暗黙的

  ⅰ歴史的リソース  3 企業ブランド

  ⅲ構造キャピタル  2プロセス  更新

 企業ブランド 

 品質提供

  ⅰ家訓の理解  6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用  家業を知る

  ⅲファミリーとの関係  22 先代の権威主義

  ⅵコミットメント  82 規範的コミットメント

 Ⅲ動的ファミリネス    2強化型DC  補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅳ関係キャピタル  1顧客関係 

 

 

 

4.3.3 R 社 

 分析の結果図を図 4-12 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-14 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 R 社は、江戸時代中期に創業したしょうゆ製造の企業であり、R 社長は 12 代目となる。

R 社長が幼い頃は家業との接点が薄かった。家業を営む場所が自宅から離れていたことと、

家業に興味がなく話を聞くことも多くなかった。一方で、両親からの「今からは日本で大学

に行くよりは、海外に行ってくる方がいい」（R 社長）との勧めで米国のボーディング･スク

ールへ留学する。その後、家業にはかかわらないで、他の仕事に就き、レストラン経営を含

む仕事を経験する。結婚をするが、子供を連れて戻って来ることになり、生活のために始め

たのが家業に携わるきっかけである。このように承継に関しては ' 環境からのネガティブ

な作用 ' のなかで、家業とは直接関係しない ' 社外学習経験 ' を積み、その後家業に関わ

ることになる。 

（会社は自宅と）別の場所です。車で高速を使わなければ 1 時間強ぐらいかかるよ

うなところ……（小さい頃に父は）仕事の話はあんまりしなかったですね。当然、高校
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生以上になるとあらかたのことは何か聞いてたような気がする、しますけど、あんまり

興味なかった（R 社長） 

娘を連れて帰ってきまして、最初はここを何か継ぐなんてことは全くそんなことじ

ゃなくて、生活をしていくためには何かをしないといけないっていうことで（R 社長） 

家業は父の後を R 社長の姉が継ぐ状況にあったが、姉は家業から離れてしまう。その後、

R 社長の父は R 社長が承継しないなら事業を閉じることを告げる。父親は R 社長に対し、

承継の判断を求めるまで、 ' 先代の暗黙的姿勢 ' をとおした。R 社長を海外留学させたの

も、家業への関わりを考えていたのかもしれない。R 社長の幼いことからの環境は家業を知

る機会が少なく、R 社長は継ぐことも考えていなかった。その後のいくつかの予期しない出

来事をとおして、' 承継の巡り合わせ ' がある。  

父の友人がポロッと言うときがあるんですけど、最終的には（承継者は）R 社長だっ

たのねって （R 社長） 

そこから家業に対して前向きになり、 ' 情緒的コミットメント ' が形成される。 

締めるぐらいの覚悟があるなら実力のない私がやって潰しても、結果は同じであろ

うということで、とにかくがむしゃらにベストを尽くしてやるというふうな気持ちに

そこでスイッチが入ったってことですね。（R 社長） 

〔歴史的リソースの伝承〕として、しょうゆの ' 製法 ' と ' 企業ブランド 'があり、こ

れらの VRIN リソースが R 社長を家業の承継に対して前向きにした要因の一つである。R

社長は製法（プロセス）を維持し、顧客の関係において ' 企業ブランド ' を活用する。 

歴史、今までのその先代の人たちのやってきた功績、これって絶対にお金では買えな

いものですよね。（R 社長） 

そのつくり方そのものは、もちろん変えないです。それをやめてしまったらもう絶対

うちは生き残っていくすべがない。（R 社長） 
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家業は伝統的な製法を受け継いできたが、一方で R 社長の父は、かつては海外進出を目

指したことがある。しかしそれは実現に至らなかった。R 社長はその企業家活動の歴史から 

' 企業家マインドセット ' を暗黙的な ' 家訓 ' として伝承する。 

父は当時からスペインに工場をつくろうと思って……そんなこと言うのは大手さん

のやることで自分には全く関係ないっていうような話だったと思うんですけれども…

…今となってはすごいことだなと。（R 社長） 

R 社長のダイナミック･ケイパビリティは、家業の歴史からの ' 企業家マインドセット ' 、

' 社外学習経験 '、' 承継の巡り合せ ' を通して形成された ‘ 情緒的コミットメント ‘ が働

く。ダイナミック･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉で

あり、伝統の製法は維持し、補完的リソースを統合する ' 強化型 DC ' である。 

 

R 社長は、自分と価値観の合う少数の ' 社員 ' に絞り込み、自らも彼らと同じように働

いて事業を行う。これは家族的な関係を高める方向にある。 

かなりエキスパートの職人っていうのは実はいないんですね。だけどみんなが同じ

方向を向いていいものをつくろうというその気持ち。それって職人だと思うんですね。

その気持ちがあることはモチベーションを持ってるってこと。だから、技術的にはまだ

まだ、もう毎年毎年、教科書がないマニュアルのないやり方を続けてるってことは多分

最後までが、勉強だと思うんです。（R 社長） 

コロナっていう時期って私にとっては彼らと一緒に工場の中でずっと泊まりもすべ

て一緒にやったことによって、一緒に持ち上がってきたといいますか、やりなさいって

やってたわけではなくて、一緒に学習してるっていう、どうしようっていう、感覚でや

ってきたので、なぜ今の若い人だからついてこれたかなっていうのはありますね。（R

社長） 

事業に関しては従来の自社製品の製造･販売だけでなく、顧客に来てもらう取り組みをお

こなう。そのために、これまで関係が深くなかった ' 地域関係 ' を構築して地元の食材を

手に入れてそれらを用いた食の提供し、さらに近くの古民家を利用した宿を提供するとい
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う ' プロセス ' を追加し、あらたな ' 顧客関係 ' をつくる。ここには R 社長のレストラン

経営の経験がいかされる。 

うちのしょうゆを使っていただいて食べるというところに特化するためには一体ど

うしたらいいのかというのを考えた……ここに人を呼びたいなという気持ちがとにか

く芽生えた（R 社長） 

（地元の）港から水揚げしてきたお魚を含めまして、地元の野菜、果物などを使った

しょうゆピザというのを考案しまして、ピザ屋をオープンさせたり、それをワークショ

ップとしてピザの体験というのもやり始めたりしました……こうじをつくる体験。そ

れって、どうしても言葉で言っても人に対して伝わりませんし（R 社長） 

 

図 4-12 R 社の結果図
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表 4-14 R 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
106

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  暗黙的

 1 製法 

 3 企業ブランド

  ⅱヒューマン・キャピタル  2社員

 更新

 伝承

 企業ブランド 

 顧客接点拡大

 2地域関係  地域との関係構築

  ⅰ家訓の理解  6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  12 環境からのネガティブな作用 

  ⅲファミリーとの関係  21先代の暗黙的姿勢

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

 61 承継の巡り合わせ

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

 Ⅲ動的ファミリネス    2強化型DC  補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅰ歴史的リソース 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

 2プロセス 

 1顧客関係 

 

 

 

4.3.4 S 社 

ここでの主たる対象は S 社の承継が決まっている S 常務である。加えて承継者と被承継

者の関係についてのトライアンギュレーションとして、S 常務の父親である S 社長にもイ

ンタビューを実施した。 

S 常務 

 分析の結果図を図 4-13 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-15 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 S 社は江戸時代後期に創業した食酢醸造業である。伝統的な製法を守る一方、新たな製品

開発も行う。現社長は 5 代目であり、S 常務が承継すれば 6 代目となる。S 常務は幼い頃か

ら家業については知る環境にあったが、家業に興味を持たず、むしろ家業を避けていた。承

継に関しては ' 環境からのネガティブな作用 ' がある。大学を中退して実家に戻った後に
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家業を手伝うことから少しずつ慣れ親しんでいく。S 常務は現社長の息子で、近いうちに承

継することは決まっているが、もともと後継ぎとして育てられたわけでなく、 ' 承継の巡

り合わせ ' の要素がある。 

（大学中退後）暇ならちょっと手伝いっていうことで……誘われて入って、そのとき

もあんまり仕事やる気なかったからだらだら、（工場の）中の手伝いしてて、でもずっ

とそれをやってるうちにですね……これ仕事を、これ覚えて、これ覚えていこうね、み

たいないろいろさせられるようになった。（S 常務） 

その後はもう中の方にいて、社長が何か役職を与えるということで、常務という役職

を与えられたりとか、何かそういうのを固められていった感じですね。（S 常務） 

S 常務は他社での業務経験はないが、家業に関わってから外部機関からさまざまなアドバ

イスをもらい、また企業経営についても学ぶことから ' 社外学習経験 ' を得る。そこから

家業への関与が積極的になっていき、 ' 情緒的コミットメント ' が形成される。 

（家業を継ぐことに）やっぱそこの不安はすごくありましたね……ただその時期に

ですね、ちょうど、よろず支援センター（注：中小企業庁よろず支援拠点）っていう…

…そこにですね、うちの今後というところをちょっと相談に行ったらですね、結構いい

アドバイスをいろいろもらえたんですよね。（S 常務） 

知識を得るようになってきて、だんだんちょっと発言も出るようになってきて（S 常

務） 

〔歴史的リソースの伝承〕は 2 つあり、まず酢の ' 製法 ' である。 

（製法に関して）そこは絶対変えないですね。（S 常務） 

もう一つは ' 企業ブランド ' であるが、これは家業への関わりの中で、長い歴史からう

まれたその価値を認識する。 

歴史あるところだっていくらでもあるし、うちもそんな歴史あるわりには何かそん

な会社でもないと思ってたんですけど、やっぱり周りがですね、やっぱすごいすごい、
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やっぱ言ってくるんですよね。私全然すごいと思ってなくて。こんな 190 年もやるな

んて、なかなかないよって言ってくれたんで、（S 常務） 

S ファミリーは歴史的にこの地に住んでおり、創業者はあるきっかけから酢の製法を学

び、そこから酢造りが始まる。 ' 対地域姿勢 ' を重視するビジネスは社長である父親を通

して S 常務に引き継がれる。 

（ビジネスに関して地域との関係は）実際もすごくあるかというと、やっぱり大きく

はないんですよね。どちらかっていうとやっぱり見えないところ。（S 常務） 

S 社はこれまでさまざまなユニークな酢に関係する製品を開発する企業家活動の歴史が

あり、S 常務に ' 企業家マインドセット ' の伝承がある。S 常務は社外での学習から知識

を得て、社内での地位も得ることによってダイナミック･ケイパビリティを発揮するように

なる。そこには社長との衝突も恐れない積極性が見られ、企業家的経営者である。 

常務という役をもらったので、やっぱ何かしら変えてやろうという気持ちがあった

んですよね。（S 常務） 

S 常務は、経営に関するさまざまなことを外部で学ぶが、ここで得た知識は社長を超える

部分もあり、社長と異なる考えが生まれ、時として衝突が起こる。これは S 社常務が実績

を上げることにより ' 認知的ギャップの解消 ' がなされる。 

やっぱそこはですね、私がこうやるってなってるのに社長は何かまた従来のこっち

の方が、本当意見が合わなくてですね、けんかが多かった……私のある程度のところは

もう自由にやらせてもらって、というところでだんだんちょっと折り合いがついてた

感じですね。（S 常務） 

父親である S 社長は、B to B に力を入れてやってきたが、S 常務は歴史のある企業ブラ

ンドを積極的に活用し B to C を積極的に取り組み、新たな ' 顧客関係 ' の構築に取り組

む。S 常務のダイナミック･ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリ

ネス〉であり、 ' 製法 ' と ' 企業ブランド ' を守りながら新たな ' 顧客関係 ' を築く ' 強

化型 DC ' である。 
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私もできればですね、今この会社の方向性としてはやっぱり見学っていうんですか

ね、何かを見せる、結構そういうのを積極的にやりたいなと思ってですね。（S 常務） 

（お店が）お客さん入って来づらいぐらい事務所で、あとはその雰囲気もですね、老

舗の割に、なぜか老舗感がない感じだったんですよ。（S 常務） 

ロゴ 1 つからも全部作り直し始めたんですよね。そういったところも全部修正して、

このパンフレットも作り直ししてちょっとこういう文言も考えたりとかですね。    

（S 常務） 

 

図 4-13 S 社の結果図
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S 常務は経営に関するさまざまなことを外部で学ぶが、そこから家業が持つ課題の解決を

進める。従業員の待遇を改善し、ルールを整備する。それに併せて社員の意識と企業文化を

変えることに取り組む。この背景には、社内規則が時代の変化に追従できていなかったこと

にあり、これに対し新しい世代のファミリーメンバーが新たな知識を持って参加すること

によってその課題を発見し、 ' プロセス ' を改善することができた。これはファミリー企

業の持つマイナスの側面の改善と言える。 

（社内の雰囲気が）私はすごく嫌で、もうちょっとメリハリつけないと、何か仕事の段

取りも悪いし、よくないなと思ってたので……結構口出ししたんですよね……嫌われ

てもいいからやってやろうみたいな……社労士さんから言わせると健全な会社になっ

た、というふうには言ってもらいましたね。（S 常務） 

 

表 4-15 S 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
108

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    暗黙的

    口伝

 1 製法 

 3 企業ブランド

 更新

 伝承

 企業ブランド 

 顧客接点拡大

 2地域関係  地域貢献 

 5 対地域姿勢 

 6 企業家マインドセット  企業家活動の歴史 

  ⅱ環境からの作用  12 環境からのネガティブな作用 

  ⅲファミリーとの関係  23 認知的ギャップの解消 

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

  61 承継の巡り合わせ

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的経営者 

   補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 家訓 

 2プロセス 

 1顧客関係 

 2強化型DC 

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅰ歴史的リソース 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅰ家訓の理解 

 

 

 

 

108 筆者が作成した。 
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S 社長：S 専務の認知的ギャップに対するトライアンギュレーション 

 S 常務のインタビューにおいて、父親である S 社長と認知的ギャップとしての意見の対

立が見られた。トライアンギュレーションとして、S 社長にもインタビューを実施した。 

S 社長が高校時代に先代である母親が死去し、大学進学を諦めて家業を継いだ。その後、

外部からの技術指導を仰ぎながら、ものづくりの方法を経験的に習得する。S 社長は自らさ

まざまな酢を開発し、販売してきた企業家的経営者である。 

もうちょっと出したい、もうちょっと大きくしたいとか。自然な気持ちからの、何か

湧いてくるエネルギーじゃなかったろうかと思います。（S 社長） 

S 社長は当初、承継は当初長男にと考え、家業と関係のある学科に入れたかったが、長男

の進学の時期に経営が危機的状況にあり、事業の将来に不安があることから、それを諦めて

長男のやりたい道に進ませた。そして、最終的に 3 男である S 常務への承継を決める。実

際に息子が権限を持ってビジネスに関与すると、パターナリズム (paternalism) が見られ

る。ファミリー企業における経営者がファミリーの承継者に対する文脈において、パターナ

リズムは既存の組織文化を守り、承継者の決定や自律性に干渉する (Chirico & Nordqvist, 

2010)。 

（息子が）常務という肩書を持ってから、自分の考えが出るようになったんです。そ

れとそういった地域支援センターとか、県の方の施設で勉強する機会が増えて。そうい

うところに、いろんな知識とか知恵とかが出てきて。そこら辺あたりから自分の考えを

主張するようになって……（社長である父親が）「経験もないくせに」というような、

ちょっとこういう考えでどうしても上から抑え込んでしまうと、そこでやりとり。もう

ほんと大声を出したりしてですね、言い合ったり……そのたびに、ちょっと言い過ぎた

かなと思って。（S 社長） 

その要因は考え方や情報の認知的な差異にある。 

私はあくまでも経験ということで、世の中をずーっと渡ってきましたけども。息子は

その勉強ができないから地域支援センターとか、そういう知識の方面で勉強してきて



114 

 

いるからですね、結構有効なんですよね。私が長くかけた時間より、短期間でよい知識

を得るから。それをやってくとうまくいくんです。（S 社長） 

そして、息子の活動が成果を上げることにより、パターナリズムは弱まる。 

多分、結果で言うと変えていったのかなとは思いますけど。だから少しずつ気持ち、

考え方が変化していってると思います。（S 社長） 

歴史が持つ価値を大切にする価値観は親子で一致している。 

1 つ大事にしたいのはやっぱり歴史が、今まで歴史が来てるわけですから。それをこ

の後にもずーっと続けてもらいたいという。その点は本人もよく理解していて。（S 社

長） 

S 社長へのインタビューから、S 社の歴史の持つ価値の重要性は共有されており、S 社長

もまた企業家的経営者であることが分かった。ただし、S 社長は経験を重視する一方、S 常

務が外部から得た知識を基に行うことを直ちには受け入れられなかったが、その効果を認

識し、次第に理解するようになる。このことから、S 常務へのインタビューからの分析にお

ける、S 社長との間の ' 認知的ギャップの解消 ' の概念は検証された。 

 

4.3.5 T 社 

 分析の結果図を図 4-14 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-16 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 T 社は明治時代初期から続く水産加工業の企業であり、T 社長は 6 代目である。T 社が存

立する地域は歴史的に漁業と水産加工で栄えたが、T 社長が生まれた頃から漁獲量は減り始

め、加工する商品や売り先を変えながら事業を継続してきた。この歴史において T 社の魚

加工技術を持つ ' 企業ブランド ' があり、地域もまた産業としては衰退したものの、 ' 地

域ブランド ' の影響力は残る。T 社長は早くから家業を知り、また周りからも後継として

見られていることから、 承継に対する' 環境からのポジティブな作用 ' がある。高校卒業
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をしたら家業に入るつもりでいたが、親の勧めで進学する。また地元に親しみを持っており、 

' 地域貢献の思い ' があった。 

自宅の隣は工場だったので物心ついた頃から、もうかつぶしは身近にありましたね

……自分がすごい仲のいい友だちとかもいるし、この町がやっぱすごい好きだったん

ですね。（T 社長） 

学業を終えて水産関係の企業に就職し、家業に関係するさまざまな経験を積む。（ ' 社外

学習経験 '） 

食品問屋で働いてたときに、本当毎日ぐらい食品工場なんかも見てたんですよね。や

っぱりすごいもう大企業の工場から、もう本当うちみたいな町工場の工場まで見てき

た。（T 社長） 

T 社長は早くから家業を継ぐ思いを持ち、また ' 地域貢献の思い ' があり、家業に対す

る ' 情緒的コミットメント ' を形成する。また、地元でかつおが捕れなくなって以降、家

業は衰退してきていたが、それを「自分が変えていきたい」（T 社長）という企業家マイン

ドセットを形成する。（ ' ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセット ' ） 

先代社長である父親もまた家業が環境の変化に追従できず衰退していることを認識し、

家業をやめる覚悟で T 社長が承継することに反対する。ここに ' 先代のパターナリズム '   

が見られる。ファミリー企業における経営者がファミリーの承継者に対する文脈において、

パターナリズムは既存の組織文化を守り、承継者の決定や自律性に干渉する (Chirico & 

Nordqvist, 2010)。T 社長の父は家業の危機的状況を認識し、息子が後を継ぐことによって

多大な苦労をかけたくない、という親心からビジネスをやめる覚悟で承継に反対する形で

パターナリズムが表れる。しかしながら、T 社長は父の反対を押して家業を継ぐ。 

（先代は）就職したところも安泰やから、もう絶対帰ってくるなと。そのとき、子供

もいて結婚してたんで、家族のことも考えると、今ここに帰っていても苦しいだけだと。

（T 社長） 

せっかく家業もしてるんで、家業も通して、何とかこの町に貢献したいなっていうの

があって帰りたいって思って、説得して帰ってきたっていう形ですね。（T 社長） 
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家業の歴史における価値は、まず長く携わってきた魚加工にある。この魚加工の ' プロ

セス ' は、生かされる。 

（自社の強みは）かつおぶし工場というところだと思ってます。この地域イコールか

つおなんで。だって、そうじゃないとこんなとこでやる意味ってのはやっぱ薄いんで、

昔ながらのそのかつおに対する加工技術とかノウハウっていう部分じゃないかなと思

ってるんですけど。（T 社長） 

 

図 4-14 T 社の結果図
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また長い歴史のある企業ブランドは、地域ブランドと一体のものとしてある。これらは、

販路開拓に生かされる。 

 家訓としては、T 社長の先々代から「人間の商売は、はかりにまかせろ」（T 先代社長）

として誠実であることが伝えられ、T 社長も「道からはずれるのがだめ」（T 社長）として、

誠実な経営姿勢がある。 

 

表 4-16 T 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
110

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  口伝

 1 製法 

 3 企業ブランド

 4地域ブランド

 更新

 伝承

 企業ブランド 

 顧客ニーズの実現

 地域ブランド活用

 販路開拓 

  ⅰ家訓の理解  1 経営者姿勢  誠実 

 家業を知る

 周囲が後継としてみる

  ⅲファミリーとの関係  28 先代のパターナリズム

  ⅳ外部知の獲得  31 社外学習経験

 41 地域貢献の思い

 

 71 ファミリネスの価値低下の認

識から企業家マインドセット

  ⅵコミットメント  81 情緒的コミットメント

   企業家的経営者 

   補完的リソース統合

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

 11 環境からのポジティブな作用 

 2強化型DC 

 Ⅱ承継者の知の構築 

 Ⅲ動的ファミリネス 

  ⅰ歴史的リソース 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル 

  ⅱ環境からの作用 

 Ⅰファミリネス 

 1顧客関係 

 2プロセス 

 

 

T 社長のダイナミック･ケイパビリティには、' ファミリネスの価値低下の認識から企業

家マインドセット ' と、 ‘ 社外学習経験 ‘ のほかに、家業だけでなく地域にも貢献したい

という思いからの ' 情緒的コミットメント ' が働く。T 社長のダイナミック･ケイパビリテ

ィは、ファミリーの影響を受けた〈動的ファミリネス〉であり、補完的なリソース統合を行

 
110   筆者が作成した。 
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う ' 強化型 DC ' である。そして、自らが家業のファミリネスを高め、地元にも貢献したい

とする企業家的経営者である。 

たくさん仕事があって、たくさん売上げをつくって、っていうのはないんですよね。

ゆっくりじわじわとでも確実にお客さんを増やしながら（T 社長） 

自分が変えていきたいっていうこともあり、（地域の）中で盛り上げたいっていうん

で。（T 社長） 

それまで県内であった販路を県外に広げる。それとともに扱う魚の種類を増やし、顧客ニ

ーズに合う商品を開発する。 

 

4.3.6 U 社 

 分析の結果図を図 4-15 に示し、生成されたカテゴリー･サブカテゴリー･概念を表 4-17 に

示す。以下にストーリーラインを述べる。 

 

 U 社は室町時代後期（戦国時代）の創業から 500 年以上の歴史を持つ酒造業であり、江

戸時代の味を守り続ける唯一の企業である。U 社は歴史上、複数のファミリーで事業が継続

され、現在のファミリーにおいて U 社長は 4 代目である。U 社長は幼い頃から家業のこと

を聞かされ、承継に対する ' 環境からのポジティブな作用 ' がある。 

物心ついた頃から祖父とかから会社の特徴というか方針というか、他と違うところ

というのを強く聞いてたので、家がそういう仕事してるんだな、変わったことやってん

だなってことは聞いてましたですね。（U 社長） 

ファミリーから家業についてよく聞かされ、 ' 家訓 ' として、 ' 伝統を守る ' ことが U

社長の〔家訓の理解〕である。大学時代に承継を決意するが、代々受け継がれた価値観の持

続を強く意識しており、承継への行動はリソースの伝承を継続することが最善と判断する       

' 継続的コミットメント ' である。その判断は消極的なものではなく、伝統を守ることに積

極的な意味を見いだしたものである。U 社には、他社経験なく入社する。 
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利益というのは生き残るための手段であって、組織の存続というよりは組織の考え

方の存続ってことを考えた場合は、オーナー社長がやるのが組織としていいだろうと

思って会社継ぎますって言うたのが大学 3 年生です。（U 社長） 

  U 社長は、' 先代との価値観共有 ' があり、父親だけでなく、祖父とも価値観は共有さ

れる。 

父も祖父と全く意見が変わらない人でしたんで、両方全く同じような感じでしたで

すね。（U 社長） 

（U 社長が父と）会社の方針でバッティングしたことは一回もないですね。それは会

社の理念とか行動指針っていうのがしっかりしてるのが 1 つ。もう 1 つは行動指針っ

ていうか理念が理屈によう合ってるっていうので反論のしようがないっていうのが 1

つ。3 つ目は自分の欲を出さないようにしようっていうのは気にしてたっていうところ

ですね。（U 社長） 

U 社は、江戸時代から日本酒の味を守ってきた。U 社長は自分なりに歴史の意味を解釈

し、そこから自らの理念を形成する。 

この酒質ができたのも、うちが江戸で酒売ってたから。江戸っていうのは、たとえば

地酒ですと食べる食事っていうのは決まってくるので、料理と酒の味が絞り込める。け

ども江戸で出す、売ろうとすると味が複雑じゃないと、日本中から人がやってきて、物

がやってくる所でどんな料理と合わせるか分からないので、複雑性を出すことによっ

て料理との相性の幅を広げて生き残ったんだろうと。（U 社長） 

 ' 味 ' を守り、伝統の ' 製法 ' を続けることは、 ' 家訓 ' であり、また社員を含むステ

ークホルダーに対する ' 経営理念  ' である。 

要は人がついてくるかどうかの 1 つの要素に、その人がやりたいことがはっきりし

てるかどうかっていうのは非常に大きいなと思いまして。それは迷って当然だし、迷う

と思うんですが、それがはっきりしてて、かつ理論的な裏付けができているっていうん

であれば、それ以上強いものはない。じゃあそれを突き進めば周りについてくる人も分

かりやすいし、こっちも迷わへんから無駄が減るだろうって思ってます。（U 社長） 
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変わらない ' 味 ' 、変わらない ' 製法 ' は U 社固有の〔歴史的リソース〕である。 

昔からの酒造りをしてるメーカーが、もううちしかない…今の酒造りの教科書には

載ってない造り方なんです。（U 社長） 

味の継続が経営理念であり、VRIN リソースの更新は見られず、〈動的ファミリネス〉は、 

' 安定型リソース管理 ' である。ただし、このことは、つくるための施設や装置、ツールな

どが昔のままであることを意味しない。それらの更新はファミリネスとしての味を守るこ

との背後にある。造り方は味が維持できるように管理される。 

味さえ変わらなきゃいいんです。途中は変わったって構わへんので。原材料書かない

っていうのはそこですね。原材料自体が変わってしまう可能性がありますから、おんな

じ味にならないかもしれない。てことは原材料固定化してしまうと味が変わる可能性

がある。なんで原材料の指定をしないっていうのはそういうところですね。 

造り方もそうですね。ただ結果として味を同じにしようと、造り方はどうしても 1 つ

に決まってきますけれども、そこを絶対固定するんだって意識はないです。ただ変える

ときには科学的な結果がはっきり出るまでは変えたらあかんと。（U 社長） 

U 社の日本酒は歴史的に評価を受けており、そのことが味を変えない価値観を強固にす

る。 

（200 年前に某歴史思想家が）U を評しまして、「U っていうのは、最近ちまたでは

目新しさを求めてお酒のマークをころころ変える酒蔵ばかりだと。しかし U は 300 年

前から変わってないと。これがマークを変えないっていうのは味を変えてない証拠や

と。これが長生きの秘訣（ひけつ）なんじゃないかと」…（歴史上で）一回褒められて

たら今更変えようがない。変えられへんですね。（U 社長） 

' 企業ブランド ' は、味を継続することと一体のものとして引き継がれる。 

お客さんとの長い信頼関係を結ぶというのが一番ブランド価値、ブランドってもの

ですので、そこは外したらあかんところですね。（U 社長） 
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図 4-15 U 社の結果図
111

 

 

 

 

日本酒としての U は、歴史上複数のファミリーで継承されている。現社長は現ファミリ

ーの 4 代目であるが、味を変えないことを旨とする家訓がある。しかしその家訓はファミ

リーを超えて日本酒 U 自体が持つ歴史的な価値を受け継ぐ担い手としてのものであるとい

える。 

要は味を変えるなってことですね。酒の味の好みというのは変わるけどまた戻って

くるもんやからじたばたせずに、自分のお客さんがおいしいって言ってくださった、自

分の造りたい、自分の自信のある酒一本に絞りなさいと。（U 社長） 

 

 

 

111 筆者が作成した。 
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表 4-17 U 社の分析に基づくカテゴリー･サブカテゴリー･概念
112

 

カテゴリー サブカテゴリー 概念 特徴

    家訓  口伝

 1 製法 

 2 味

 3 企業ブランド

  ⅱヒューマン・キャピタル  1経営者

 1経営理念  伝承

 2プロセス  伝承

 企業ブランド 

 伝統の製品を提供

  ⅰ家訓の理解  7 伝統を守る

  ⅱ環境からの作用  11 環境からのポジティブな作用  家業を知る

  ⅲファミリーとの関係  27 先代との価値観共有 

  ⅵコミットメント  83 継続的コミットメント

 Ⅲ動的ファミリネス    3安定型リソース管理  味を変えない

 Ⅰファミリネス 

 Ⅱ承継者の知の構築 

  ⅰ歴史的リソース 

  ⅲ構造キャピタル 

  ⅳ関係キャピタル  1顧客関係 

 

  

 

112 筆者が作成した。 
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第5章 クロスケース分析 

 全体のクロスケース分析表を巻末の添付資料に載せる。以下において、家訓の理解、歴史

的リソース、承継プロセス、動的ファミリネスに分けて分析結果を述べる。 

 

5.1 承継者の家訓の理解 

 表 5-1 に承継者の家訓の理解に関するクロスケース分析結果を示す。 

 

表 5-1 承継者の家訓の理解
113

 

 経営者

姿勢

 対社員

姿勢

対顧客

姿勢

対サプラ

イヤー

姿勢

対地域

姿勢

 企業家マ

インド

セット

伝統を

守る

A  口伝、暗黙的 〇 〇

B  口伝、暗黙的 〇 〇

C  口伝 〇 〇

D  成文、暗黙的 〇 〇

E  暗黙的 〇 〇

F  口伝 〇 〇

G  口伝、暗黙的 〇 〇

H  口伝、暗黙的 〇 〇 〇 〇

J  口伝、暗黙的 〇 〇 〇 〇

P  成文、暗黙的 〇 〇 〇

Q  暗黙的 〇

R  暗黙的 〇

S  口伝、暗黙的 〇 〇

T  口伝 〇

U  口伝 〇

健全性価値観 伝承･更新価値観

サンプル 家訓の形態

家訓の理解

 

 

承継者の〔家訓の理解〕として、' 経営者姿勢 '、' 対社員姿勢 '、' 対顧客姿勢 '、' 対

サプライヤー姿勢 '、' 対地域姿勢 '、' 企業家マインドセット '、' 伝統を守る ' の 7 つが

 

113 筆者が作成した。 



124 

 

挙がった。このうち、' 経営者姿勢 '、' 対社員姿勢 '、' 対顧客姿勢 '、' 対サプライヤー

姿勢 '、' 対地域姿勢 'の 5 つは、ステークホルダーの信頼･協力に関わるものであり、健

全性価値観とする。一で、' 企業家マインドセット 'と、' 伝統を守る ' は、知の伝承、ま

たは知の更新の価値観であり、これを伝承･更新価値観とする。' 企業家マインドセット '

と ' 伝統を守る ' については、後に 5.4 節で、動的ファミリネスと合わせて改めて述べ

る。 

家訓の形態としては、明示的には、成文と口伝がある。その他に暗黙的な家訓の理解があ

り、この中には、先代の振る舞い、ファミリー企業の企業家活動の歴史、残された古い設備

の遺産から価値観の認識がある。 

 

5.1.1 経営者姿勢 

経営者姿勢には、経営の信頼と安定に係る、経営者のあり方、振る舞い、心構えがある。

「真面目」（E 社）、「仁」（G 社）、「質実寡黙」（J 社）は経営者が誠実であることの大切さ

を示す。誠実な姿勢は顧客信頼につながる。「盛時に驕らず、衰時に悲しまず」（D 社）は、

経営者としての沈着さの心構えである。「一代一人」（F 社）は、継続的な経営の安定だけで

なく、ファミリー内の自己統制上の問題の発生を防ぎ、ファミリー企業が持つ負の側面を抑

止するものである。 

 

5.1.2 対社員姿勢 

堀江 (1984)によれば、江戸時代の商家における雇用主と使用人の関係は、命令・服従の

面のほかに情的な面があり、これを親子関係になぞらえた
114

。そして、そのような雇用関係

は明治以降もそのまま続いたのではないが、戦後も家族主義的な慣行は残る。池内 (2019)

は､日本企業において親子関係は、会社と従業員、上司と部下のほか、さまざまな局面で認

 

114 雇用主と使用人の間の親子的関係は江戸期の家訓に見られる。京都の呉服業である矢

代仁の家訓において「主人は小者（注：丁稚）に至るまでも我が子のように思い……」 

(京都府, 1970, p. 176)とあり、また大阪の豪商であった鴻池家 8 代善右衛門は「雇人に

は親族同様の扱いをなすこと」 (北原, 1920, p. 273) と遺した。 
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められるとし、維持繁栄の原理と親子関係の構造が 1980 年代の経済大国・日本に至らしめ

た日本企業のベースにあり、その親子関係の構造は 1990 年代から衰退に向かったとする。 

H 社においては、過去の食糧難の時代に製品の原料を社員に配ったという話が残るが、

社員の生活まで気遣う家族主義的側面が今でも見られる。 

そういうご飯ばっかり食べてた子が、そういうのじゃ駄目よって、自分で少しお料理し

てみようかって、それを毎日毎日チェックしていくと顔⾊が変わってきます。(H 社長

夫人) 
115

 

A 社はサービス業であり、社員の振る舞いが顧客の評価、ひいては評判につながることか

ら社員育成の伝承がある。E 社では社員に対する経営者の責任、J 社では社員育成の価値観

の伝承がある。 

H 社のような社員との密な関係は、ほかに R 社にもあるが、他のケースで特徴的には見

られない。いずれにしても、製品やサービスを実現するのは直接的には社員であることから、

社員の育成が重んじられる。 

 

5.1.3 対顧客姿勢 

C 社、H 社、J 社において、顧客貢献の姿勢が伝承される。このほか、E 社、G 社におい

ては、経営者姿勢としての誠実さは、顧客の信頼につながる。また、社員の育成はよい製品

やサービスの実現に必要であり、その結果は顧客貢献につながる。これらのことから、対顧

客姿勢の家訓だけでなく、また経営者姿勢と対社員姿勢は、顧客の信頼と顧客貢献に深く関

係する。 

 

5.1.4 対サプライヤー姿勢 

 顧客は全ての企業にとっての必須のステークホルダーであるが、サプライヤーは業種に

よってその重みが異なり、代替えが困難なほど依存の度合いが高くなる場合もある。P 社に

とって、サプライヤーは品質を確保する要であり、P 社長は幼い頃からサプライヤーに連れ

て行かれ、その重要さを自然に学んでいる。 

 

115 H 社長のインタビューの途中で、補足的にコメントを得た。 
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5.1.5 対地域姿勢 

Zellweger et al. (2010) は、アイデンティティの地域への広がりを示唆し、Basco (2015)

は、ファミリネスの地域への拡張概念を示す。これらはファミリー企業から地域への関係

であるが、家訓の対地域姿勢からはファミリー企業と地域の間の相互作用が見られる。B

社は、地域への貢献と地域からの協力の関係がある。H 社は家訓としての「日頃の中で世

の中のお役に立つ」（H 社長）に地域貢献の姿勢があり、地域ブランド活性化への取り組み

につながる。J 社は地域再開発への貢献がある。ファミリー企業の承継者と地域との関係

は、6.3 節で改めて考察する。 

 

5.2 歴史的リソース 

 歴史的リソースの分析結果を表 5-2 に示す。共通するのは、歴史のあるブランドを守り、

これまで得てきた顧客の評判を継続し、さらに高めるように取り組むことである。製法や味

を維持するのは、構造キャピタルとしての明示的、暗黙的なプロセスに埋め込まれていると

見なす。伝統的な製法は原料や気候の変化も影響するため、それらに対処することも含まれ

る。また、時代の変化はつくるための設備や道具の入手を困難にし、それに対処する必要が

ある。そして、古くからのブランドと顧客の評判がファミリネスである。R 社、 S 社、 U

社は伝統的な製法を変えずに守る。一方、Q 社の場合は、製品の高い品質の追求はファミリ

ーの歴史において変わらない姿勢ではあるものの、製造プロセスは新しい設備を導入し、大

量の製品を高い品質で安定してつくれるよう変えた。このように企業によって伝統的な製

法の継続に対する考え方の違いが見られる。 

表 5-2 歴史的リソース
116

 

サンプル 歴史的リソース

P  企業ブランド

Q  企業ブランド

R  企業ブランド、製法 

S  企業ブランド、製法 

T  企業ブランド、 地域ブランド、製法 

U  企業ブランド、製法、味  

 

116 筆者が作成した。 
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5.3 承継プロセス 

 承継プロセスに関するクロスケース分析結果を表 5-3 に示す。ファミリー企業がビジネ

スを行う場所として、ファミリーの自宅、または自宅近くにあることが多いことから、承継

者が幼い頃から両親からの話だけでなく、オフィスや工場を知ることもできる。また、被承

継者が承継者に積極的に仕事を知る機会を提供する場合もある。P 社長は先代である父に学

校の休みの時にサプライヤーに連れて行かれたが、P 社の場合は仕入れの品物と仕入れ関係

がビジネスの基本にあることから、早くからビジネスの要を学んでいる。また承継者は幼い

頃より、学校や近所から承継者として見られる。このように承継者が育つ環境は承継に向か

うように作用するが、承継者が当初承継に対してネガティブである場合が 4 つのケースで

見られた。A 社長は社外での学習から家業の価値を認識し、前向きな承継につながった。E

会長は、叔父からの承継となるが、ファミリー関係における義務感が作用した。H 社長は、

権威主義的な父親である先代に逆らえず、規範的に家業に就くが、その後家業に積極的な取

り組みに変化する。S 常務は人生の転機において家業を手伝うこととなるきっかけがあり、

そこから少しずつなじむことにより承継につながる。 

 

 被承継者と承継者は最終的に価値観の共有、または理解に至るが、その過程において特徴

が見られる。被承継者と承継者が早くから価値観の共有ができる場合は、承継に向けて順調

に進む（G 社、J 社、U 社）。A 社長は当初、承継について否定的であり、その後さまざま

な社外での学習、経験および社内経験から承継を決意するに至る。その過程で被承継者は承

継を求めることなく暗黙的であり、被承継者による承継者の育成は、自立的な成長を促す

「獅子の子落とし」（A 社長）的なものである。C 社長、S 常務では、被承継者との間の認

知的ギャップが見られ、承継者の行動に反対を受けたが、承継者が成果を示すことで解消さ

れる。D 社長は婿養子であるが、被承継者は入社時から他の社員と同様に処遇する一方、社

長交代後は承継者が自分の考えで経営できるようサポートし支持的である。H 社、P 社、Q

社の被承継者はいずれも権威主義的であるが、承継者は従う。承継のコミットメントは、被

承継者が承継を明確に求めず暗黙的な場合、承継者が自らの経験の中で情緒的コミットメ

ントを形成するが、被承継者が権威主義の場合、規範的コミットメントとなるが、家業にお

ける経験を通して情緒的コミットメントに変化する傾向にある。 
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表 5-3 承継プロセス
117

 

周囲が承継者

としてみる

A
当初ネガ

ティブ
○ 先代の暗黙的姿勢 情緒的

B ○ ○ 先代の早世 情緒的

C ○ ○ ○ 認知的ギャップ 情緒的

D ○

ショートカットされた

ファミリー・アイデン

ティティの形成

情緒的

E
当初ネガ

ティブ
○ 規範的 規範的

F ○ ○ ○ 先代の暗黙的姿勢 情緒的

G ○ ○ 早くからの価値観共有 情緒的

H
当初ネガ

ティブ
○  先代の権威主義 規範的→情緒的

J ○ ○ ○ ○ 早くからの価値観共有 情緒的

P ○ ○  先代の権威主義 規範的→情緒的

Q ○  先代の権威主義 規範的

R ○
先代の暗黙的姿勢

承継の巡り合せ
情緒的

S
当初ネガ

ティブ
○

承継の巡り合せ

認知的ギャップ
情緒的

T ○ ○ ○ パターナリズム 情緒的

U ○ 早くからの価値観共有 継続的

コミットメント
被承継者･ファミリー

との関係
サンプル

早くから家業を知る ファミリネスの価値

低下の認識から企業

家マインドセット

DCにつな

がる外部知

の獲得

 

 

承継者の社外での学習・経験は、家業の価値を再認識させ、顧客視点での思考を育て、ダ

イナミック･ケイパビリティにつながる学習の機会となる。C 社長はセミナーを活用しなが

らも、独学からダイナミック･ケイパビリティに至る。承継の前後を通してさまざまな方法

 

117 筆者が作成した。 
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での学習は重要であるが、特に他社での実務経験は承継前に限って得られる有効な機会で

ある。 

 

5.4 動的ファミリネス 

ここでは、ケース内分析における〈動的ファミリネス〉と、それに関連する〈承継者の知

の構築〉からケース間分析を行う。 

 

動的ファミリネスに作用する承継者の価値観として、3 つの概念を見いだした。１つ目は、

〔家訓の理解〕における ' 企業家マインドセット ' であり、これを「家訓からの企業家マ

インドセットの形成」とする。２つ目は、'ファミリネスの価値低下の認識からの企業家マ

インドセット' の形成 である。３つ目は、〔家訓の理解〕における ' 伝統を守る ' であり、

これを「家訓から伝統を守る価値観の形成」とする。前者の２つが企業家活動に向かう価値

観であるのに対し、最後の１つは伝統を変えない価値観である。一方、〈動的ファミリネス〉

には、' 開拓型 DC '、 ' 強化型 DC ' 、' 安定型リソース管理 ' があり、' 開拓型 DC 'と    

' 強化型 DC ' は、ファミリネスのリソース更新の作用がある。' 安定型リソース管理 'は、

リソースを維持する。以上のことから、承継者の知の構築と動的ファミリネスの関係は、表

5-4 のように示される。この表は、上記の３つの価値観形成と動的ファミリネスの３つのタ

イプでソーティングしてある。 

 

ヒューマン・キャピタルへの作用はさまざまな内容がある。F 社は専門人材を契約型で雇

用する。5.1 節における家訓の理解で述べたように、日本の企業において、家族主義的な雇

用が 1990 年代まで非ファミリー企業を含む多くの企業で見られた。この視点からいうと、

F 社の契約型の社員採用は家族主義的雇用を弱める方向にあるが、「革新」を家訓とする価

値観には沿うものであると言える。他方、R 社においては、承継者は社員を考えの合う人に

絞った。これは雇用関係が契約より信頼を重視するもので、社員との家族的な関係を高め、

持続性を優先する。G 社は、高い企業家マインドセットがファミリーの価値観であり、それ

を社員に広める取り組みである。C 社は、事業そのものを大きく変えたために、新たに人材

を育成しノウハウを獲得した。この取り組みは C 社のケース内分析でも述べたように、対
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顧客姿勢、対地域姿勢の家訓が伝承されており、人材育成はこの実現手段であることからフ

ァミリーの影響を受けているといえよう。 

 

表 5-4 承継者の知の構築と動的ファミリネス
118

 

G ○ 顧客関係、プロセス、社員

C ○ 顧客関係、プロセス、経営理念、社員

A ○ 顧客関係

B ○ 顧客関係、プロセス

D ○ 顧客関係、プロセス、経営理念

F ○ 顧客関係、プロセス、経営理念、社員

H ○ 顧客関係、プロセス、経営理念

P ○ 顧客関係、経営理念

Q ○ 顧客関係、プロセス

R ○ 顧客関係、プロセス、社員、地域関係

S ○ 顧客関係、プロセス

E ○ 顧客関係、プロセス

J ○ 顧客関係、プロセス、サプライヤー

T ○ 顧客関係

U ○
安定型リ

ソース管理

開拓型DC

強化型DC

サンプル

リソースの更新

ファミリネス

の価値低下の

認識から企業

家マインド

セットの形成

動的ファミリネス

強度

家訓からの企

業家マインド

の形成

家訓から

伝統を守

る価値観

の形成

 

 プロセスへの作用は、新しい価値の創出、品質の向上のために、場合によっては新たな設

備を導入し、新たな技術を習得し、従来から補完的に、または全く新しい独自の組織的なノ

ウハウや、ルーティンを生み出す。 

 

118 筆者が作成した。 
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経営理念については、H 社では経営理念の更新、P 社では経営理念の再定義が見られる

が、いずれもファミリーの価値観は継続しつつ、時代や環境の変化に合わせて更新される。

C 社は事業を大きく変えたため、プロセスが一新され、社員を育成し、これまでと異なる顧

客関係を築いたが、家訓を経営哲学として伝承し、新たな経営理念に組み込まれる。 

 顧客との関係は、直接的に新しい販路を開拓するほか、新製品開発、さまざまな拡販拡大

施策を通して強化される。このときに長寿ファミリー企業が固有に持つ、歴史とブランドが

有効に働く。A 社の承継者は企業家マインドセットがあり、自社の状況とビジネス環境を的

確に認識、察知し、店の出退店、修正を行う。これらは財務的な行為であり、知的資本の観

点からは、関係キャピタルにおける顧客および顧客ロイヤリティとして表れる。長寿ファミ

リー企業においては、その歴史とブランドが評判を生み、C 社のように全く新しいリソース

の統合においてもファミリー企業の歴史とブランドは有効である。 

 

地域との関係では、R 社はこれまで薄かった地域との関係を新たに構築した。これは、フ

ァミリーがビジネスの拠点と離れていた場所に住んでおり、地域との接触機会が少なかっ

たことが理由の 1 つであり、承継者が社外経験を基に始めた食と提供の取り組みと結び付

いた。 

以上の結果は、ダイナミック･ケイパビリティの発揮によるリソースの統合は、ファミリ

ネスを優位にしていることを示す。 

表 5-4 から、次の 5 つのタイプに類型化できる。 

 タイプ①は、家訓から企業家マインドセットを形成し、開拓型 DC を発揮する。 

 タイプ②は、ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットを形成し、

開拓型 DC を発揮する。 

 タイプ③は、家訓から企業家マインドセットを形成し、強化型 DC を発揮する。 

 タイプ④は、ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットを形成し、 

強化型 DC を発揮する。 

 タイプ⑤は、家訓から伝統を守る価値観の形成し、安定型リソース管理を行う。 
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以上の類型を表 5-5 に示す。 

表 5-5 承継者の知の構築と動的ファミリネスからの類型化
119

 

家訓から企業

家マインド

セットの形成

ファミリネスの価

値低下の認識から

企業家マインド

セットの形成

家訓から伝

統を守る価

値観の形成

開拓型

DC

強化型

DC

安定型

リソー

ス管理

① 〇 〇 G

② 〇 〇 C

③ 〇 〇 A,B,D,F,H,P,Q,R,S

④ 〇 〇 E,J,T

⑤ 〇 〇 U

承継者の知の構築 動的ファミリネス

タイプ サンプル

 

  

 

119 筆者が作成した。 
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第6章 考察 

6.1 ヒューマン・キャピタル 

 家訓の理解のクロスケース分析からは、社員に対する雇用、育成の価値観の伝承が見られ

た（5.1.2 項 参照）。一方で、動的ファミリネスのクロス分析からは、社員の育成だけでな

く、速戦的なスキル、ノウハウの獲得が見られた（5.4 節 参照）。Basco et al. (2019) によ

る国際的なファミリー企業の調査は、ヒューマンキャピタルを重視することは国際的に共

通していることを示している。日本的経営の特徴であった会社と従業員の間の親子的関係

は失われつつある (池内, 2019)。調査した長寿ファミリー企業において、親子的関係が見ら

れるのは一部である。就労意識の変化や (内閣府, 2018)、雇用に関する法改正がなされる中

で、ファミリー企業はそれぞれの状況に応じた最善の策を模索していると考えられる。従業

員との関係は時代とともに変わるとしても、顧客に価値のある製品やサービスを提供する

のは従業員であり、リソースの重要性は変わらない。 

 

6.2 承継プロセス 

 ファミリー企業における承継プロセスは、承継者それぞれにより固有のものである。先行

研究から理想的には、子供の頃から家業について知り、学ぶ機会を持ち、一定レベルの学校

教育を受け、他社で経験を積んだ後に家業に加わり、時間をかけて被承継者から承継し、そ

の後も一定期間のサポートを被承継者から得る、というのが典型と考えられる (Cabrera-

Suárez et al., 2018; Lambrecht, 2005; Le Breton-Miller et al., 2004)。本研究でこのよう

な承継は、５ケース（F 社、G 社、J 社、P 社、T 社）あり、承継者が当初承継にネガティ

ブであった場合（A 社、E 社、H 社）を含めて 8 ケースある。このほか、社外経験なく家業

に就いたのが３ケース（C 社、Q 社、U 社）ある。しかしながら、承継プロセスは理想的パ

ターンのとおりに必ずしも進まない。 

家業を承継することを考えていなかったが、人生の転機に遭遇し、承継することを意識せ

ず、別の理由で家業に加わるが、そこから家業の持つリソースの価値を認めて承継を決意し

たケースが R 社と S 社に見られる。 

また別の形態として、養子による承継がある。養子による承継は日本の特徴的な形態であ

り、歴史的には「家」が深く関わり、江戸時代の商家では有能な承継者を得るために、実子
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を差し置いて養子に承継させることもあった (堀江, 1984)。ウィワッタナカンタン, 沈 

(2015)は、現在においても婿養子はファミリー企業における承継の方法として有効であるこ

と実証的に示している。「家」の慣習は、養子を法的のみならず、社会的にも後継ぎと見な

す (有賀, 1970)。このため、承継者となる婿養子は、単にファミリーメンバーになるだけで

なく、社内外のステークホルダーからファミリーの承継者として認められるので、ファミリ

ー企業を所有し経営する「家」のメンバーとしての婿養子に対するファミリー外からの信頼

は継続されると考えられる。本研究ではこれを婿養子の「ショートカットされたファミリ

ー・アイデンティティ形成」の概念とした。 

 もう一つのファミリー企業の特徴的な承継として、先代社長が早く死去する場合がある。

B 社長と、S 専務のトライアンギュレーションとしてインタビューした S 社長の場合は、い

ずれも承継者が在学中に先代社長が亡くなっている。この状況は承継者に後を継ぐ気持ち

があったとしても、その準備が十分でなく、承継の不安定要素となるかもしれない (De 

Massis et al., 2008)。しかしながら、B 社長と S 社長はともに進学を断念して早くに家業

に関わるが、家業に前向きであり、よい製品、価値のある製品を開発することに積極的であ

ることが共通する。これを支えるもののひとつは、ファミリーの世代を超えたアイデンティ

ティであり、日本の制度的文化側面から言えば「家」の継承にあると考える。「家」の後継

ぎはファミリー企業の承継者であり、社内外のステークホルダーもそう認める。そして、承

継者自身はたとえ十分な準備がなく家業を継いだとしても、実務の中で経験を積むことが

できることは、ファミリー企業における承継者の特徴であろう。 

このように、理想的な承継だけでなく、さまざまな要因がある場合においても、ステーク

ホルダーから承継者として認識されることが承継に対して有利に作用することが分かる。

承継においては、ファミリー企業固有の特徴があり、日本固有の慣習や文化が働くことが見

いだせる。しかしながら「家」の慣習は全体としては衰退しており、その慣習は限定的に続

くのかもしれない。 

 なお、ファミリー企業において、「家」の慣習を象徴的に示すものとして、承継者が「家」

の当主としてファーストネームを引き継ぐケース（F 社、P 社）がある
120

。いずれも世代を

超えて強化型 DC の発揮が見られる。 

 

120 長寿ファミリー企業の経営者である当主が、歴代により受け継がれたファーストネー

ムを襲名する事例は、千疋屋總本店（果物）、山本海苔店（海苔）などでも見られる (参

考文献リストにおける、東都のれん会ウエブページ参照)。 



135 

 

6.3 地域との共生 

 B 社、C 社、H 社、J 社、S 社において世代を超えて地域に貢献する姿勢が見られる。ま

た T 社長は自らが家業を継ぐことで地域へ貢献したいと思い、R 社長は新たに地域との関

係づくりを始めた。このように長寿ファミリー企業において地域との関係に特徴が見られ

る。 

 足立 (1974)は、京都の長寿ファミリー企業の歴史的な家訓から地域との共生の価値観を

見いだし、売り手、買い手と合わせて「三方よし」と言い表している
121

。筆者らは金属製品

の産地である新潟県三条市における調査から、ファミリー企業の承継者である企業家と産

地ステークホルダーとの共生の概念を見いだした (中條 ら, 2022)。ここにもファミリー企

業が持つ地域との共生の価値観が見られる。 

以上に挙げた複数の事例から、ファミリー企業経営者が持つ地域との共生の価値観は、そ

の強弱はあるものの、時代や特定の地域に限らず存在する。この要因は多くの場合に、ファ

ミリー企業が存立する地域が、そのファミリーが住む場所でもあり、地域との協力関係をつ

くり、ステークホルダーから持続的な信頼を得ようとすることにあると考えられる。また、

前節において見られた承継者の３つ特徴である、幼い頃から周囲の人から後継者として見

られること、婿養子としての承継者は社会的にファミリーの後継ぎとして認められること、

先代社長が早く死去した場合に経験が浅くても承継者として認められることにも、地域社

会との関わりが含まれている。地域社会が、「家」の要素が残るファミリーの影響を受ける

ファミリー企業の永続性に関わりがあることを示すものであると言えよう。 

 

6.4 承継者のダイナミック･ケイパビリティに対する被承継者の影響 

 Carnes and Ireland (2013) は、安定型リソース管理と強化型 DC に対して、ファミリー

の影響としてのファミリネスは支持的であるが、開拓型 DC に対しては抵抗的であるとす

る。調査 1 の C 社と G 社、調査 2 の S 社から承継者と被承継者の関係に当てはめて考察す

る。この 3 社の調査結果は、表 6-1 のとおりである。 

 

121 大野 (2012)によれば、一般的に近江商人の経営理念と言われる「三方よし」の言葉

を最初に用いたのは足立 (1974)による京都の研究であり、近江商人の経営理念として

用いたのは小倉 (1988)であるとする。 
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表 6-1 承継者のダイナミック･ケイパビリティに対する被承継者の影響
122

 

サンプル ダイナミック・ケイパビリティ 承継者と被承継者のソーシャル・キャピタル

C 開拓型DC 認知的ギャップ

G 開拓型DC 早くからの価値観共有

S 強化型DC 認知的ギャップ
 

 

C 社長は全く新しいリソースの統合を行うが、先代は当初抵抗的であった。その後、成果

を出すことで収束する。G 社長は同じく全く新しいリソース統合を行うが、歴史的に代々が

それぞれ大きな変化を遂げており、企業家活動に向かう価値観は共有している。S 常務は社

長を継ぐことが決まっており、すでに一定の権限を持って活動する。外部で新しい知識を得

てそれを実行しようとするが、経験を重視する S 社長と対立する。その後、S 社長は S 常

務が成果を出すことを認めて解消する。この 3 社のうち、C 社と S 社に承継者と被承継者

の対立が見られたが、いずれも承継者の新しい知識と情報に基づく行動に対して被承継者

が認めない、または理解できないという認知的なギャップが要因である。C 社は開拓型 DC

であり、S 社は強化型 DC である。一方で、ビジネスの歴史として開拓型 DC を続けた G 社

では、承継者と被承継者は企業家活動に向かう価値観である企業家マインドセットが共有

されている。 

 

本研究の結果は、承継者のダイナミック・ケイパビリティの発揮が全く新しいリソース統

合であっても、そのレベルを享受する企業家マインドセットが承継者と被承継者で共有さ

れていれば、ファミリーメンバーの抵抗はなく、一方で承継者と被承継者の間で認知的なギ

ャップがあれば、リソース統合の強弱の程度にかかわらずファミリーメンバーの抵抗が起

こると言える。Pearson et al. (2008) は、ファミリーのソーシャル･キャピタルにおいて、

強い結びつき（構造的側面）と価値観と言語の共有（認知的側面）から信頼と義務（関係的

側面）を生み、これがファミリー企業固有のリソースになるとした。しかし、このリソース

は必ずしもすべてのファミリーに存在するとは限らない。ソーシャル･キャピタルの認知的

側面で世代間の共有ができなかったり、理解し合えない場合、関係側面としての信頼や義務

 

122 筆者が作成した。 
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の履行に影響を及ぼしかねない。承継者がダイナミック・ケイパビリティを発揮するために

は、承継者と被承継者の間の価値観の共有、または相互理解が必要である。 

 

6.5 調査 1 と調査 2 の結果からの類似と差異 

 ここでは、特定地域において異なる業種を対象とした調査 1 と、地域を限定せず同一業

種を対象とした調査 2 の分析結果から、それらの類似と差異について考察する。 

 

調査 1 は異なる業種が含まれている。サービス業の A 社の場合、ダイナミック･ケイパビ

リティの活動に出退店や店の改修があるがそれらは財務的な面であり、知的資本としては

顧客との関係の向上、拡大として把握できる。一方で製造業の場合は、つくる製品があるた

め、新たな製品提供においてプロセスの変更、追加があり、それによって新たな組織的なノ

ウハウを獲得し、場合によっては経営理念の改訂があり、構造キャピタルの追加や修正が明

らかになる。このようにダイナミック･ケイパビリティのリソースへの作用は、業種による

特徴が見られた。調査 2 は、伝統的な日本の食品製造販売業である。すべての企業は、よい

製品をつくって顧客に提供するという価値観は一致しているが、それをどのように実現す

るかという点で同業種においてでも違いがある。S 社と Q 社はいずれも食酢を製造する。S

社は伝統的な製法を守り、身の丈に合った設備導入を行う。一方、Q 社の場合は製法を変え

て投資を伴う最新の装置の導入とそこからの独自ノウハウを構築し、大きなビジネス拡大

を行うが、ここにはリスクを伴うものである。両社には、目指す姿の違いがある。 

 

このように調査 1 と調査 2 の区分は、業種間および同業種の差異を認識する上で有効で

あった。さらに、調査 1 と調査 2 を合わせて見た場合に、承継者の承継前に日本酒製造業

が 4 企業ある。このうち、C 社は開拓型 DC により、業態を全く変えてしまった。B 社と F

社は、 強化型 DC により補完的にリソースを追加して本業を継続しつつ事業領域を拡大し

た。U 社は、伝統を守り安定型リソース管理を取る。このように、同一業種においても全く

異なるリソースへの作用が見られた。 
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第7章 議論 

7.1 ファミリー企業の永続性に対する家訓の役割 

本研究において、家訓を形式知だけでなく暗黙知をも含むものとして拡張し、その上で承

継者による家訓の理解の側面を捉えた。その結果、5.1 節および 5.4 節から健全性価値観と

伝承･更新価値観を見いだした。家訓の健全性価値観は経営者姿勢、対社員姿勢、対顧客姿

勢、対サプライヤー姿勢、対地域姿勢である。これらはステークホルダーの信頼･協力に関

わるものであり、その価値観に基づく行動がステークホルダーの信頼につながり、また歴史

のある企業ブランド価値を維持･向上する。家訓の健全性価値観は、企業の永続に対して必

要であるがそれだけで十分ではない。家訓の伝承･更新価値観は、ファミリー企業が持つユ

ニークな知のリソースを伝承するか更新するかという価値観のどちらかを示す。調査の分

析から明らかになったように、承継者は家訓にかかわらず、家業の状況を回復させようと自

ら企業家マインドセットを形成する場合がある。承継者の知の構築はさまざまな学習経験

を行い、環境の変化と家業の状況を理解することから、動的ファミリネスをどのように発揮

するかを承継者が決定する。その結果、ファミリー企業固有のリソースが維持または向上し、

事業の継続につながる。この関係を図 7-1 に示す。 

 

図 7-1 永続性に対する家訓の役割
123

 

 

 

 

123 筆者が作成した。 
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7.2 承継者の知の構築とファミリネスのダイナミックモデル 

 5.4 節の分析で知の構築と動的ファミリネスから 5 つに分類したが、それは表 7-1 のとお

りであった。 

表 7-1 知の構築と動的ファミリネスからの５つのタイプ
124

 

タイプ 定義

① 家訓から企業家マインドセットを形成し、開拓型DCを発揮する。

②
ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットを形成し、

開拓型DCを発揮する。

③ 家訓から企業家マインドセットを形成し、強化型DCを発揮する。

④
ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットを形成し、

強化型DCを発揮する。

⑤ 家訓から伝統を守る価値観を形成し、安定型リソース管理を行う。
 

 

これらから次のことが言える。 

1) 企業家マインドセットはファミリーの世代を超えて伝承される：タイプ①とタイ

プ③が該当する。 

2) ファミリー企業固有の VRIN リソースであるファミリネスが環境の変化に追従で

きずその価値が低下した場合に、承継者はファミリネスの価値低下の認識からビ

ジネスを回復させようとして企業家マインドセットを形成する：タイプ②とタイ

プ④が該当する。 

3) 承継者の企業家マインドセットは、ダイナミック･ケイパビリティに作用する：承

継者が家訓として企業家マインドセットを伝承した場合と、承継者がファミリネ

スの価値低下の認識から企業家マインドセットを形成した場合の両方ともダイナ

ミック･ケイパビリティの発揮に作用する：タイプ①②③④が該当する。 

 

124 5.4 節で筆者が作成した内容を転記した。 
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4) ダイナミック･ケイパビリティの発揮はファミリネスを優位にする：ダイナミッ

ク･ケイパビリティの発揮がヒューマン・キャピタルの強化、プロセスの更新、経

営理念の更新、顧客関係や販路の拡大強化によって、ファミリネスを優位にする：

タイプ①②③④が該当する。 

5) 伝統を守る家訓の伝承により、動的ファミリネスは 安定型リソース管理であり、

ファミリネスを維持する：タイプ⑤が該当する。 

また、5.3 節における分析結果から次のことが言える。 

6) 承継者の外部知の獲得は、ダイナミック･ケイパビリティの発揮に作用する：タイプ

①②③④が該当する。 

 

以上のことから、表 5-5 における 5 つのタイプは図 7-2 のように図示できる。 

 

図 7-2 世代を超えるファミリー企業の知のダイナミック･モデル
125

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125 筆者が作成した。 
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 図 7-2 に示すモデルは、ファミリー企業におけるファミリネスが承継者の知の構築にど

のように作用し、その結果として発揮される動的ファミリネスによるファミリネスへの作

用を示すものであるが、承継者の知の構築と知のリソースの観点から、世代を超えるファミ

リー企業の知のダイナミック･モデルと言えるものである。 

 

7.3 承継者の企業家マインドセットの形成の問題 

ここで承継者の企業家マインドセットの形成に関して、明らかにしておかなければなら

ない１つの問題がある。5.4 節において、知の構築と動的ファミリネスからクロスケース分

析を行った中で、「家訓から企業家マインドセットの形成」と、「ファミリネスの価値低下の

認識から企業家マインドセットの形成」が両方同時のケースはなかった。しかしながら、こ

の 2 つの概念は排他的ではなく、両方が同時に存在することはありえる。また、図 7-2 で示

したモデルにおいても、両方が同時に作用することでの矛盾はない。考えられる状況は、何

らかの企業家活動によりリソース統合を行ってきたものの、ファミリネスの価値は低下し

ていることである。この状況では新たなリソース統合がリソースの価値向上につながって

おらず、危機的な状況である可能性がある。この状況を脱するためには開拓型 DC により、

全く新しいリソースの統合により、ビジネスを大きく変える必要があるかもしれない。 

ファミリーの影響をうけた承継者の企業家活動、またはダイナミック・ケイパビリティに

関する先行研究では、落合康裕 (2016)は、ファミリー企業の歴史的な企業家活動の成果に

対し、承継者が「先代世代の参照」 (落合康裕, 2016, p. 220)との見方をする。また、Chirico 

and Nordqvist (2010)は、ファミリー企業のダイナミック・ケイパビリティによってもたら

される企業家活動の成果が、世代を超えて次の知の獲得の投資に向かうとする。本研究では

ファミリー企業の歴史的な企業家活動の成果には先代世代の企業家マインドセットがあり、

家訓の理解として承継者の企業家マインドセットの形成に作用することを明らかにした。

加えて、ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットの形成を見いだした。こ

の両者は、ポジティブな要因（企業家マインドセットの伝承）と、ネガティブな要因（ファ

ミリネスの価値低下）による、いずれもファミリーの影響を受けた企業家マインドセットの

形成であり、補完的、または可能性として両立する関係にある。よって、この２つのモード

は、長寿ファミリー企業における承継者の企業家マインドセットの形成を確実にして、ダイ

ナミック・ケイパビリティの発揮につながるものである。 
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7.4 承継者による知の伝承と更新 

本節においては、知の伝承と更新の観点から表 7-1 の 5 つのタイプを、③、④、①、②、

⑤の順に議論する。 

 

タイプ③ 

まず、最も多くのサンプルから見いだすことができた、家訓から企業家マインドセットを

形成し、強化型 DC を発揮するタイプ③を見る。承継者はファミリー企業が歴史的に持って

いる、価値があり希少で模倣･代替えできないリソースを維持しながら補完的なリソースを

統合して新しい価値を生み出す。その結果、伝承されたリソースと更新されたリソースの両

方の要素がある。ファミリーの歴史において世代を超えた企業家マインドセットが承継者

の知となり、ダイナミック･ケイパビリティの発揮につながる。補完的リソースの統合は比

較的リスクが低くファミリネスを改善するため、ファミリー企業は持続的であると考えら

れる。 

 

タイプ④ 

 次に多く見いだすことができた、ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセ

ットの形成し、 強化型 DC を発揮するタイプ④は、ファミリー企業のビジネスが環境の変

化に対応できず、VRIN リソースの価値の低下を招き、承継者がその状況を憂いて自ら企業

家マインドセットを形成し、ファミリー企業の有用なリソースを使いながら補完的にリソ

ースを統合し、固有の価値を高めようとする。その結果、タイプ③と同様に伝承されるリソ

ースと更新されたリソースの両方が含まれる。このタイプ④のようなダイナミック･ケイパ

ビリティの発揮は日本の歴史的なファミリー企業の中でも事例がある。日本酒製造を営む

1659 年（万治 2 年）創業の嘉納家の 8 代当主は、1869 年（明治 2 年）にその座を継ぐが、

家憲正鑑 (北原, 1920)は承継の経緯を次のように述べる。 

七代主は専ら学事に身を寄せ、家業たる酒造に力を致さざりしければ、為に家勢日に

衰え、造石高も非常に減少しぬ、然れどもまた決して尋常の材にあらず、彼れ生前に於

て兵庫新川を開墾して、地方公共に尽くしたるが如き、美績として今なお人口に膾炙せ

らる。七代逝き其の弟後を継ぐ当主即ち是なり、主は厳父の性を受けて温厚篤実の人、
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窃かに家勢の衰退せるを憂い、先代たる長兄に代わりて之れを回復し、嘉納家の大を成

さんと欲し、爾来家業に精励措かず、克く祖父の遺訓を体して、遂に今日を見るに至れ

り (北原, 1920, p. 461)。 

7 代当主は地方公共に貢献をしたが、家業に対して消極的であり、8 代当主となる 7 代当

主の弟は家業の衰退を憂いている (北原, 1920)。ここに 8 代当主の承継プロセスにおける

収縮性のファミリネスの認識がうかがえる。そして 8 代当主は自らの経営において次のよ

うな取り組みを行っている。 

商標令の発付を見るや、率先菊正宗の登録特許を受け、機に乗じて醸酒を全国に販出

したるが如き、其の顕著の事例ならずや、他の嗜好の東都人に適するを観破し、販路を

東都に拡張し、次いで新開地を耳にするや、此の方面に売出す等、其の機敏なる、同業

者の驚服する所なりと (北原, 1920, p. 463)。 

8 代当主は商標登録の施行をビジネス拡大の機会を捉え、新たな販路と顧客を獲得する。

言い換えれば、ファミリー企業が持つ固有の VRIN リソースである商標をいち早く獲得し、

それを顧客と販路の拡大に活用したダイナミック･ケイパビリティの活動を行ったのであ

る。 

本研究の調査から、承継者がファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセット

の形成し、 強化型 DC を発揮するタイプ④をとる背景には、承継者の関与以前の状況にお

いてビジネスが環境の変化に追従できず、構造的な衰退の中にあったことが共通する。承継

者は、ファミリー・アイデンティティと企業の組織アイデンティティの重複からファミリー

の延長としてビジネスに貢献しようとする (Zellweger et al., 2010)。この承継者のアイデ

ンティティが企業家活動に向けて積極的になる企業家マインドセットを形成すると考える。

そして、ダイナミック･ケイパビリティの活動はファミリー固有のリソースの価値を高める。

このことは企業家マインドセットの伝承が続かなかったとしても、ファミリネスを優位な

ものに変えようとする活動が起こる要因であり、ファミリー企業の持続性に対するレジリ

エンスを示すものである。 
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タイプ① 

家訓から企業家マインドセットを形成し 開拓型 DC を発揮するタイプ①は、タイプ③と

ダイナミック･ケイパビリティの強さが異なり、全く新しいリソースを統合し、場合によっ

ては業態そのものを大きく変えてしまうかもしれない。このため、淺羽, 山野井 (2022)が

述べるように開拓型 DC は大きな成長の可能性と共に高いリスクがあり、ファミリー企業

として世代を超えて開拓型 DC を続けることは難しく限定的と思われる
126

。 

 

タイプ② 

 ファミリネスの価値低下の認識から企業家マインドセットの形成し、開拓型 DC を発揮

するタイプ②は、ファミリー企業がその延長線上では存続できないような危機的状況から

の回復に向けられる。歴史的に見ても、環境の変化、技術の進化がファミリー企業の価値を

根本的に消してしまうことが急激に、または漸進的に起こる
127

。 危機的状況からの回復の

成否は、その変化をいかに早く察知し、リソースの再統合を行うかに関わる。これは、承継

者個人の特性に依存する部分が大きいであろう。 

 

タイプ⑤ 

 家訓から伝統を守る価値観の形成し安定型リソース管理を行うタイプ⑤は、ファミリー

企業において高い VRIN リソースを保有し、その価値を維持するように世代を超えて伝統

を守る価値観を維持し、承継者もまたそれを受け継ぐ。VRIN リソースの持続、つまり変え

ないことが承継者の価値観であり、それが経営哲学または経営理念となる。ここでの伝承は

あくまで VRIN リソースにおいてであり、知のリソースの背後にある設備、装置、ツール

の更新は行われる。この結果は、伊藤 (2021)が 1000 年を超える長寿企業の研究から、VRIN

リソースを守るためにそれ以外の部分でイノベーションを行ってきたことが長寿性の 1 つ

の要因とすることと一致する。ファミリー企業が持つ固有の価値が時代や環境の変化によ

 

126 ファミリー企業が成長した場合に、資金調達の理由から株式上場し、それによってフ

ァミリーによる企業の所有と経営への関与が弱まり、最終的に非ファミリー企業となる

場合もある。 

127 このような変化は、先に挙げた漆の他、養蚕 (加賀美 et al., 2014)、耕作農具、大工

道具、キセル (山田, 2019) の需要減少として見られる。 
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っても持続する日本の伝統文化に関わる分野において、タイプ⑤は 1 つのファミリー企業

を持続する方法であろう。 

 

本節のまとめ 

類型化した 5 つのタイプを、知の伝承と更新、および企業家マインドセットの泉源から

まとめると、表 7-２のように示される。どのタイプでもステークホルダーの信頼･協力とい

った経営の健全性の家訓と、歴史あるファミリー企業のブランドは伝承される。動的ファミ

リネスのリソースへの作用は、タイプ①とタイプ②では更新として働き、タイプ③と対応④

ではコアとなる価値を伝承しながら補完的にリソースを更新する。これらの企業家マイン

ドセットの泉源は、タイプ①とタイプ③の企業家マインドセットの家訓の理解の場合と、タ

イプ②とタイプ④のビジネスが環境の変化に対応できずそのリソースの価値の低下を憂い

てそれを回復させようとする思いによる場合がある。タイプ⑤では、伝統を守る家訓を理解

してリソースを伝承する。 

 

表 7-2 承継者の知の構築と動的ファミリネスからの 5 類型の特徴
128

 

タイプ
家訓（健全性）

ブランド

動的ファミリ

ネスのリソー

スへの作用

企業家マインド

セットの泉源
特徴

① 伝承 更新 家訓（更新）
リスクを伴う成長

(淺羽, 山野井, 2022)

② 伝承 更新
ファミリネスの

価値低下の認識

従来の延長線上にないビジネス

の選択

③ 伝承 伝承＋更新 家訓（更新）
典型的、継続が安定的

(神田, 岩崎, 1996)

④ 伝承 伝承＋更新
ファミリネスの

価値低下の認識
永続のレジリエンス

⑤ 伝承 伝承 （守りの家訓）
日本の伝統文化に関わる超長寿

ファミリー企業 (伊藤, 2021)
  

 

128 本研究の結果に加えて、淺羽, 山野井 (2022)、神田, 岩崎 (1996)、伊藤 (2021) を参

照して筆者が作成した。 
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第8章 結論 

本研究の目的は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築を通して、ファミリー企

業が固有に持つ知のリソースをどのように伝承し、または更新するのかを探究することで

ある。このために、まず先行研究からリサーチ･モデルを導き、リサーチ･クエスチョンを設

定した。その後、定性研究により、調査、分析を実施し、考察、議論を行った。本研究の結

論として、リサーチ･クエスチョンに答え、理論的･実務的貢献、限界と課題を以下に述べる。 

 

8.1 サブ･リサーチ･クエスチョンへの回答 

本研究のサブ･リサーチ･クエスチョン (SRQ) に対し、以下のように答える。 

 

SRQ1 承継者の家訓の理解はどのようなものか 

家訓はファミリー企業における歴代経営者の価値観であり、ファミリーとファミリー企

業のアイデンティティの重複において、世代を超えて伝承されるユニークな知としてのフ

ァミリネスである。成文や口伝だけでなく、先代の行動やファミリー企業の史実、遺産を介

して、承継者の家訓の理解がある。承継者の家訓の理解は 2 つに大別される。1 つは、社員、

顧客、サプライヤー、地域社会など社内外のステークホルダーとの関係で協力･信頼に関わ

る健全性価値観である。この価値観は、ファミリー企業が世代を超えて持続するために必要

であり、「知の伝承」であるが、それだけでは企業が環境の変化に対応することはできない。

もう１つは伝統･更新価値観であり、ここには伝統のリソースを守る「知の伝承」、または企

業家マインドセットとしての「知の更新」の価値観がある。承継者の家訓の理解は、承継者

の知の構築における価値観形成に関わるひとつの要素である。 

SRQ2 歴史的リソースの伝承はどのようなものか。 

 長寿ファミリー企業の企業ブランドは、ファミリーとファミリー企業に関わり、長い歴史

を持ち、製品、サービスに対する顧客の信頼を高めるユニークなリソースであり、「知の伝

承」の要素である。健全性価値観の家訓の伝承は、企業ブランドの価値を維持するように作

用する。健全性価値観の家訓と企業ブランドが作用するステークホルダーとの関係は、ファ
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ミリネスである。ファミリー企業の伝統的な製法はユニークなものであるが、必ずしも永続

的ではない。環境の変化の中で、その価値を見極め、「知の伝承」を重視するか「知の更新」

に向かうかは、承継者の知の構築を経て、承継者の判断に係る。 

SRQ3 承継プロセスにおける承継者の知の構築にはどのような特徴があるか。 

典型的な承継プロセスは、子供の頃から家業について知り、また学ぶ機会を持ち、一定レ

ベルの学校教育を受け、他社で経験を積んだ後に家業に加わり経験を積み、時間をかけて被

承継者から承継し、その後も一定期間のサポートを被承継者から得ることであるが、これら

は絶対的なものではない。先代の早い死去、婿養子、人生の転機からの承継など、さまざま

な状況がある。承継者がファミリーだけでなく、社員や地域を含むステーク･ホルダから後

継ぎとして見られることが、承継への気持ちを高め、承継者の育成を支援し、承継者の立場

を確実にするように作用する。 

被承継者が父親である場合、父親の姿勢は、承継者の行動に結び付ける力であるコミット

メントの形成に影響を与える。父親と承継者が早く価値観を共有できた場合、または父親が

承継に対し暗黙的な場合に、承継者は情緒的コミットメントを形成する傾向にある。父親が

権威主義的で承継者が承継を受け入れる場合、まず規範的コミットメントが形成され、経験

のなかで情緒的コミットメントに変化する傾向がある。 

 伝統･更新価値観の形成の観点からは、家訓の理解から企業家マインドセットを形成する

場合と、家訓から伝統を守る価値観を形成する場合がある。企業家マインドセットの形成は、

家訓が作用するモードのほかに、ファミリネスの価値低下の認識が作用するモードがあり、

後者は承継者が企業家マインドセットを自ら形成して家業の危機的状況を打開する力とな

り、家業を永続に向けて回復させるものである。承継者が伝統を守る価値観を形成する場合、

その背景には家業において、時代を超えて持続する高い価値を持つリソースがある。 

 

SRQ4 承継者の知の構築はファミリネスの更新にどのように作用するのか。 

承継者の企業家マインドセットは、外部知の獲得と共にダイナミック･ケイパビリティに

つながる。このダイナミック・ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けた「動的ファミ

リネス」とも言えるものである。動的ファミリネスには、「知の更新」の強度がある。多く

の長寿ファミリー企業は、伝統のリソースを維持しながら補完的リソースを統合し、新たな
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価値を生み出すことにより持続性をもつ。全く新しいリソースの統合は、リスクを伴うが大

きな成長が期待できる。日本の伝統文化に関連する VRIN 性の高いリソースの保有におい

ては、承継者に伝統を守る価値観が伝承され、そのリソースを維持する。このように承継者

の知の構築から発揮される動的ファミリネスは、「知の更新」を志向する場合、「知の伝承」

を行いつつ補完的な「知の更新」により価値を高める場合、および「知の伝承」を志向する

場合がある。 

 承継者のダイナミック･ケイパビリティに対する被承継者の影響は、リソース統合の強弱

よりも、承継者と被承継者の間での価値観やビジョンといったソーシャル･キャピタルの認

知的側面の共有の程度にあり、そのギャップが大きければ被承継者は承継者の行動に抵抗

する。 

 

8.2 メイン･リサーチ･クエスチョンへの回答 

メイン･リサーチ･クエスチョン(MRQ)に対し、以下のように答える。 

 

MRQ  長寿ファミリー企業の承継者は、世代を超えた知をどのように伝承し、更新する

のか。 

長寿ファミリー企業の承継者において、歴代経営者の価値観である家訓の理解は承継者

の知の構築に影響を与える。ステークホルダーとの協力･信頼に関わる健全性価値観の家訓

は、長い歴史を持ち顧客の信頼を高める企業ブランドと共に、「知の伝承」の要素である。

これらは、ファミリー企業が世代を超えて持続するために必要であるが、それだけでは環境

の変化に対応することはできない。家訓の別の側面として、企業家マインドセットとしての

「知の更新」の価値観、または伝統のリソースを守る「知の伝承」の価値観がある。「知の

更新」の価値観は、承継者の企業家マインドセットの形成につながるが、企業家マインドセ

ットの形成は家訓が作用するモードのほかに、承継者による家業のファミリネスの価値低

下の認識が作用するモードがある。この２つのモードは、承継者の企業家マインドセットの

形成に補完的に作用して、ダイナミック・ケイパビリティにつながり、リソースの統合、結

合を行うため、ファミリー企業の永続性を強固にする。 

承継者が発揮するダイナミック・ケイパビリティは、ファミリーの影響を受けたものであ

り、「動的ファミリネス」とも言えるものである。動的ファミリネスには、全く新しいリソ



149 

 

ースを統合して「知の更新」を志向する場合、「知の伝承」として伝統のリソースを維持し

つつ補完的に「知の更新」を行うことにより、環境の変化に適合させる場合、および家訓の

「知の伝承」の価値観の理解から伝統のリソース維持する「知の伝承」を行う場合がある。

承継者の知の構築は、家業の伝統を背景とするユニークなリソースであるファミリネスと

環境の変化を鑑みて、どのように動的ファミリネスを発揮するかに導くものである。この動

的ファミリネスにおける「知の更新」を行うためには、被承継者との価値観の共有、または

価値観の相互理解が必要である。 

 

8.3 本研究の理論的貢献 

 本研究は、長寿ファミリー企業における承継者の家訓の理解がどのようなものであり、知

の構築から形成される価値観から動的ファミリネスを通してファミリネスにどのように作

用するのかを探究した。 

 

本研究の理論的貢献の 1 つ目は、承継者が企業家活動に向かう価値観をファミリーの世

代を超えた価値観の伝承と、それを補完する承継者がファミリー企業固有のリソース価値

が低下している状況の認識から、自ら企業家活動に向かう価値観を形成する 2 つのモード

を明らかにしたことにある。家訓の先行研究は、家訓を形式知として、後世の経営にどのよ

うに生かされているのかどうかにあった。本研究は家訓に暗黙知をも含むものとして拡張

し、家訓の本質である価値観に対する承継者の家訓の理解を解明した。この主張の背景には、

価値観は本質的に暗黙知であり、形式知だけでなく、文化や慣習として受け継がれうること

にあり、暗黙知はまた振る舞いや物語を介して伝えられることにある。ファミリー企業承継

者の企業家活動、またはダイナミック・ケイパビリティに対するファミリーの世代を超える

作用については先行研究でいくつかの見方があった。本研究ではファミリー企業の歴史的

な企業家活動の成果には先代世代の企業家マインドセットがあり、承継者は家訓の理解と

して企業家マインドセットを捉えて自らの企業家マインドセットの形成に作用するとした。

そして、家訓からの企業家マインドセットの伝承とは別に、家業が持つ固有のリソースの価

値の低下を認識し、それを回復させようとして自ら企業家マインドセットを形成するモー

ドを見いだした。このことは、企業家活動が世代を超えて続かなかったとしても、それを回

復させようとする長寿ファミリー企業のレジリエンスを示すものである。 
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２つ目に、これまでの長寿企業研究における「伝統と革新」を、ファミリー企業固有の知

のリソースの観点から「知の伝承」と「知の更新」として捉えた。先行研究は「伝統と革新」

の両方が企業の永続に必要であることを示している。本研究では、ファミリー企業固有の知

のリソースに着目し、そのリソースの統合、結合に働く動的ファミリネスには強弱があり、

積極的に全く新しいリソースを統合するタイプ、伝承されたリソースを維持しながら補完

的なリソースを追加するタイプ、伝承されたリソースを安定的に管理するタイプに区別し

た。この中で伝承されたリソースを維持しながら補完的なリソースを追加するタイプが多

く見られたが、知のリソースの伝承と更新の差異により、ファミリー企業の永続性に対する

異なる特徴があることが見いだされた。そして、「知の伝承」と「知の更新」を承継者の価

値観の形成と動的ファミリネスから５つのタイプに分類し、承継者の知の構築、動的ファミ

リネス、およびファミリネスをつなぐ世代を超える知のダイナミック･モデルを示した。 

 

３つ目は、ダイナミック･ケイパビリティに対するファミリー・ソーシャル･キャピタルの

作用である。先行研究は、ダイナミック・ケイパビリティによるリソースの変化が大きいほ

どファミリーから抵抗を受けるとするが、本研究の結果は、全く新しいリソース統合であっ

ても、そのレベルを享受する企業家マインドセットがファミリーメンバーで共有されてい

れば、ファミリーの抵抗は弱く、一方でファミリーメンバーの間で認知的なギャップがあれ

ばリソース統合の程度にかかわらずファミリーメンバーの抵抗がある。このことから、ファ

ミリー企業における承継者のダイナミック・ケイパビリティの発揮には、ダイナミック・ケ

イパビリティの強弱よりも、ファミリーメンバーのソーシャル･キャピタルの認知的側面の

整合——具体的には、承継者と被承継者の間の価値観の共有、または相互理解——がより重

要であると考える。 

 

8.4 本研究の実務的貢献 

 本研究の調査結果は、ファミリー企業の承継者が経営を継ぐまでのプロセスは多様であ

り、また多くの場合に父親である先代社長と承継者の関係も、さまざまであることを示し

た。業種と地域についても幅広くサンプリングした。その中で、ファミリー企業固有の知

のリソースの伝承または更新の観点と、承継者のファミリーの影響を受けた企業家マイン

ドセットの観点から 5 つに分類し、それぞれの特徴を見いだした。この結果は、特に歴史
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のある長寿ファミリー企業の承継に実務的貢献するものと考える。さらに、同一業種の長

寿ファミリー企業においても、全く新しいリソースを統合して業態を変えてしまう場合、

補完的リソースを追加して周辺に事業を広げる場合、および伝統のリソースを守る場合が

見られ、多様な選択肢があることがわかった。また、業種によるリソース統合の特徴の差

異も明らかになった。これらの結果もまた、承継の実務において有益な指針を与えるもの

と考える。 

 

8.5 本研究の限界と課題 

本研究は、長寿ファミリー企業における承継者の知の構築を通して、ファミリー企業が

固有に持つ知の資産をどのように伝承し、または更新するのかを探究し、いくつかの特徴

を捉えた。この研究におけるサンプルはすべて、承継者により固有のリソースが維持また

は更新されて事業を継続している。一方で創業から 100 年を超える企業においても廃業に

追い込まれる企業は少なからずある。本研究は、企業の財務的側面が考慮されていないこ

とからの限界がある。また、本研究が長寿ファミリー企業の持続性にフォーカスして、企

業としての成長の観点は除外している。それでもなお、業種による違いが見られたことか

ら、さらに業種を拡大して調査することは有益であり、今後の課題である。また、ファミ

リー企業固有のリソースを承継者の認知と価値観から捉えたことで、リソースの世代間の

変化を明らかにしたが、リソースの持つ強みの評価としては制限がある。これを克服する

ためには多面的な調査が必要である。本研究の対象は実際の承継者であるが、承継者がい

つから家業を継ぐことを意識して、いつ承継を決心するかはそれぞれの承継者固有のプロ

セスがある。承継者が家業を継ぐことを決心するには、承継者の価値観の形成が深く関わ

ることから、他の承継候補者がなぜ家業を継がなかったかを価値観の観点から解明するこ

とも有効と考える。ファミリー企業の長寿性に対する「家」の慣習の影響は、承継者の世

代が変わる毎に変化すると考えられるので、継続的な調査が必要であろう。ファミリー企

業の特徴の解明は国際的な研究テーマであり、その国際比較は日本の特徴をさらに明らか

にする可能性がある。 
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